
 

【表紙】  

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2026年５月27日

【事業年度】 第79期 (自　2025年３月１日　至　2026年２月28日)

【会社名】 株式会社オンワードホールディングス

【英訳名】 ONWARD HOLDINGS CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　 保　元　 道　宣

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋三丁目10番５号

【電話番号】 03 (4512) 1030 (ダイヤルイン)

【事務連絡者氏名】 取締役 財務・経理・ＩＲ担当　　 吉　田　昌　平

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区日本橋三丁目10番５号

【電話番号】 03 (4512) 1030 (ダイヤルイン)

【事務連絡者氏名】 取締役 財務・経理・ＩＲ担当　　 吉　田　昌　平

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

 

 

EDINET提出書類

株式会社オンワードホールディングス(E02521)

有価証券報告書

  1/117



第一部 【企業情報】

 

第１【企業の概況】

 

１【主要な経営指標等の推移】

(１) 連結経営指標等

回次 第75期 第76期 第77期 第78期 第79期

決算年月 2022年２月 2023年２月 2024年２月 2025年２月 2026年２月

売上高 (百万円) 168,453 176,072 189,629 208,393 236,804

経常利益 (百万円) 507 5,319 10,126 10,084 11,176

親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 8,566 3,061 6,611 8,516 10,094

包括利益 (百万円) 11,657 10,767 6,938 9,643 14,631

純資産額 (百万円) 77,257 85,073 84,995 84,287 93,588

総資産額 (百万円) 157,727 159,198 171,362 179,218 189,223

１株当たり純資産額 (円) 493.14 550.76 587.92 620.43 687.91

１株当たり当期純利益 (円) 63.17 22.57 48.72 62.74 74.27

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 63.04 22.53 48.66 62.67 74.22

自己資本比率 (％) 42.4 47.0 46.6 47.0 49.4

自己資本利益率 (％) 13.9 4.3 8.6 10.4 11.4

株価収益率 (倍) 4.4 15.1 10.5 8.6 11.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 7,814 5,685 3,999 3,123 8,249

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 21,685 4,390 △4,321 △5,390 6,390

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △36,173 △11,955 263 3,612 △8,644

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 15,199 13,795 14,133 13,505 19,715

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
6,377 6,061 5,750 6,253 6,527
〔1,459〕 〔1,260〕 〔1,426〕 〔2,963〕 〔3,161〕
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(２) 提出会社の経営指標等

回次 第75期 第76期 第77期 第78期 第79期

決算年月 2022年２月 2023年２月 2024年２月 2025年２月 2026年２月

売上高 (百万円) 14,478 11,082 9,920 11,047 10,063

経常利益 (百万円) 5,345 2,173 4,848 7,390 5,514

当期純利益 (百万円) 8,525 2,542 7,115 5,114 6,501

資本金 (百万円) 30,079 30,079 30,079 30,079 30,079

発行済株式総数 (千株) 157,921 157,921 157,921 157,921 141,921

純資産額 (百万円) 78,861 83,502 87,891 90,133 92,570

総資産額 (百万円) 134,198 136,058 140,428 152,804 160,571

１株当たり純資産額 (円) 580.53 614.66 646.99 663.50 680.43

１株当たり配当額
(内、１株当たり中間配当額)

(円)
 

12.00 12.00 20.00 26.00 30.00
(－) (－) (－) (－) (14.00)

１株当たり当期純利益 (円) 62.87 18.74 52.43 37.68 47.83

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 62.74 18.71 52.37 37.64 47.80

自己資本比率 (％) 58.6 61.3 62.5 58.9 57.6

自己資本利益率 (％) 11.4 3.1 8.3 5.8 7.1

株価収益率 (倍) 4.4 18.2 9.8 14.3 17.1

配当性向 (％) 19.1 64.1 38.1 69.0 62.8

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
110 123 120 118 117
〔2〕 〔6〕 〔5〕 〔7〕 〔11〕

株主総利回り
(比較指標：TOPIX(配当込み))

（％） 114.7 144.8 221.0 241.7 363.9
（％） (103.4) (112.2) (154.4) (158.4) (238.4)

最高株価 （円） 394 348 584 680 842

最低株価 （円） 253 223 328 440 492
 

(注)１ 最高株価および最低株価は2022年４月３日以前は東京証券取引所市場第一部におけるものであり、2022年４月４日

以降は東京証券取引所プライム市場におけるものです。

２ 2026年２月期の１株当たり配当額30円のうち、期末配当額16円については、2026年５月28日開催予定の定時株主

総会の決議事項になっています。
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２【沿革】

年　月 摘　　　要

1927年 樫山 純三氏、樫山商店創業

1947年９月 樫山株式会社（現 株式会社オンワードホールディングス）設立

1960年10月 東京・大阪・名古屋各証券取引所第二部上場

1962年４月 オンワード販売株式会社（現 株式会社オンワードコーポレートデザイン）設立

1964年７月 東京・大阪・名古屋各証券取引所第一部上場指定替え

1966年９月 本社所在地を大阪府大阪市東区本町から東京都中央区日本橋に移転

1972年９月 ONWARD KASHIYAMA U.S.A.INC.設立

1986年10月 J.PRESS INC.株式取得

1988年２月 ONWARD KASHIYAMA HONG KONG LTD.設立

1988年９月 株式会社オンワード樫山（現 株式会社オンワードホールディングス）に社名変更

1990年７月 チャコット株式会社株式取得

1995年６月 上海恩瓦徳時装有限公司設立

2001年12月 恩瓦徳時尚貿易(中国)有限公司設立

2005年５月 Project Sloane Limited（ジョゼフグループ）株式取得

2007年９月

 
株式会社オンワードホールディングスに商号変更（アパレル事業部門を株式会社オンワード樫山が継

承、商事事業部門をオンワード商事株式会社（現 株式会社オンワードコーポレートデザイン）が継承）

2008年10月 株式会社クリエイティブヨーコ株式取得

2009年３月 株式会社O.P.S.（現 株式会社オンワードパーソナルスタイル）設立

2009年12月 株式会社アイランド株式取得

2011年８月 ONWARD KASHIYAMA VIETNAM LTD.設立

2016年４月 ティアクラッセ株式会社株式取得

2016年８月 恩瓦徳開成(大連)有限公司（現 樫山(大連)有限公司）株式取得

2017年１月 株式会社KOKOBUY株式取得

2018年３月 ゼネラルクロージング株式会社（現 株式会社KASHIYAMA SAGA）株式取得

2019年３月 株式会社オンワードデジタルラボ設立

2019年３月 株式会社大和株式取得

2022年４月 東京証券取引所の市場区分の見直しにより市場第一部からプライム市場へ移行

2023年９月

 
オンワード商事株式会社と株式会社オンワードクリエイティブセンターが合併し、株式会社オン

ワードコーポレートデザインに商号変更

2024年９月 株式会社ウィゴー株式取得
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３【事業の内容】

当社グループは、当社、子会社46社および関連会社12社の計59社で構成され、紳士服、婦人服等の繊維製品の企

画、製造および販売を主な事業内容とし、さらにコスメティック事業やバレエ・ダンス事業、ペット関連用品の事

業、ギフト関連の事業等を行っています。また、当社グループの事業を地域別に「国内事業」、「海外事業」と２

区分し、報告セグメントとしています。

なお、事業区分は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等（１)連結財務諸表 注記事項」に掲げる「セグメン

ト情報」の区分と同一です。

また、当社は有価証券の取引等の規制に関する内閣府令第49条第２項に規定されている特定上場会社等に該当し

ており、これによりインサイダー取引規制の重要事実の軽微基準については連結ベースの数値に基づいて判断する

こととなります。

当社グループの事業に係わる位置づけは、次のとおりです。
 

区　分 主要な会社

国内事業

衣料品等の企画・製造・販売、ダンス
用品、カタログギフト、ペットファッ
ション、化粧品、なごみ雑貨の製造販
売、リゾート施設の運用管理、商業施
設の企画・設計・施工、不動産賃貸事
業等

株式会社オンワード樫山、株式会社ウィゴー、株式会社
大和、株式会社オンワードコーポレートデザイン、チャ
コット株式会社、株式会社クリエイティブヨーコ、株式
会社オンワードパーソナルスタイル、株式会社アイラン
ド、株式会社KOKOBUY

他16社

海外事業 衣料品等の企画・製造・販売

ジョゼフLTD.、ジェイプレスINC.、恩瓦徳時尚貿易(中
国)有限公司、樫山(大連)有限公司、オンワードカシヤ
マ ホンコンLTD.

他28社
 

(注) 事業区分については、当社の事業目的により国内事業と海外事業に区分しています。

 

以上の企業集団等について事業系統図によって示すと、次のとおりです。
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４【関係会社の状況】

名　称 住　所
資本金

(百万円)
主要な事業の内容

議決権の

所有割合

(％)

関係内容

(連結子会社)      

株式会社オンワード樫山 (注)２、３
東京都

中央区
100 衣料品等の製造販売 100.0

資金の貸付
役員の兼任…有(６名)

株式会社大和 (注)３
長野県

安曇野市
60
カタログギフト等の
企画販売

100.0
資金の借入
建物等の賃貸
役員の兼任…有(１名)

株式会社オンワードコーポレートデザイン
東京都

千代田区
410 衣料品等の製造販売 100.0 資金の借入

チャコット株式会社
東京都

港区
100 ダンス用品の製造販売 100.0

資金の借入
建物等の賃貸

株式会社アイランド
東京都

世田谷区
10 衣料品等の製造販売 100.0 資金の貸付

株式会社クリエイティブヨーコ
長野県

長野市
100

ペットファッション、
なごみ雑貨の製造販売

100.0 ―

株式会社オンワードパーソナルスタイル
東京都

 港区
100 衣料品等の製造販売 100.0 資金の貸付

株式会社ウィゴー (注)３
東京都
港区

50 衣料品等の製造販売 100.0 資金の貸付

ジョゼフLTD. (注)２
英国

ロンドン
千英ポンド
36,779

衣料品等の製造販売 100.0
資金の貸付
債務保証

恩瓦徳時尚貿易(中国)有限公司
 (注)１

中国

上海
千元

126,289
衣料品等の販売

100.0
(100.0)

資金の貸付

ジェイプレスINC. (注)１
米国

ニューヨーク

千米ドル
 114

衣料品等の販売
100.0
(100.0)

資金の貸付

エクセル株式会社
東京都

港区
80 不動産賃貸 100.0 資金の借入

株式会社オンワードリゾート＆ゴル
フ

東京都

中央区
100

リゾート事業の統括
管理

 100.0
資金の借入
建物等の賃貸
役員の兼任…有(１名)

株式会社KOKOBUY
東京都

港区
1
ヘアケア製品・化粧品
の製造販売

100.0 ―

その他 26社      

(持分法適用関連会社）      

株式会社サンマリノ
東京都
千代田区

50 衣料品等の企画製造 34.0 ―

 

(注)１ 議決権の所有割合欄の(内書)は間接所有割合です。

２ 株式会社オンワード樫山およびジョゼフLTD.は、特定子会社です。

３ 株式会社オンワード樫山、株式会社大和、株式会社ウィゴーは、売上高(連結会社間の内部売上高を除く)の連結

売上高に占める割合が10％を超えています。

 
主要な損益情報等

(株式会社オンワード樫山)

① 売上高　　 　  114,545百万円　　　　　 ② 経常利益 　　 5,152百万円

③ 当期純利益　 　 3,795百万円　　　　　 ④ 純資産額　  　18,547百万円

⑤ 総資産　 　　　 74,061百万円
 

(株式会社大和)

① 売上高　　　 　 24,084百万円　　　　　 ② 経常利益 　　 1,581百万円

③ 当期純利益 　　 1,036百万円　　　　　 ④ 純資産額　 　　 4,423百万円

⑤ 総資産　　　 　　 9,756百万円
 

(株式会社ウィゴー)

① 売上高　　　 　 31,057百万円　　　　　 ② 経常利益 　　 　 785百万円

③ 当期純利益　　 　　 303百万円　　　　　 ④ 純資産額　　 △2,570百万円

⑤ 総資産　 　　　 13,408百万円
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５【従業員の状況】

(１) 連結会社の状況

2026年２月28日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

国内事業 5,437 〔2,756〕

海外事業 973 　〔394〕

全社(共通) 117 　 〔11〕

合計 6,527 〔3,161〕
 

(注)１ 従業員数は就業人員数を表示しています。

２ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員数の年間平均雇用人員です。

３ 「全社(共通)」として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない提出会社の人員です。

 
(２) 提出会社の状況

2026年２月28日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

117 〔11〕 45.9 19.3 6,572
 

(注)１ 従業員数は、就業人員数を表示しています。

２ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員数の年間平均雇用人員です。

３ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでいます。

４ 提出会社の従業員数は全てセグメントの「全社(共通)」に含まれるため、合計人数のみ記載しています。

 
(３) 労働組合の状況

労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。

 
(４) 管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率および労働者の男女の賃金の差異

① 提出会社

当事業年度

管理職に占める
女性労働者の割合(％)

(注１)

男性労働者の
育児休業取得率(％)

(注２)

労働者の男女の賃金の差異(％)
(注１)

全労働者 正規雇用労働者 パート・有期労働者

14.3 100.0 53.7 58.6 （注３）
 

(注)１ 「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」(2015年法律第64号)の規定に基づき算出したものです。

２ 「育児従業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」(1991年法律第76号)の規定に基

づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」(1991年労働省令

第25号)第71条の６第１号における育児休業等の取得割合を算出したものです。

３ 該当する従業員がすべて女性で男性が不在のため男女差を算出していません。
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② 連結子会社

当事業年度

名称

管理職に
占める
女性労働者
の割合(％)
(注１)

男性労働者の
育児休業取得率(％)

 (注２)

労働者の男女の
賃金の差異(％)
 (注１)

全労働者
正規雇用
労働者

パート・
有期労働者

全労働者
正規雇用
労働者

パート・
有期労働者

株式会社オンワード樫
山

32.6 114.3 114.3 (注３) 65.4 67.5 73.3

株式会社ウィゴー 27.9 0.0 0.0 0.0 95.9 92.0 100.6

株式会社大和 20.5 11.0 11.0 (注３) 53.7 62.3 92.6

チャコット株式会社 30.0 (注３) (注３) (注３) 74.2 75.5 65.8

株式会社クリエイティブ
ヨーコ

30.8 0.0 0.0 (注３) 46.5 64.7 82.0

株式会社アイランド 57.1 0.0 0.0 (注３) 60.3 52.9 139.4

株式会社オンワード
コーポレートデザイン

14.3 100.0 100.0 (注３) 68.5 67.0 75.5

株式会社オンワード
パーソナルスタイル

11.8 133.3 133.3 (注３) 72.8 71.5 301.7
 

(注)１ 「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」(2015年法律第64号)の規定に基づき算出したものです。

２ 「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」(1991年法律第76号)の規定に基

づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」(1991年労働省令

第25号)第71条の６第１号における育児休業等の取得割合を算出したものです。

３ 育児休業等取得の対象となる男性従業員がないことを示しています。
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第２【事業の状況】

 

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当社を取り巻く経営環境は、コロナ禍を経て生活者のライフスタイルや価値観が変化し、企業と人とのエンゲー

ジメントへの注目の高まりや、デジタル技術の活用が進化しています。また日本国内における少子高齢化が進行す

るとともに、訪日外国人による消費の多様化等が進んでいます。

当社グループが対処すべき課題は、このようなマーケットの多様化に対応し、消費者に対して価値ある商品や

サービスを提供することにより収益拡大をはかり、成長性を高めることにあります。

 

① 国内事業について

当社グループは、「ヒトと地球（ホシ）に潤いと彩りを」ご提供する事をミッションステートメントに掲げ、

「社員の多様な個性をいかしたお客さま中心の経営」により地球と共生する「潤いと彩り」のある生活づくりに

貢献する「生活文化創造企業」として前に進み続けることにより、中長期経営ビジョン「ONWARD VISION 2030」

の実現を目指しています。

「ファッション領域」においては、多様なブランド・商品・流通戦略の推進をはかり、生活者の新たな価値観

に沿った「ウェルネス領域」の成長加速や、時代性のある「コーポレートデザイン領域」の創造を進めていきま

す。また、ＯＭＯ（Online Merges with Offline）型店舗の拡大やＰＬＭ（Product Lifecycle Management）等

の最先端のＤＸを活用した事業の進化をはかっていきます。

 

② 海外事業について

当社グループは、海外事業の成長基盤強化を推進しており、ヨーロッパ地域では英国ロンドン発祥のコンテ

ンポラリーデザイナーズブランドであるJOSEPH事業の収益を拡大し、アメリカ地域では120年以上の歴史を持つ

米国東海岸発祥のトラディショナルブランドであるJ.PRESS事業の成長を加速、アジア地域では成長著しい

ASEAN地域を含むアジアマーケットにおいて生産・販売両面での事業を拡大していきます。

 

③ 商品企画・生産・物流について

当社グループは、ものづくりプロセス（サプライチェーン）のデジタル化として、ＰＬＭ（Product

Lifecycle Management）を導入し、生産スピードの向上・価格の適正化・トレーサビリティの向上を目指す

「商品企画・生産・物流改革」を進めています。また、お取引先様との情報共有やデータ連携を行うことによ

り、可視化・効率化されたサプライチェーンの構築を進めていきます。

 

④ ＣＳＲ（企業の社会的責任）とコンプライアンスについて

ＣＳＲ経営については、お客さまをはじめとするすべてのステークホルダーから信頼される企業として、社

会的企業価値を高める重要な経営課題と認識しています。

当社グループは、1927年の創業から永きにわたり「人々の生活に潤いと彩りをご提供すること」を経営理念

として掲げてきました。さらに中長期経営ビジョン「ONWARD VISION 2030」において、これまでの経営理念の

うえに、地球環境の潤いと彩りを大切にするサステナブル経営の理念を重ね合わせた「ヒトと地球（ホシ）に

潤いと彩りを」という新しいミッションステートメントを定めました。その取り組みとしては、サステナブル

経営を推進するプロジェクト「Green Onward（グリーン・オンワード)」を継続して実施しています。具体的に

は、「オンワード・グリーン・キャンペーン」によるリユース・リサイクル・リメイク活動の拡大をしていき

ます。またロスのない生産体制を推進するため、オーダーメイド生産を拡大するとともに、ＰＬＭ（Product

Lifecycle Management）システムによりモノづくりの可視化を実現し、サプライチェーンにおけるトレーサビ

リティを向上させていきます。これらにより、「Green Onward」をさらに深化させ、環境・社会貢献活動を一

層推進していきます。

コンプライアンスについては、社会全体からコンプライアンス体制の充実がますます求められており、これ

を経営上の重要課題と位置づけ、またコーポレート・ガバナンスの体制強化をはかることにより、お客さまや

株主の皆様はもとより社会全体から高い信頼を得るよう努めていきます。具体的には、コンプライアンス活動

のあり方や倫理上の規範を示した「コンプライアンスマニュアル」を作成し、オンワードグループコンプライ

アンス委員会が中心となり、社内研修の実施など継続的な啓蒙活動を行い、周知徹底をはかっています。ま

た、当社グループは、品質管理等に関するノウハウを活用した製品品質の維持および向上に努め、お客さまの

満足度をさらに高めていくとともに、ＳＣＭ（Supply Chain Management） においても、「オンワード認定工

場制度」を通じて、協力工場の労働環境の改善に取り組んでいます。
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個人情報保護についても、「個人情報保護ガイドライン」を作成し、全役員および全従業員を対象に研修を

実施し、継続的な啓蒙を行っています。

 
２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

　当社グループのサスティナビリティに関する考え方および取組は、次のとおりです。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものです。

 
(１) ガバナンス

当社グループは、ミッションステートメント「ヒトと地球（ホシ）に潤いと彩りを」のもと、事業活動を通じ

て持続可能な社会の実現と企業価値向上の両立を目指しています。

サステナビリティに関する重要事項については、代表取締役社長を委員長とするサステナビリティ委員会を設

置し、グループ横断的な推進体制を構築しています。同委員会は、各グループ会社社長およびサステナビリティ

責任者等で構成され、気候変動、人権、人的資本、コンプライアンス等に関するリスクおよび機会について審議

を行い、必要に応じて経営会議および取締役会へ報告しています。

また、中長期経営計画「ONWARD VISION 2030」において、事業戦略とサステナビリティを一体で推進する方針

を掲げています。ファッション領域、ウェルネス領域、コーポレートデザイン領域における成長戦略を推進する

とともに、ＯＭＯ・ＰＬＭ等のＤＸ戦略やサプライチェーン改革を通じて、持続的な企業価値向上に取り組んで

います。

 

(２) 戦略

当社グループは、事業活動を通じて社会価値と経済価値を創出するため、以下の５つの重要課題（マテリアリ

ティ）を特定しています。

 
１. 地球と共生し、未来につながる事業活動

２. パートナー企業と共に

３. 潤いと彩りに満ちた働き方

４. 多様な個性と共に

５. 誠実で公正な経営

 
「１.地球と共生し、未来につながる事業活動」

　当社グループは、気候変動への対応および循環型社会の実現を重要な経営課題と認識し、環境負荷低減と資

源循環の推進に取り組んでいます。具体的には、「Green Onward」の取組を通じ、衣料品回収・再利用・再資

源化を推進しています。2009年から実施している「オンワード・グリーン・キャンペーン」では、お客さまか

ら不要となった衣料品を回収し、リユース・リサイクル・リメイクを行うことで、衣料品循環システムの構築

を進めています。また、受注生産型ビジネスやＯＭＯ施策による在庫最適化、サステナブル素材の活用、省エ

ネルギー化、物流効率化等を推進しています。ＰＬＭやＲＦＩＤ等のデジタル技術を活用することで、サプラ

イチェーン全体の可視化・効率化を進め、生産リードタイム短縮や廃棄ロス削減につなげています。さらに、

温室効果ガス排出量削減目標を設定し、脱炭素社会の実現に向けた取組を推進しています。

 
「２.パートナー企業と共に」

　当社グループは、持続可能なサプライチェーン構築のため、取引先との長期的な信頼関係を重視しています。

サプライヤーに対しては、「サプライヤー行動基準」を共有し、人権尊重、労働安全衛生、法令遵守、品質管理

等について理解と協力を求めています。また、工場監査を実施し、適切な労働環境および生産体制の確認を行っ

ています。監査においては、単なる指摘型ではなく、対話を通じて継続的改善を支援する「育てる監査」を推進

しています。また、長年培ってきた協力工場や素材メーカーとのパートナーシップを活かし、高品質なモノづく

りを支える生産体制を維持・強化しています。自社工場や協力工場との直接的な対話を重視し、技術・ノウハウ

の共有や品質基準の浸透を図ることで、当社グループ独自の品質価値の向上に取り組んでいます。
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「３.潤いと彩りに満ちた働き方」

　当社グループは、社員一人ひとりが主体的かつ生き生きと働くことができる環境づくりを推進しています。

働き方改革プロジェクト「働き方デザイン」を通じて、業務効率化とワークライフバランスの両立を推進して

います。単なる残業削減ではなく、創出された時間を新たな価値創造やイノベーションにつなげることを目的

としています。具体的には、「カエル会議」を通じて、チーム単位で主体的に業務改善を議論し、トライアン

ドエラーを重ねながら働き方改革を推進しています。また、心理的安全性を重視した組織風土づくりにも取り

組んでいます。さらに、勤務時間インターバル制度やシフト選択制等を導入し、多様なライフスタイルに応じ

た柔軟な働き方を支援しています。

 
「４.多様な個性と共に」

　当社グループは、「社員の多様な個性を活かしたお客さま中心の経営」を重要な経営方針として掲げ、多様

な人財が活躍できる企業風土の醸成を推進しています。女性活躍推進、育児との両立支援、ダイバーシティ研

修、メンター制度等を通じ、多様な人財が長期的に活躍できる制度整備を進めています。男性育児休業取得推

進に向けたマネジメント研修やプレパパ・プレママ向けセミナー等も実施しています。また、高い専門性や経

験を有するシニア人財が継続的に活躍できるよう、「ストアマイスター制度」を導入しています。

 
「５.誠実で公正な経営」

　当社グループは、透明性・公平性の高い経営を実現するため、コーポレート・ガバナンスおよびコンプライ

アンス体制の強化に取り組んでいます。コーポレートガバナンス・ポリシーに基づき、経営監督機能の強化お

よび迅速な意思決定体制を整備するとともに、コンプライアンス委員会や内部通報制度等を通じて、法令遵守

およびリスク管理の徹底を図っています。また、腐敗防止、ハラスメント防止、情報セキュリティ等に関する

教育・研修を継続的に実施し、誠実かつ公正な企業活動の浸透を図っています。さらに、株主・投資家・取引

先・地域社会等、様々なステークホルダーとの対話を重視し、適時適切な情報開示およびIR活動の充実に努め

ています。

 
人財の育成及び社内環境整備に関する方針、戦略

当社グループは、「社員の多様な個性を活かしたお客さま中心の経営」への進化に向け、変革を担う人財を内

部育成・外部採用し、組織・人財プラットフォーム改革を進めることで、多様で個性的な人財が活躍できる企業

を目指しています。

 
■ 働き方デザイン

業務効率化とワーク・ライフバランスの実現により生産性を向上させることを目的に、社員が自発的に取り

組み、働き方を変化させていく働き方改革プロジェクト「働き方デザイン」を推進しています。残業削減や休

日取得、仕事の効率化だけを目的とするのではなく、それによって創出された時間を、新たな発想を形にする

機会やイノベーションの創出につなげていきたいという考えのもと、本取り組みを開始しました。

具体的には、普段一緒に仕事をしているチームで、「自分たちがより良い働き方をするために何をすべき

か」を考える「カエル会議」を開催しています。単に業務の進捗を共有するだけの会議ではなく、メンバー全

員が主体となってトライ＆エラーを繰り返しながら、働き方を変えることに留まらず、その先の「ありたい

姿」の実現を目指しています。また、会議を進めるうえでは心理的安全性を最優先事項とし、「どんな意見も

出す」「出た意見を否定しない」「リアクションをする」ことを意識することで、自由闊達な議論ができる風

土の醸成に取り組んでいます。

さらに、2022年度からは、前日の終業時刻と翌日の始業時刻との間を11時間確保する「勤務時間インターバ

ル制度」を導入しました。一定の休息時間を確保することで、従業員が十分な生活時間や睡眠時間を確保し、

ワーク・ライフバランスを保ちながら働き続けることができる環境整備を進めています。

 

■ ダイバーシティ

人財戦略に基づき、多様性を歓迎し、多様で個性的な人財が活躍できる企業を目指しています。今後、多様

化するお客さまの価値観・ニーズに応え、社会に貢献していくためには、当社グループが多様で個性的な人財

が活躍できる企業であることが重要であると考えています

 
〔女性活躍の推進〕
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ファッションビジネスに必要な新しい発想や新しい価値の提案は、個人の「違い」を尊重し、受け入れ、

一人ひとりが能力を最大限に発揮することから生まれると考えています。社員が働きがいを持ち、より高い

パフォーマンスを発揮できる職場環境づくりを行うため、人財部門にダイバーシティ推進セクションを設置

し、各部署において従来の業務内容を見直しながら、生産性向上につながる働き方改革を継続的に推進して

います。

 

〔仕事と育児の両立支援施策の推進〕

多様で個性的な人財が活躍できる企業を目指す施策の一環として、仕事と育児の両立支援を推進していま

す。男性社員についても、女性社員と同様に育児休業を取得しやすい環境整備を進めており、男性社員の育

児休業取得を促進するため、管理職を対象としたマネジメント研修を実施しています。また、これから父親

になる男性社員（プレパパ）および母親になる女性社員（プレママ）を対象として、男性が育児休業を取得

する必要性や、夫婦で育児を行うことの重要性を学ぶセミナーを開催しています。

さらに、2022年度より、13種類のシフトの中から勤務時間を選択できる「シフト選択制」を導入しまし

た。社員が仕事とプライベートのバランスを取りながら、充実感を持って働くことができる環境づくりを目

指し、11時間の勤務間インターバル制度と併せて運用しています。

 
(３) リスク管理

当社グループは、「オンワードグループリスク管理規程」に基づき、全社的なリスク管理体制を整備してい

ます。

サステナビリティに関連するリスクについては、気候変動、人権、サプライチェーン、人的資本、情報セキュ

リティ等を重要リスクとして認識し、サステナビリティ委員会において定期的に協議・モニタリングを実施して

います。

また、各部門およびグループ会社と連携しながら、リスクの未然防止および影響低減に向けた取組を推進して

います。

 

(４) 指標及び目標 

当社グループは、(２)戦略 において記載した「１.地球と共生し、未来につながる事業活動」「２.パート

ナー企業と共に」について、次のような指標を用いています。

当該指標に関する目標および実績は、次のとおりです。
 

項目 目標(2020年度対比)
2020年２月期

実績(ｔ)

2025年２月期

実績(ｔ)

Scope１ 燃料使用における排出量
2030年度までに温室効果ガスの

排出量を50％削減

2,187 1,360

Scope２ 電気使用における調整後排出量 11,547 5,567

Scope３
Scope１、２以外の事業活動に
係る排出量

2030年度までに温室効果ガスの

排出量を20％削減
230,687 199,321

 

※ 当連結会計年度の実績は、2026年12月に公表予定です。

 
詳細については、Ｗｅｂサイトをご覧ください。

https://www.onward-hd.co.jp/sustainability/environment/tcfd.html

 
また、当社グループでは、上記の(２)戦略 において記載した、「３.潤いと彩りに満ちた働き方」「４.多様

な個性と共に」について、次の指標を用いています。当該指標に関する実績は、次のとおりです。

なお、当社においては、関連する指標のデータ管理とともに、具体的な取り組みが行われているものの、連結

グループに属する全ての会社では行われていないため、連結グループにおける記載が困難です。このため、下記

項目の実績は、提出会社および主要な事業を営む一部の連結子会社のものを記載しています。また、目標として

「リーダーにおける女性比率：2030年度に50%」「男性育休取得率100%」を掲げています。
 

カテゴリー 指標 実績(2025年２月期)
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３.潤いと彩りに満ちた働き方
 
４.多様な個性と共に

女性社員比率（※２） 57.0％

女性管理職比率（※２） 28.3％

障がい者雇用比率（※３） 2.5％

育児休暇取得者比率(女性)（※２） 100.0％

育児休暇取得者比率(男性)（※２） 44.4％
 

※１ 当連結会計年度の実績は、2026年12月に公表予定です。

※２ 株式会社オンワードホールディングス、株式会社オンワード樫山、株式会社オンワードデジタルラボの数

値を記載しています。

※３ 株式会社オンワード樫山の数値を記載しています。

 
３【事業等のリスク】

当社グループの事業その他に影響を及ぼす可能性があると考えられるリスクには、以下のようなものがありま

す。当社グループはこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避および発生時の影響の最小化に努め

て、事業を行っています。

なお、記載内容のうち将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものです。

 

① 消費者ニーズの変化に伴うリスク

当社グループではファッション商品における消費者ニーズに的確に対応するために、独自性と競争力をもつ

商品開発に努めていますが、景気の変動による個人消費の低迷、他社との競合、ファッショントレンドの急激

な変化などによって、当初計画した収益を確保できないおそれがあるため、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。

当社グループでは、お客さまが必要とする商品情報を適時に収集し、即時に商品企画等に反映させ商品化す

ることで当該リスクを下げる対応を行っています。

 

② 気象状況によるリスク

当社グループの主力となるファッション商品は天候により売上が変動しやすいため、短サイクルによる企

画・生産体制を強化して対応していますが、冷夏暖冬など天候不順の長期化や度重なる台風の到来によって、

最盛期の売上機会を逸するおそれがあるため、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループでは、継続的な事業活動に影響を及ぼすおそれのあるさまざまな自然災害等の発生時に被害を

最小限に抑えるため、設備対応、調達先の分散、生産拠点におけるバックアップ体制の構築、適正在庫の確保

などの対応を行っています。

 

③ 品質に関するリスク

当社グループは適切な「品質管理基準」を設定し、これを遵守することによって品質管理に努めています

が、今後このような管理体制に関わらず、当社グループまたは取引先に起因する事由によって製造物責任に関

わる製品事故が発生し、企業・ブランドイメージの低下、多額の費用負担を招くおそれがあるため、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。当社グループでは製造物責任にかかる保険を付保することで

当該リスクを下げる対応を行っています。

 

④ 取引先に関するリスク

当社グループは取引先の経営状況ならびに信頼度を定期的に確認する内部体制を強化していますが、取引先

の信用不安による貸倒れや大型商業施設の予期せぬ経営破綻などにより、損失が発生するおそれがあるため、

当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループでは、新規取引先との取引開始時に必要に応じて与信・信用調査を行っており、当該リスクを

下げる対応を行っています。

 

⑤ 知的財産権に関するリスク

当社グループは国内外で商標権など知的財産権を所有しており、法令の定めに則って権利の保全に努めてい

ますが、第三者による当社グループの権利の侵害により、企業・ブランドイメージの低下、商品開発の阻害を

招くおそれがあるため、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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当社グループでは、保有する知的財産権を管理し、新たな知的財産権の取得について適切な契約の締結・管

理を行い、第三者の知的財産権を侵害するおそれがある場合には、事前に専門家を利用した調査・情報収集等

を行っています。

 

⑥ 法的規制に関するリスク

当社グループは独占禁止法、取適法、景品表示法、消費生活用製品安全法や環境・リサイクル関連法規など

に関する法令等に充分留意した事業活動を行い、オンワードグループコンプライアンス委員会を中心に法令遵

守の重要性や内部統制手続の啓蒙を徹底して、コンプライアンス経営に努めています。しかし、今後このよう

な管理体制に関わらず、従業員や取引先の不正および違法行為等に起因して問題が発生し、企業の社会的信頼

の低下や損害賠償など多額の費用負担を招くおそれがあるため、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。

 

⑦ 情報に関するリスク

当社グループは情報システムに関するセキュリティを徹底・強化し、また個人情報について「個人情報保護

法についてのガイドライン」を定め、全役員、全従業員および関係取引先への周知をはかるなど、管理体制を

強化していますが、今後、コンピュータへの不正アクセスによる情報流出や犯罪行為による情報漏えいなどに

よって問題が発生し、企業の社会的信頼の低下や多額の費用負担を招くおそれがあるため、当社グループの業

績に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑧ 海外事業に関するリスク

当社グループの海外事業では、現地における天災、政変や社会・経済情勢、テロや戦争、為替レートの変

動、知的財産権訴訟、伝染病といったリスクを内在しています。このような問題が顕在化したときは事業活動

の継続が困難になるおそれがあるため、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループでは、生産拠点を複数の国・地域に分散するほか、各地域の拠点と緊密なコミュニケーション

をとり、取引先や金融機関などから情報収集を行い、リスク発生時に迅速かつ適切な対応ができる体制を整え

ています。

 

⑨ 事業・資本提携に関するリスク

当社グループは成長戦略の一環としてＭ＆Ａ等により国内外に投資しています。予想範囲を超える事業環境

の変化の影響によって、経営および財務状況の悪化が生じたときは、のれんの減損損失を計上するおそれがあ

るため、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループでは、投資効率を高めるため、事前に投資効果やリスク等を十分に検討し、設備投資に対する

計画を策定した上で投資を実施し、当該リスクを下げる対応を行っています。

 

⑩ 災害によるリスク

当社グループは防災ハンドブックを作成し災害への対応方針を定めていますが、地震や水害など不測の自然

災害、突発的な火災や事故、疫病の発生等によって、営業活動の中断を余儀なくされるおそれがあるため、当

社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑪ 感染症の影響に関するリスク

感染症の影響により、国内外のサプライチェーンの混乱、外出自粛要請による消費の減退、店舗の臨時休業や営

業時間の短縮など、当社グループの業績や財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

当社グループでは、店舗や事業所における感染防止策の徹底や、テレワークによる在宅勤務を可能にする制

度の導入などにより、感染拡大予防の対策を強化しつつ、新しい生活様式への対応や働き方改革を推進してい

ます。

 
４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１) 経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」と

いう。）の状況の概要は次のとおりです。

 
① 財政状態および経営成績の状況　
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当連結会計年度（2025年３月１日～2026年２月28日）におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や各種政

策の効果などにより、緩やかな回復基調が続きました。一方、米国の通商政策の影響や物価上昇の継続による消

費者マインドの下振れなど、依然として先行き不透明な状況が続いています。

このような経営環境の中、当社グループは、戦略強化ブランドを中心に商品ラインナップやマーケティング等

を強化し、売上高の拡大につなげました。また、在庫管理の徹底や広告宣伝費等の販管費の効率化が奏功し、全

段階利益において増益となりました。

以上の結果、連結売上高は2,368億４百万円（前期比13.6％増)、連結営業利益は116億4百万円（前期比14.3％

増)、連結経常利益は111億76百万円（前期比10.8％増)、親会社株主に帰属する当期純利益は100億94百万円（前

期比18.5％増）となりました。

 
セグメント別の状況は、次のとおりです。

 

［国内事業］

当社グループの中核事業会社である株式会社オンワード樫山や当社グループ会社の株式会社オンワードパー

ソナルスタイルにおいて、冬物衣料の販売が好調に推移し、増収となりました。『アンフィーロ』、『カシヤ

マ』、『チャコット・コスメティクス』、『WEGO』等が好調だったことに加え、『23区』等の大型ブランドも

堅調に推移しました。

以上の結果、国内事業の業績は増収増益となりました。

 
［海外事業］

ヨーロッパ地域は、英国ロンドン発祥のコンテンポラリーデザイナーズブランドであるJOSEPH事業が、Ｅコ

マース売上の伸長により増収となりましたが、人的投資や販売促進にかかる費用が先行して増加したことか

ら、減益となりました。

アメリカ地域は、前連結会計年度末に米国グアムにおけるゴルフ事業会社の株式譲渡をおこなった影響によ

り減収となりましたが、トラディショナルブランドであるJ.PRESS事業のＥコマース売上を中心とした売上の伸

長等により、収益性は改善しました。

アジア地域は、オーダーメイドスーツの生産受注の増加に伴い大連工場の稼働率が向上し、売上高が拡大し

ました。

以上の結果、海外事業の業績は増収となりました。

 
② キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益、売上債権の増加、棚卸資産の増加、仕入債

務の減少等により82億49百万円の収入（前年同期は31億23百万円の収入）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却による収入、有形固定資産の取得による支出等に

より63億90百万円の収入（前年同期は53億90百万円の支出）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出および配当金の支払いが主なもので86億

44百万円の支出（前年同期は36億12百万円の収入）となりました。

これらの結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末に比べて62億９百万円増加

し、197億15百万円となりました。
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③ 生産、受注および販売の実績

a. 生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。

セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

国内事業 16,932 106.0

海外事業 4,089 116.6
 

(注) 金額は製造原価です。

 
b. 受注実績

当社グループは、ほとんどが受注生産ではなく見込生産を行っています。

また、受注生産についても、同一品目において受注生産と見込生産を行っており、区分して算出することが

困難なため、記載を省略しています。

 
c. 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。

セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

国内事業 217,876 114.8

海外事業 18,927 102.1

合計 236,804 113.6
 

(注) セグメント間取引については、相殺消去しています。

 

(２) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識および分析・検討内容は次のとおりです。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものです。

 
① 経営成績の分析

a. 売上高および売上総利益

売上高は、株式会社オンワードパーソナルスタイル、株式会社ウィゴーを中心に国内グループ会社が好調に

推移し、増収となりました。『アンフィーロ』、『カシヤマ』、『チャコット・コスメティクス』、『WEGO』

等の戦略強化ブランドが好調だったことに加え、『23区』等の基幹ブランドも堅調に推移しました。また、海

外事業は、ヨーロッパ地域のJOSEPH事業、アメリカ地域のJ.PRESS事業において、E コマース売上を中心に売

上が伸長し、アジア地域では、オーダーメイドスーツの生産受注の増加に伴い大連工場の稼働率が向上し、売

上高が拡大しました。

以上の結果、売上高は、前連結会計年度に比べ284億10百万円増加し、2,368億４百万円となりました。

売上総利益は、在庫管理の徹底等により、売上総利益率が改善し、前連結会計年度に比べ158億40百万円増

加し、1,294億15百万円となりました。

 
b. 営業利益および経常利益

販売費及び一般管理費は、人的資本投資強化による人件費の増加や、プロモーション施策やデジタル広告施

策等の積極投資による広告宣伝費の増加等により、前連結会計年度から143億89百万円増加の1,178億11百万円

となりました。

その結果、営業利益は前連結会計年度から14億50百万円増加の116億4百万円となり、経常利益は前連結会計

年度から10億92百万円増加の111億76百万円となりました。

 
c. 税金等調整前当期純利益および親会社株主に帰属する当期純利益

特別利益は、投資有価証券売却益および固定資産売却益等により52億54百万円となりました。特別損失は、
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固定資産に係る減損損失等により28億91百万円となりました。税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度に

比べ27億32百万円増加し、135億39百万円となり、親会社株主に帰属する当期純利益は、前連結会計年度に比

べ15億78百万円増加し、100億94百万円となりました。

 
② 財政状態の分析

a. 資産

資産の部は、前連結会計年度末に比べ100億４百万円増加し、1,892億23百万円となりました。これは主に、

現金及び預金が62億９百万円、退職給付に係る資産が56億11百万円増加し、土地が32億35百万円減少したこと

によるものです。

 
b. 負債

負債は、前連結会計年度末に比べ７億３百万円増加し、956億35百万円となりました。これは主に、支払手

形及び買掛金が11億34百万円、短期借入金が14億51百万円、１年内返済予定の長期借入金が23億15百万円、未

払法人税等が22億49百万円増加し、長期借入金が60億18百万円減少したことによるものです。

 
c. 純資産

純資産は、前連結会計年度末に比べ93億円増加し、935億88百万円となりました。これは主に、親会社株主

に帰属する当期純利益の計上による増加100億94百万円、退職給付に係る調整累計額の増加33億61百万円、剰

余金の配当による減少54億33百万円によるものです。

 

(３) 経営成績に重要な影響を与える要因について

「第２ 事業の状況　３ 事業等のリスク」に記載のとおりです。

 

(４) 資本の財源および資金の流動性についての分析

当社グループの運転資金需要のうち主なものは、商品の仕入、販売費及び一般管理費等の営業費用です。投資

を目的とした資金需要は、主に新規出店および既存店舗の改装等の設備投資や、システム投資によるものです。

これらの運転資金や投資資金は、基本的に自己資金により充当していますが、必要に応じて資金調達を行って

います。

また、当社グループの資金の状況については、「４ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況の分析（１)経営成績等の状況の概要　②キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりです。

 

(５) 重要な会計上の見積りおよび当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ています。重要な会計方針については、「第５ 経理の状況　１ 連結財務諸表等（１)連結財務諸表　注記事項　

重要な会計上の見積り」に記載しています。

 
(６) 経営者の問題意識と今後の方針について

① 会社の経営の基本方針

当社グループは、「人々の生活に潤いと彩りを与えるおしゃれの世界」を事業領域に定め、「ファッション」

を生活文化として提案することによって新しい価値やライフスタイルを創造し、人々の豊かな生活づくりへ貢献

することを経営理念としてきました。

2021年４月に策定した当社グループの中期経営ビジョン「ONWARD VISION 2030」の中で、今までの経営理念の

うえに、地球環境の潤いと彩りを大切にするサステナブル経営の理念を重ね合わせた、「ヒトと地球（ホシ）に

潤いと彩りを」という新しいミッションステートメントを定めました。

当社グループを取り巻く経営環境が構造的に大きく変化する中、「社員の多様な個性をいかしたお客さま中心

の経営」により地球と共生する「潤いと彩り」のある生活づくりに貢献する「生活文化創造企業」として前に進

み続けます。
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② 目標とする経営指標

資本コストや株価を意識した経営の実現に向けて、積極的な成長投資を含めた成長戦略の推進で、2027年２月

期において当期純利益100億円以上を目指します。資本効率については、財務レバレッジの活用などによる資本

効率重視の財務戦略を実行し、2027年２月期のＲＯＥは10％以上、ＲＯＩＣは７％以上と、それぞれ株主資本コ

スト、加重平均資本コスト（ＷＡＣＣ）を大きく上回る水準を目標としています。また、配当性向の目安を通期

で40％以上とし、株主還元の強化を実現していきます。

また、当社グループでは、新規事業の創出やＭ＆Ａ等を活用した事業基盤の強化・拡大による成長を加速して

いく中で、会計基準の差異にとらわれることなく企業比較を容易にすることを目的として、EBITDA（営業利益＋

減価償却費およびのれん償却費）を経営指標としています。

なお、当連結会計年度のEBITDAは171億95百万円（前年同期比11.3％増）となりました。

 

③ 中長期的な会社の経営戦略

当社グループは、「社員の多様な個性をいかしたお客さま中心の経営」への進化を目指し、「「ファッション

領域」における多様なブランド・商品・流通戦略の推進」「生活者の新たな価値観に沿った「ウェルネス領域」

の成長加速」「時代性のある「コーポレートデザイン領域」の創造」「ＯＭＯ/ＰＬＭ等の最先端のＤＸ戦略の

進化」「海外事業の成長基盤強化」「将来の不確実性に対する事業リスク管理の適切な実行」を事業戦略とし、

企業価値の一層の向上をはかっていきます。

 
５【重要な契約等】

該当事項はありません。

 
６【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

 

１【設備投資等の概要】

当社グループは、多様なニーズに対応するために、企画・生産・販売および物流体制の充実・強化を目的とし

て、設備投資を継続的に実施しています。

　当連結会計年度の設備投資の総額は5,980百万円で、セグメントごとの内訳は、次のとおりです。

国内事業については、販売体制強化および営業設備の強化をし、総額5,265百万円の設備投資を実施しました。

海外事業については、経営の効率化をはかるため、総額482百万円の設備投資を実施しました。

また、当連結会計年度に、減損損失2,621百万円を計上しました。減損損失の内容については「第５ 経理の状

況　１ 連結財務諸表等（１)連結財務諸表　注記事項　連結損益計算書関係　※５」に記載のとおりです。

 
２【主要な設備の状況】

(１) 提出会社
2026年２月28日現在

事業所名

(所在地)

セグメント

の名称
設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(名)建物及び

構築物

土地

(面積㎡)
その他 合計

本社・オンワードパークビルディング

 (東京都中央区)
全社 事務所 2,663

7,699
(1,765)

66 10,430 54

 

(注) オンワードパークビルディング は連結会社以外への賃貸分を含めています。

 
(２) 国内子会社

2026年２月28日現在

会社名
事業所名

(所在地)

セグメント

の名称
設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(名)建物及び

構築物

土地

(面積㎡)
その他 合計

㈱オンワード樫山
オンワードベイパーク
ビルディング
 (東京都港区)

国内事業 事務所 4,279
－

［4,720］
198 4,478 1,293

㈱オンワード樫山
近畿エリア

 (大阪市中央区)
国内事業 事務所 870

1,618
(546)

29 2,518 444

㈱オンワード樫山
九州・沖縄エリア

 (福岡市中央区)
国内事業 事務所 617

1,497
(457)

8 2,124 186

㈱オンワード樫山
東海・北陸エリア

 (名古屋市中村区)
国内事業 事務所 24

－
［851］

－ 24 237

㈱オンワード樫山
北海道エリア

 (札幌市中央区)
国内事業 事務所 8

－
［1,048］

7 16 82

㈱オンワード樫山
東北エリア

(仙台市青葉区)
国内事業 事務所 1,457

1,206
(1,817)

8 2,672 188

㈱オンワード樫山
中国・四国エリア

 (広島市中区)
国内事業 事務所 17

－
［560］

0 18 229

㈱オーアンドケー
レイクランドカントリー
クラブ
 (栃木県宇都宮市)

国内事業 ゴルフ場 151
294

(697,795)
368 814 66

㈱大和
本社

 (長野県安曇野市)
国内事業 事務所 401

404
(25,787)

108 913 537

 

(注)１ 現在休止中の主要な設備はありません。

２ 帳簿価額の「その他」は、「工具、器具及び備品」などの合計です。

３ 建物及び土地の一部を賃借しています。なお、土地面積については［　］で外書しています。
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３【設備の新設、除却等の計画】

(１) 重要な設備の新設等

重要な設備の新設等はありません。

 

(２) 重要な設備の除却等

重要な設備の除却等はありません。
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第４【提出会社の状況】

 

１【株式等の状況】

(１)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種　　類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000

計 400,000,000
 

 

②【発行済株式】

種　　類
 事業年度末現在

発行数(株)
  提出日現在

発行数(株)
 上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内　　容
( 2026年２月28日 ) ( 2026年５月27日 )

普通株式  141,921,669  141,921,669 
東京証券取引所
プライム市場

権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式です。
なお、単元株式数は、100株です。

計  141,921,669  141,921,669 － －
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(２)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

イ. 2010年新株予約権（2010年２月18日開催の取締役会の決議に基づく）

決議年月日 2010年２月18日

付与対象者の区分及び人数 当社子会社の取締役　８名及び執行役員　22名

新株予約権の数(個) ※ 26　（注)１

新株予約権の目的となる株式の種
類、
内容及び数(株) ※

普通株式　2,600　（注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円)
※

１株あたり　１　（注)３

新株予約権の行使期間　※ 2010年３月20日～2040年２月29日

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価格及び資本
組入額(円) ※

発行価格　　　475
資本組入額　　238

新株予約権の行使の条件　※

① 当社子会社の取締役、執行役員の地位を喪失した日の翌日から１年経過
した日(以下、「権利行使開始日」という。)から５年を経過する日まで
の間に限り、新株予約権を行使できるものとする。

 

② 前項にかかわらず、新株予約権者は、以下の(ア)または(イ)に定める場
合には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使することがで
きる。

 

(ア) 新株予約権者が、2039年２月28日に至るまでに権利行使開始日を迎
えなかった場合

2039年３月１日から2040年２月29日(ただし、当該日が営業日で
ない場合には、その前営業日)までとする。

 

(イ) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案が当社株主総会で承認さ
れた場合、または当社が完全子会社となる株式交換契約承認の議案
もしくは株式移転承認の議案につき当社株主総会で承認された場合

当該承認日の翌日から15日間(ただし、当該期間の最終日が営業
日でない場合にはその前営業日)とする。

 

③ 新株予約権の全部または一部を行使することはできるが、各新株予約権
１個当たりの一部行使はできないものとする。

 

④ その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権
(ストックオプション)割当契約書」に定めるところとする。

新株予約権の譲渡に関する事項　※ 当社取締役会の承認を要する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項　※

─
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ロ. 2011年新株予約権（2011年２月18日開催の取締役会の決議に基づく）

決議年月日 2011年２月18日

付与対象者の区分及び人数 当社執行役員　１名、当社子会社の取締役　12名及び執行役員　18名

新株予約権の数(個) ※ 77　（注)１

新株予約権の目的となる株式の種
類、
内容及び数(株) ※

普通株式　7,700　（注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円)
※

１株あたり　１　（注)３

新株予約権の行使期間　※ 2011年３月19日～2041年２月28日

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価格及び資本
組入額(円) ※

発行価格　　　444
資本組入額　　222

新株予約権の行使の条件　※

① 当社の執行役員、当社子会社の取締役および執行役員の地位を喪失した日
の翌日から１年経過した日(以下、「権利行使開始日」という。)から５年
を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使できるものとする。

 

② 前項にかかわらず、新株予約権者は、以下の(ア)または(イ)に定める場
合には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使することがで
きる。

 

(ア) 新株予約権者が、2040年２月29日に至るまでに権利行使開始日を迎
えなかった場合

2040年３月１日から2041年２月28日(ただし、当該日が営業日で
ない場合には、その前営業日)までとする。

 

(イ) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案が当社株主総会で承認さ
れた場合、または当社が完全子会社となる株式交換契約承認の議案
もしくは株式移転承認の議案につき当社株主総会で承認された場合

当該承認日の翌日から15日間(ただし、当該期間の最終日が営業
日でない場合にはその前営業日)とする。

 

③ 新株予約権の全部または一部を行使することはできるが、各新株予約権
１個当たりの一部行使はできないものとする。

 

④ その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権
(ストックオプション)割当契約書」に定めるところとする。

新株予約権の譲渡に関する事項　※ 当社取締役会の承認を要する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項　※

─
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ハ. 2012年新株予約権（2012年２月17日開催の取締役会の決議に基づく）

決議年月日 2012年２月17日

付与対象者の区分及び人数 当社執行役員　１名、当社子会社の取締役　９名及び執行役員　18名

新株予約権の数(個) ※ 131　（注)１

新株予約権の目的となる株式の種
類、
内容及び数(株) ※

普通株式　13,100　（注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円)
※

１株あたり　１　（注)３

新株予約権の行使期間　※ 2012年３月20日～2042年２月28日

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価格及び資本
組入額(円) ※

発行価格　　　444
資本組入額　　222

新株予約権の行使の条件　※

① 当社の執行役員、当社子会社の取締役および執行役員の地位を喪失した日
の翌日から１年経過した日(以下、「権利行使開始日」という。)から５年
を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使できるものとする。

 

② 前項にかかわらず、新株予約権者は、以下の(ア)または(イ)に定める場
合には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使することがで
きる。

 

(ア) 新株予約権者が、2041年２月28日に至るまでに権利行使開始日を迎
えなかった場合

2041年３月１日から2042年２月28日(ただし、当該日が営業日で
ない場合には、その前営業日)までとする。

 

(イ) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案が当社株主総会で承認さ
れた場合、または当社が完全子会社となる株式交換契約承認の議案
もしくは株式移転承認の議案につき当社株主総会で承認された場合

当該承認日の翌日から15日間(ただし、当該期間の最終日が営業
日でない場合にはその前営業日)とする。

 

③ 新株予約権の全部または一部を行使することはできるが、各新株予約権
１個当たりの一部行使はできないものとする。

 

④ その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権
(ストックオプション)割当契約書」に定めるところとする。

新株予約権の譲渡に関する事項　※ 当社取締役会の承認を要する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項　※

─
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ニ. 2013年新株予約権（2013年２月15日開催の取締役会の決議に基づく）

決議年月日 2013年２月15日

付与対象者の区分及び人数 当社執行役員　14名、当社子会社の取締役　６名及び執行役員　９名

新株予約権の数(個) ※ 100　（注)１

新株予約権の目的となる株式の種
類、
内容及び数(株) ※

普通株式　10,000　（注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円)
※

１株あたり　１　（注)３

新株予約権の行使期間　※ 2013年３月19日～2043年２月28日

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価格及び資本
組入額(円) ※

発行価格　　　572
資本組入額　　286

新株予約権の行使の条件　※

① 当社の執行役員、当社子会社の取締役および執行役員の地位を喪失した日
の翌日から１年経過した日(以下、「権利行使開始日」という。)から５年
を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使できるものとする。

 

② 前項にかかわらず、新株予約権者は、以下の(ア)または(イ)に定める場
合には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使することがで
きる。

 

(ア) 新株予約権者が、2042年２月28日に至るまでに権利行使開始日を迎
えなかった場合

2042年３月１日から2043年２月28日(ただし、当該日が営業日で
ない場合には、その前営業日)までとする。

 

(イ) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案が当社株主総会で承認さ
れた場合、または当社が完全子会社となる株式交換契約承認の議案
もしくは株式移転承認の議案につき当社株主総会で承認された場合

当該承認日の翌日から15日間(ただし、当該期間の最終日が営業
日でない場合にはその前営業日)とする。

 

③ 新株予約権の全部または一部を行使することはできるが、各新株予約権
１個当たりの一部行使はできないものとする。

 

④ その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権
(ストックオプション)割当契約書」に定めるところとする。

新株予約権の譲渡に関する事項　※ 当社取締役会の承認を要する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項　※

─
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ホ. 2014年新株予約権（2014年２月14日開催の取締役会の決議に基づく）

決議年月日 2014年２月14日

付与対象者の区分及び人数 当社執行役員　12名、当社子会社の取締役　５名及び執行役員　９名

新株予約権の数(個) ※ 119　（注)１

新株予約権の目的となる株式の種
類、
内容及び数(株) ※

普通株式　11,900　（注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円)
※

１株あたり　１　（注)３

新株予約権の行使期間　※ 2014年３月21日～2044年２月29日

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価格及び資本
組入額(円) ※

発行価格　　　466
資本組入額　　234

新株予約権の行使の条件　※

① 当社の執行役員、当社子会社の取締役および執行役員の地位を喪失した日
の翌日から１年経過した日(以下、「権利行使開始日」という。)から５年
を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使できるものとする。

 

② 前項にかかわらず、新株予約権者は、以下の(ア)または(イ)に定める場
合には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使することがで
きる。

 

(ア) 新株予約権者が、2043年２月28日に至るまでに権利行使開始日を迎
えなかった場合

2043年３月１日から2044年２月29日(ただし、当該日が営業日で
ない場合には、その前営業日)までとする。

 

(イ) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案が当社株主総会で承認さ
れた場合、または当社が完全子会社となる株式交換契約承認の議案
もしくは株式移転承認の議案につき当社株主総会で承認された場合

当該承認日の翌日から15日間(ただし、当該期間の最終日が営業
日でない場合にはその前営業日)とする。

 

③ 新株予約権の全部または一部を行使することはできるが、各新株予約権
１個当たりの一部行使はできないものとする。

 

④ その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権
(ストックオプション)割当契約書」に定めるところとする。

新株予約権の譲渡に関する事項　※ 当社取締役会の承認を要する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項　※

─
 

※ 当事業年度の末日(2026年２月28日)における内容を記載しています。なお、提出日の前月末現在(2026年４月30

日)において、これらの事項に変更はありません。
 

(注)１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株です。

２ 当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、付与株式数は分割または併合の比率に応じ比例的に調

整するものとし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てるものとします。

３ 各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式

１株当たりの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とします。

 
②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 
③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(３)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(４)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2021年５月27日 (注)１ － 157,921,669 － 30,079 △13,000 38,550

2025年10月16日 (注)２ △16,000,000 141,921,669 － 30,079 － 38,550
 

(注)１ 会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振り替えたものです。

(注)２ 自己株式の消却による減少です。

 
(５)【所有者別状況】

2026年２月28日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府
及び地方
公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) 1 16 32 421 166 159 81,996 82,791 －

所有株式数
(単元)

8 303,755 95,896 213,955 219,315 492 583,830 1,417,251 196,569

所有株式数
の割合(％)

0.00 21.43 6.77 15.10 15.47 0.03 41.19 100.00 －
 

(注) 自己株式5,906,571株は「個人その他」に59,065単元、「単元未満株式の状況」に71株含まれています。

 
(６)【大株主の状況】

2026年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
(信託口)

東京都港区赤坂１丁目８番１号
赤坂インターシティAIR

15,915 11.70

公益財団法人樫山奨学財団
東京都中央区日本橋３丁目10－５
株式会社オンワード樫山内

8,710 6.40

オンワードホールディングス取引先持株
会

東京都中央区日本橋３丁目10－５ 5,351 3.93

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６番６
号
日本生命証券管理部内

4,671 3.43

ＪＰモルガン証券株式会社
東京都千代田区丸の内２丁目７－３
東京ビルディング

4,407 3.24

株式会社日本カストディ銀行 (信託口) 東京都中央区晴海１丁目８－12 3,895 2.86

株式会社アニヴェルセルＨＯＬＤＩＮＧ
Ｓ

東京都港区北青山３丁目５－27 2,650 1.94

モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券株式会社

東京都千代田区大手町１丁目９番７
号
大手町フィナンシャルシティサウス
タワー

1,879 1.38

株式会社三越伊勢丹 東京都新宿区新宿３丁目14－１ 1,787 1.31

GOVERNMENT OF NORWAY
(常任代理人 シティバンク、エヌ・エイ
東京支店 カストディ業務部長 石川 潤)

BANKPLASSEN 2,0107 OSLO 1 OSLO
0107 NO
(東京都新宿区新宿６丁目27番30号)

1,749 1.28

計 － 51,017 37.50
 

(注) 発行済株式(自己株式を除く。)の総数に対する所有株式の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて記載しています。

EDINET提出書類

株式会社オンワードホールディングス(E02521)

有価証券報告書

 27/117



 

(７)【議決権の状況】

①【発行済株式】

2026年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

－ －
普通株式 5,906,500

完全議決権株式(その他) 普通株式 135,818,600 1,358,186 －

単元未満株式 普通株式 196,569 － 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数  141,921,669 － －

総株主の議決権  － 1,358,186 －
 

(注)「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式71株が含まれています。

 

②【自己株式等】

2026年２月28日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)

㈱オンワードホールディングス

東京都中央区日本橋
３丁目10番５号

5,906,500 － 5,906,500 4.16

計 － 5,906,500 － 5,906,500 4.16
 

 
２【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】

会社法第155条第７号による普通株式の取得

 
(１)【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 
(２)【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 
(３)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 746 476,742

当期間における取得自己株式 115 89,275
 

(注) 「当期間における取得自己株式」欄には、2026年５月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満

株式の買取による株式数は含めていません。
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(４)【取得自己株式の処理状況および保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額

(円)

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 16,000,000 15,759,360,000 － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に

係る移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他

(新株予約権の権利行使)

(譲渡制限付株式報酬による自己株式の処分)

 
20,000

254,340

 
19,699,400

250,517,270

 
－

－

 
－

－

保有自己株式数 5,906,571 － 5,906,686 －
 

(注)１ 当期間における「その他」欄には、2026年５月１日から有価証券報告書提出日までの新株予約権の権利行使

および単元未満株式の売渡しによる株式数は含めていません。

２ 当期間における「保有自己株式数」欄には、2026年５月１日から有価証券報告書提出日までの新株予約権の

権利行使、単元未満株式の買取および売渡しによる株式数は含めていません。

 
３【配当政策】

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の最重要施策の一つと位置づけ、配当性向の目安を通期で40％以上と

し、安定的で業績に連動した適正な利益配分を実施することを基本方針としています。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うこととし、当期の配当金については、期末配当は１

株当たり16円の配当とし、中間配当金14円とあわせて年間30円とさせていただく予定です。

内部留保資金については、強固な事業構造の構築のための戦略投資や財務体質の強化などに資金需要のバランス

を考慮しつつ柔軟に活用していきます。

なお、当社は取締役会の決議により、毎年８月末日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定款に定

めています。

また、当事業年度の剰余金の配当は以下のとおりです。

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たりの配当額(円)

2025年10月２日 取締役会 1,904 14.00

2026年５月28日
 定時株主総会決議

（予定）
2,176 16.00

 

 
４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(１)【コーポレート・ガバナンスの概要】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは、経営環境の変化に迅速に対応するとともに、経営の健全性、公平性、透明性、遵法性を向上

させるコーポレート・ガバナンスの確立が、企業価値を高める重要な経営課題の一つと認識しています。

当社は、「人々の生活に潤いと彩りを与えるおしゃれの世界」を事業領域に定め、「ファッション」を生活文

化として提案することによって新しい価値やライフスタイルを創造し、人々の豊かな生活づくりへ貢献すること

を経営の基本方針としています。この経営の基本方針を実現、達成するためには、当社が企業活動を行う上で関

わる顧客をはじめとするすべてのステークホルダーとの良好なネットワークおよび関係を構築・維持することが

大切であると考えます。
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② 企業統治の体制の概要、企業統治の体制を採用する理由および内部統制システムの整備状況等

イ. 企業統治の体制の概要

(a) 取締役・取締役会

当社は取締役の経営責任をより一層明確にし株主からの信任の機会を増やすため、更には経営環境の変化

に即応できる最適な経営体制を機動的に確立するため、取締役の任期を１年としています。また、提出日

（2026年５月27日）現在、取締役６名のうち、２名を独立性の高い社外取締役とし、取締役会の経営監督機

能を強化しています。

なお、取締役会の構成員の氏名については、後述の「(２)役員の状況　①役員一覧」をご参照ください。

また、取締役会議長は代表取締役社長　保元道宣が担当しています。

 
(b) 監査役・監査役会

当社は監査役制度を採用しており、提出日（2026年５月27日）現在、監査役４名のうち、２名を独立性の

高い社外監査役とし、また、監査役の職務を補助する監査役スタッフを設置し、経営の監視機能を強化して

います。各監査役は、監査役会で定めた監査方針ならびに分担に従って取締役会、決算会議、経営推進会議

などの重要会議への出席、その他重要決議書類を閲覧するなど、取締役の職務遂行の監査を行っています。

また、内部監査室、各業務部門より定期的にモニタリングを行い、効率的で適法な企業体制が構築されるよ

う監視しています。

監査役会は、代表取締役、会計監査人と定期的に会合を持ち、情報・意見交換を行うことにより監査が実

効的に行われることを確保する体制を構築しています。また、監査方針ならびに分担に従って各監査役より

報告を受け、必要に応じて協議または決議を行っています。

なお、監査役会の構成員の氏名については、後述の「(２)役員の状況　①役員一覧」をご参照下さい。

 

(c) 指名報酬委員会

当社は、取締役の指名・報酬等に係る評価・決定プロセスの透明性および客観性を担保することにより、

取締役会の監督機能の強化、コーポレート・ガバナンス体制の更なる充実をはかるため、2021年２月26日付

で取締役会の諮問機関として「指名報酬委員会」を設置しました。

同委員会は、指名委員会と報酬委員会の双方の機能を担っています。

 

(d) オンワードグループコンプライアンス委員会

取締役会は、コンプライアンス体制の統轄組織として、オンワードグループコンプライアンス委員会を設

置しています。

同委員会は、経営企画室と連動し適切な教育・啓蒙活動を実施し、「コンプライアンスマニュアル」の浸

透をはかり、適正に機能するコンプライアンス体制の充実、およびそのチェックを行っています。

 

(e) 業務執行の仕組み

当社グループは、当社取締役会が戦略的な意思決定および事業会社の監督を行うホールディングス体制を

とっており、監督機能と執行機能の分離を行うことにより、各事業会社の責任と権限を明確にし、戦略的意

思決定の迅速化をはかっています。

緊急を要する場合は臨時の取締役会を適宜開催し、経営環境の急速な変化に対応できる体制をとっています。

その他に経営の意思決定機能と業務執行機能を明確にするために執行役員制度を導入しています。さら

に、グループ全体として機動的な意思決定を行うために取締役および各部門執行責任者を中心に構成する経

営会議を設置し、各事業会社の経営戦略ならびに経営に関する重要案件を検討するとともに業務執行状況を

確認しています。

なお、複数の弁護士と顧問契約を締結し、法律上の助言を受けています。

 
※当社は、2026年５月28日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役６名選任の件」及び

「監査役１名選任の件」を提案しており、当該議案が承認可決されますと、当社の取締役は６名（内、社外取

締役２名）、監査役は４名（内、社外監査役２名）となる予定です。
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ロ. 会社の機関および内部統制の関係

当社のコーポレート・ガバナンス体制ならびに内部統制システム、リスク管理体制の模式図は以下のとおり

です。

 

 
ハ. 企業統治の体制を採用する理由

当社では、独立性の高い社外取締役や社外監査役の選任により経営の透明性の向上および監視機能の強化を

はかり、執行役員制度の導入により意思決定の迅速化を行っており、上記の体制によりコーポレート・ガバナ

ンスが有効に機能していると考えています。

 
ニ. 内部統制システムの整備の状況

当社は、会社法および会社法施行規則に基づき、「取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを

確保するための体制その他株式会社の業務ならびに当該株式会社およびその子会社から成る企業集団の業務の

適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制の整備」に関して以下のとおり定め、その方針

に基づく内部統制システムおよび効率的で適法な企業体制を構築しています。

 

(a) 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

・ 取締役会は、取締役および使用人に法令および社内規定の遵守を徹底するため、「オンワードグループ

コンプライアンス規定」を基本方針とする。

・ 取締役会は、コンプライアンス体制の統轄組織として、オンワードグループコンプライアンス委員会を

設置し、その責任者として代表取締役を委員長に任命する。また、コンプライアンス所管部門を経営企

画室とし、「オンワードグループコンプライアンス規定」に基づく「コンプライアンスマニュアル」に

よりオンワードグループのコンプライアンス体制の構築および整備を推進する。

・ オンワードグループコンプライアンス委員会は、コンプライアンス体制の浸透をはかる。
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(b) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

・ 取締役会は、「規定管理規定」「文書管理規定」により適切な情報の保存および管理を行う。

・ 取締役は、その職務の執行に係る文書および重要な情報を、各担当職務に従い、適切に保存し管理する。

・ 情報管理の所管部門を経営企画室とする。

 

(c) 損失の危険の管理に関する規定その他の体制

・ 取締役会は、リスク管理体制の構築のために「オンワードグループリスク管理規定」に従った管理体制

を整備し運用する。

・ リスク管理体制の所管部門を経営企画室とする。

・ 経営企画室は、リスク管理体制の整備、問題点の把握、リスク管理体制に係る計画を策定し、取締役会

に報告し、天災リスク、情報システムリスク、その他事業の継続に著しく大きな影響を及ぼすリスク等

に対して適切な体制を整備する。

・ 取締役会は、必要に応じて外部専門家等との連携をはかり、適切なリスク対応を行う。

 

(d) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・ 取締役会は、「役員就業規定」および「職務権限規定」により、取締役、執行役員および使用人の職務

執行の効率化に努める。

・ 取締役会は、職務執行を効率的に行うため、執行役員を任命するとともに、「オンワードグループりん

議処理規定」により、適切な監督を行う。

・ 取締役会の監督機能の強化、コーポレート・ガバナンス体制の更なる充実をはかるため、取締役会の諮

問機関として、過半数が独立社外取締役で構成される「指名報酬委員会」を設置し、取締役の指名・報

酬等に係る評価・決定プロセスの透明性および客観性を担保する。

 

(e) 使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

・ オンワードグループコンプライアンス委員会は、事業会社コンプライアンス責任者を任命する。

・ オンワードグループコンプライアンス委員会は、経営企画室と連動し適切な教育・啓蒙活動を実施し、

「コンプライアンスマニュアル」の浸透をはかり、適正に機能するコンプライアンス体制の充実、およ

びそのチェックを行う。

・ 「オンワードグループ内部通報規定」に基づき、情報伝達および通報窓口（オンワードグループ「ホイッ

スルライン」）を社内および社外に設置し、運営する。

・ 内部監査室は、各部門における業務が、法令、定款、規定、マニュアルおよび社内通達等に従い適正か

つ効率的に執行されるよう業務遂行体制の構築計画策定を行い、取締役会に報告する。

 

(f) 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制　

取締役会は、当社およびオンワードグループ各社における業務の適正を確保するため、各社の経営につい

ては自主性を尊重しつつ、事業内容の定期的な報告を受け、重要案件についてはりん議および協議を行う。
 

ⅰ) 子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

・ 経営上重要な決定をする場合は、「オンワードグループりん議処理規定」に基づき当社へ報告を行う。

・ 業績についてグループ会議等で定期的に当社へ報告を行う。

・ 業務上重要な事項が発生した場合は、その都度当社へ報告を行う。
 

ⅱ) 子会社の損失の危険の管理に関する規定その他の体制

・ 取締役会は、リスク管理体制の構築のために「オンワードグループリスク管理規定」に従った管理

体制を整備し運用する。

・ 子会社のリスク管理体制の所管部門を当社の経営企画室とする。

・ 当社の経営企画室は、子会社のリスク管理体制の整備、問題点の把握、リスク管理体制に係る計画

を策定し、取締役会に報告し、天災リスク、情報システムリスク、その他事業の継続に著しく大き

な影響を及ぼすリスク等に対して適切な体制を整備する。

・ 取締役会は、必要に応じて外部専門家等との連携をはかり、適切なリスク対応を行う。
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ⅲ) 子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制　

・ 取締役会は、子会社に係る「役員就業規定」および「職務権限規定」により、子会社の取締役、執

行役員および使用人の職務執行の効率化に努める。

・ 子会社の取締役会は、子会社の取締役の職務執行を効率的に行うため、執行役員を任命するととも

に、「オンワードグループりん議処理規定」により、適切な監督を行う。
 

ⅳ) 子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

・ オンワードグループコンプライアンス委員会は、子会社のコンプライアンス責任者を任命する。

・ オンワードグループコンプライアンス委員会は、当社の経営企画室と連動し子会社について適切な

教育・啓蒙活動を実施し、「コンプライアンスマニュアル」の浸透をはかり、適正に機能するコン

プライアンス体制の充実、およびそのチェックを行う。

・ 「オンワードグループ内部通報規定」に基づき、情報伝達および通報窓口（オンワードグループ

「ホイッスルライン」）を当社内および社外に設置し、運営する。

・ 当社の内部監査室は、子会社の各部門における業務が、法令、定款、規定、マニュアルおよび社内

通達等に従い適正かつ効率的に執行されるよう業務遂行体制の構築計画策定を行い、取締役会に報

告する。

 

(g) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

・ 監査役が必要とするときには、補助すべき使用人を監査役会の事務局として設置する。

 

(h) 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

・ 監査役を補助すべき使用人の任命、異動および人事権にかかる事項の決定には、監査役の事前の同意を

得るものとする。

・ 監査役を補助すべき使用人の人事考課は、監査役が行う。

 

(i) 監査役のその職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

・ 補助使用人は、監査役の指揮命令に従わなければならない。

・ 取締役および使用人は、補助使用人の業務が円滑に行われるよう、監査環境の整備に協力する。

・ 補助使用人は、必要に応じて外部専門家等の監査業務に関する助言を受けることができる。

 

(j) 監査役への報告に関する体制
 

ⅰ) 当社の取締役および使用人が監査役に報告をするための体制

・ 代表取締役および担当取締役は、取締役会等の重要な会議において、業務の執行状況および経営に

大きな影響を及ぼす重要課題の報告を行う。

・ 取締役、執行役員および使用人は、監査役が報告を求めた場合は、迅速かつ適切に監査役に報告を行う。
 

ⅱ) 子会社の取締役、監査役、および使用人またはこれらの者から報告を受けた者が監査役に報告をする

ための体制

・ 子会社の取締役、監査役、および使用人またはこれらの者から報告を受けた者は、業務の執行状況

および経営に大きな影響を及ぼす重要課題について、迅速かつ適切に報告を行う。

 

(k) 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

・ 当社および子会社は、報告をした者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うこと

を禁止し、その旨を当社グループの役職員に周知徹底する。

 
(l) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費

用または債務の処理に係る方針に関する事項

・ 監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払または支出した費用等の償還、負担した債務の弁済

を請求したときは、その費用等が監査役の職務の執行について生じたものでないことを証明できる場合

を除き、これに応じる。
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(m) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・ 監査役会は、代表取締役と定期的に会合を持ち、情報や意見の交換を行う。

・ 監査役会は、監査の実施にあたり、必要に応じて外部専門家等を活用する。

 

(n) 反社会的勢力排除に向けた体制

・ 反社会的勢力とは取引関係を含めて一切の関係をもたない。また、反社会的勢力からの不当要求に対し

ては、組織全体として毅然とした対応をとる。

 

(o) 財務報告の信頼性を確保するための体制

・ 内部監査室は、取締役会の指示により、財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保するため、金

融商品取引法およびその他の法令に準拠し、財務報告に係る内部統制の体制構築および整備を推進する。

 
ホ. リスク管理体制の整備の状況

当社は、リスク管理体制の構築のために「オンワードグループリスク管理規定」を定め、所管部門を経営企

画室として、リスク管理体制の整備、問題点の把握、リスク管理体制に係る計画を策定し、取締役会に報告

し、天災リスク、情報システムリスク、その他事業の継続に著しく大きな影響を及ぼすリスク等に対して適切

な体制を整備しています。また取締役会は、必要に応じて外部専門家等との連携をはかり、適切なリスク対応

を行っています。

 

③ 責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役として有用な人材を迎えることができるよう、また社外監査役が期待される役割を十分発

揮することができるよう現行定款において、社外取締役および社外監査役との間で、当社への損害賠償責任を一

定の範囲内に限定する契約を締結できる旨を定めています。

当該責任限定契約の内容は次のとおりです。
 

・ 社外取締役および社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第427

条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の最低責任限度額を限度として、その責任を負う。

・ 上記の責任限定が認められているのは、当該社外取締役および社外監査役が責任の原因となった職務の遂行

について善意かつ重大な過失がないときに限るものとする。

 

④ 役員等賠償責任保険契約の概要

・ 当社は役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を締結しており、これにより取締役等が業務に起因して損害

賠償責任を負った場合における損害等を補填することとしています。

・ Ｄ＆Ｏ保険の保険料は、全額を当社が負担しています。

・ 各候補者が取締役に選任され就任した場合には、いずれの取締役もＤ＆Ｏ保険の被保険者になる予定です。

・ Ｄ＆Ｏ保険の契約期間は１年間であり、当該期間満了前に取締役会において決議のうえ、これを更新する予

定です。

 

⑤ 取締役の定数および取締役選任の決議要件

当社の取締役は７名以内とする旨を定款で定めています。

また、取締役の選任は、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、および累積投票によらない旨を定款に定めています。

 

⑥ 自己の株式の取得

当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策が遂行できるよう、会社法第165条第２項の規定によ

り、取締役会の決議で市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めています。

 

⑦ 中間配当

当社は、株主の皆様への利益還元の機会を充実させるため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会決

議によって剰余金の配当（中間配当）をすることができる旨を定款で定めております。
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⑧ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使できる株主の議決権

の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めています。これ

は、株主総会における特別決議の定足数の確保を容易にし、会社意思の決定の迅速化と適切な対応ができること

を目的としています。

 

⑨ 取締役会および指名報酬委員会の活動状況

(１) 取締役会の活動状況

当事業年度に開催した取締役会における取締役の出席状況は次のとおりです。
 

役職 氏名
取締役会

開催回数 出席回数

代表取締役社長 保元　道宣 11回 11回

取締役副社長 知識　賢治 ３回 ３回

常務取締役 池田　大介 11回 11回

常務取締役 樋口　剛宏 ８回 ８回

取締役 吉田　昌平 11回 11回

取締役 川本　明 11回 11回

取締役 小室　淑恵 11回 11回
 

(注)１ 知識賢治氏は、2025年５月22日に開催された第78期定時株主総会の終結の時をもって退任したため、

出席状況は退任前の開催回数における出席状況を記載しています。

２ 樋口剛宏氏は、2025年５月22日に開催された第78期定時株主総会において就任したため、出席状況は

就任後の開催回数における出席状況を記載しています。

 
2026年２月期は、法令・定款に定められた事項の審議、四半期、中間及び年度決算、事業運営状況、業績

予想、将来事業計画等について、適時適切に執行部門からの報告や情報共有に基づいて審議がなされまし

た。また、2021年４月に公表した当社グループの中長期経営戦略「ONWARD VISION 2030」について、当社グ

ループを取り巻く経営環境等を鑑みた、機会やリスクに関する討議を行いました。各議案・報告事項に対

し、社外役員等からの積極的な質疑や課題提起が行われ、多様な視点から議論が行われました。

 
(２) 指名報酬委員会の活動状況

当事業年度に開催した指名報酬委員会への出席状況は次のとおりです。
 

役職 氏名
指名報酬委員会

開催回数 出席回数

代表取締役社長 保元　道宣 ２回 ２回

取締役 川本　明 ２回 ２回

取締役 小室　淑恵 ２回 ２回
 

 
指名報酬委員会は、取締役の指名および報酬等に関する手続きの公正性・客観性を強化し、コーポレート・

ガバナンスの強化をはかることを目的に、任意の取締役会の諮問機関として設置しています。2026年２月期

は、取締役の選任および取締役の報酬等に関する審議を行うとともに、将来の取締役体制に関する意見交換な

どを行いました。さらに、役員賞与等に関する決定方針としてＫＰＩや業績連動に関する審議を行い、取締役

会への提案を行っています。

 
⑩ 買収防衛に関する事項

当社は、2020年４月10日開催の取締役会決議、および2020年５月28日開催の第73回定時株主総会を受け、買収

防衛策を廃止しました。
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(２)【役員の状況】

① 役員一覧

イ．2026年５月27日（有価証券報告書提出日）現在の当社の役員の状況

男性8名　女性2名 (役員のうち女性の比率20％)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

代表取締役社長 保元　道宣 1965年９月13日生

2006年５月 当社入社

2007年３月 当社執行役員

2007年９月 ㈱オンワード樫山執行役員

2011年３月 当社常務執行役員

㈱オンワード樫山常務執行役員

2014年５月 当社取締役

 ㈱オンワード樫山取締役常務執行役員

2014年９月 ㈱オンワード樫山取締役専務執行役員

2015年３月 当社代表取締役社長(現任)

㈱オンワード樫山取締役

2019年11月 ㈱オンワードデジタルラボ代表取締役社長

2021年９月 ㈱オンワード樫山取締役

2022年３月 ㈱オンワード樫山代表取締役社長執行役員(現任)

(注)３ 341

 

常務取締役

人財・総務担当
池田　大介 1968年３月22日生

1991年４月 当社入社

2018年３月 当社執行役員経営企画・法務担当

2020年３月 当社執行役員経営企画・秘書・広報・人財・

総務担当

2020年５月 当社取締役経営企画・人財・総務担当

2021年３月 当社取締役経営企画・人財・総務・サステナ

ブル経営担当

2021年９月 ㈱オンワード樫山取締役

2022年３月 当社取締役経営企画・人財・総務担当

 ㈱オンワード樫山取締役常務執行役員(現任)

2023年３月 当社常務取締役人財・総務担当(現任)

(注)３ 55

常務取締役マーケティ

ング・プロダクト担当

 

 

樋口　剛宏 1965年10月27日生

1990年４月 当社入社

2013年３月 ㈱オンワード樫山執行役員

2016年９月 当社執行役員マーケティング・宣伝担当

2019年３月 ㈱オンワード樫山常務執行役員

2020年３月 当社常務執行役員宣伝・マーケティング担当

2021年３月 当社常務執行役員企画・生産担当、宣伝・

マーケティング担当

㈱オンワード樫山取締役常務執行役員(現任)

2024年３月 当社常務執行役員マーケティング・テクノロジー・

プロダクト担当

2025年５月 当社常務取締役マーケティング・プロダクト担当

(現任)

(注)３ 62

取締役財務・経理・Ｉ

Ｒ担当、戦略企画室長

 

吉田　昌平 1977年３月29日生

2001年４月 ㈱アクティー二十一入社

2015年３月 ㈱オンワードグローバルファッション管理部長

2017年３月 当社経理・ＩＲ部長

2020年３月 当社経理シェアードサービスDiv.長

2024年３月 当社執行役員財務・経理・ＩＲ室長

㈱オンワード樫山執行役員

2024年５月 当社取締役財務・経理・ＩＲ担当

㈱オンワード樫山取締役執行役員(現任)

2024年10月 当社取締役財務・経理・ＩＲ担当、戦略企画

室長(現任)

(注)３ 12
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式

数(千株)

取締役 川本　明 1958年８月19日生

1981年４月 通商産業省(現：経済産業省)入省

1995年８月 経済協力開発機構(パリ)

2001年１月 資源エネルギー庁電力・ガス事業部電力市場

整備課長

2009年７月 経済産業省経済産業政策局大臣官房審議官

2012年10月 アスパラントグループ㈱シニアパートナー

2013年４月 慶應義塾大学経済学部教授(現任)

2014年３月 フューチャー㈱社外取締役(監査等委員)(現任)

2018年５月 当社取締役(非常勤)(現任)

2023年１月 アスパラントグループ㈱ファウンディングパートナー

2023年７月 アスパラントグループ㈱副会長ファウンディング

パートナー(現任)

(注)３ －

取締役

小室　淑恵

(戸籍上の氏名

 　石川　淑恵)

1975年４月16日生

1999年４月 ㈱資生堂入社

2006年７月 ㈱ワーク・ライフバランス代表取締役社長(現任)

2008年４月 内閣府仕事と生活の調和連携推進・評価部会委員

2009年10月 金沢工業大学大学院客員教授(現任)

2013年４月 内閣府子ども・子育て会議委員

2014年９月 産業競争力会議民間議員

2015年２月 文部科学省中央教育審議会委員

2017年６月 ㈱かんぽ生命保険社外取締役

2019年５月 当社取締役(非常勤)(現任)

2020年４月 レッドフォックス㈱社外取締役

2020年９月 環境省働き方改革加速化有識者会議委員

2020年11月 ClipLine㈱社外取締役(現任)

2020年12月 パシフィックコンサルタンツ㈱社外取締役

2022年６月 ㈱LITALICO社外取締役(現任)

2023年１月 日本女子大学評議員(現任)

2023年５月 厚生労働省勤務間インターバル検討委員会委員

（現任）

2025年４月 こども家庭庁こども家庭審議会委員(現任)

(注)３ －

常勤監査役 清家　彦三郎 1960年７月19日生

1983年４月 当社入社

2015年３月 当社執行役員

㈱オンワード樫山執行役員

2021年３月 ㈱オンワード樫山常務執行役員

2022年３月 当社顧問

2022年５月 当社監査役(現任)

㈱オンワード樫山監査役(現任)

(注)４ 16

常勤監査役 小野木　伸良 1964年５月10日生

1992年４月 ㈱オンワードマリン入社

2018年３月 ㈱オンワードリゾート＆ゴルフ管理部長

2019年９月 当社内部監査室長

2022年５月 当社監査役(現任)

㈱オンワード樫山監査役(現任)

(注)４ －

監査役 梅津 立 1965年４月７日生

1991年４月 弁護士登録(第二東京弁護士会)

アンダーソン・毛利法律事務所入所

2000年１月 アンダーソン・毛利法律事務所

(現：アンダーソン・毛利・友常法律事務所

外国法共同事業)パートナー

2017年９月 ＬＧＢＴＱとアライのための法律家ネットワーク

(ＬＬＡＮ)理事(現任)

2020年５月 当社監査役(非常勤)(現任)

2023年４月 アンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法

共同事業マネジング・パートナー(現任)

(注)４ －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式

数(千株)

監査役 草野　満代 1967年２月４日生

1989年４月 日本放送協会入局

1997年７月 有限会社草野事務所代表取締役(現任)

2019年４月 国土交通省社会資本整備審議会委員

2019年６月 公益財団法人日本スポーツ協会副会長

2020年４月 一般社団法人人文知応援フォーラム理事 (現任)

2020年５月 当社監査役(非常勤)(現任)

2023年６月 公益財団法人日本スポーツ協会監事

公益財団法人日本テニス協会理事(現任)

2024年６月 公益財団法人日本ＡＥＤ財団評議員(現任)

岐阜信用金庫員外監事(現任)

(注)４ －

計 488
 

 

(注)１ 取締役　川本明、小室淑恵の両氏は、社外取締役です。

２ 監査役　梅津立、草野満代の両氏は、社外監査役です。

３ 2025年２月期に係る定時株主総会終結の時から2026年２月期に係る定時株主総会終結の時までです。

４ 2024年２月期に係る定時株主総会終結の時から2028年２月期に係る定時株主総会終結の時までです。

 
ロ．2026年５月28日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として「取締役６名選任の件」、「監査役１名選任

の件」を上程しており当該議案が承認可決されますと、当社の役員の状況及びその任期は、以下の通りになる予

定です。

男性8名　女性2名 (役員のうち女性の比率20％)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

代表取締役社長 保元　道宣 1965年９月13日生

2006年５月 当社入社

2007年３月 当社執行役員

2007年９月 ㈱オンワード樫山執行役員

2011年３月 当社常務執行役員

㈱オンワード樫山常務執行役員

2014年５月 当社取締役

 ㈱オンワード樫山取締役常務執行役員

2014年９月 ㈱オンワード樫山取締役専務執行役員

2015年３月 当社代表取締役社長(現任)

㈱オンワード樫山取締役

2019年11月 ㈱オンワードデジタルラボ代表取締役社長

2021年９月 ㈱オンワード樫山取締役

2022年３月 ㈱オンワード樫山代表取締役社長執行役員(現任)

(注)３ 341

常務取締役

人財・総務担当
池田　大介 1968年３月22日生

1991年４月 当社入社

2018年３月 当社執行役員経営企画・法務担当

2020年３月 当社執行役員経営企画・秘書・広報・人財・

総務担当

2020年５月 当社取締役経営企画・人財・総務担当

2021年３月 当社取締役経営企画・人財・総務・サステナ

ブル経営担当

2021年９月 ㈱オンワード樫山取締役

2022年３月 当社取締役経営企画・人財・総務担当

 ㈱オンワード樫山取締役常務執行役員(現任)

2023年３月 当社常務取締役人財・総務担当(現任)

(注)３ 55
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

常務取締役マーケティ

ング・プロダクト担当

 
樋口　剛宏 1965年10月27日生

1990年４月 当社入社

2013年３月 ㈱オンワード樫山執行役員

2016年９月 当社執行役員マーケティング・宣伝担当

2019年３月 ㈱オンワード樫山常務執行役員

2020年３月 当社常務執行役員宣伝・マーケティング担当

2021年３月 当社常務執行役員企画・生産担当、宣伝・

マーケティング担当

㈱オンワード樫山取締役常務執行役員(現任)

2024年３月 当社常務執行役員マーケティング・テクノロ

ジー・プロダクト担当

2025年５月 当社常務取締役マーケティング・プロダクト

担当(現任)

(注)３ 62

取締役財務・経理・Ｉ

Ｒ担当、戦略企画室長

 

吉田　昌平 1977年３月29日生

2001年４月 ㈱アクティー二十一入社

2015年３月 ㈱オンワードグローバルファッション管理部長

2017年３月 当社経理・ＩＲ部長

2020年３月 当社経理シェアードサービスDiv.長

2024年３月 当社執行役員財務・経理・ＩＲ室長

㈱オンワード樫山執行役員

2024年５月 当社取締役財務・経理・ＩＲ担当

㈱オンワード樫山取締役執行役員(現任)

2024年10月 当社取締役財務・経理・ＩＲ担当、戦略企画

室長(現任)

(注)３ 12

取締役 川本　明 1958年８月19日生

1981年４月 通商産業省(現：経済産業省)入省

1995年８月 経済協力開発機構(パリ)

2001年１月 資源エネルギー庁電力・ガス事業部電力市場

整備課長

2009年７月 経済産業省経済産業政策局大臣官房審議官

2012年10月 アスパラントグループ㈱シニアパートナー

2013年４月 慶應義塾大学経済学部教授(現任)

2014年３月 フューチャー㈱社外取締役(監査等委員)(現任)

2018年５月 当社取締役(非常勤)(現任)

2023年１月 アスパラントグループ㈱ファウンディングパートナー

2023年７月 アスパラントグループ㈱副会長ファウンディング

パートナー(現任)

(注)３ －

取締役

小室　淑恵

(戸籍上の氏名

 　石川　淑恵)

1975年４月16日生

1999年４月 ㈱資生堂入社

2006年７月 ㈱ワーク・ライフバランス代表取締役社長(現任)

2008年４月 内閣府仕事と生活の調和連携推進・評価部会委員

2009年10月 金沢工業大学大学院客員教授(現任)

2013年４月 内閣府子ども・子育て会議委員

2014年９月 産業競争力会議民間議員

2015年２月 文部科学省中央教育審議会委員

2017年６月 ㈱かんぽ生命保険社外取締役

2019年５月 当社取締役(非常勤)(現任)

2020年４月 レッドフォックス㈱社外取締役

2020年９月 環境省働き方改革加速化有識者会議委員

2020年11月 ClipLine㈱社外取締役(現任)

2020年12月 パシフィックコンサルタンツ㈱社外取締役

2022年６月 ㈱LITALICO社外取締役(現任)

2023年１月 日本女子大学評議員(現任)

2023年５月 厚生労働省勤務間インターバル検討委員会委員

（現任）

2025年４月 こども家庭庁こども家庭審議会委員(現任)

(注)３ －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

常勤監査役 小野木　伸良 1964年５月10日生

1992年４月 ㈱オンワードマリン入社

2018年３月 ㈱オンワードリゾート＆ゴルフ管理部長

2019年９月 当社内部監査室長

2022年５月 当社監査役(現任)

㈱オンワード樫山監査役(現任)

(注)４ －

常勤監査役 西森　浩文 1967年５月30日生

1991年４月 当社入社

2015年３月 ㈱オンワード樫山Eビジネス事業本部長

2020年６月 当社オムニチャネル担当、社長室長

2022年３月 ㈱オンワードデジタルラボ代表取締役社長

2023年３月 当社執行役員秘書・広報室長、サステナブル経

営推進室長

㈱オンワード樫山執行役員サステナブル経営グ

ループ長

2026年５月 当社監査役(現任)

㈱オンワード樫山監査役(現任)

(注)４ 6

監査役 梅津 立 1965年４月７日生

1991年４月 弁護士登録(第二東京弁護士会)

アンダーソン・毛利法律事務所入所

2000年１月 アンダーソン・毛利法律事務所

(現：アンダーソン・毛利・友常法律事務所

外国法共同事業)パートナー

2017年９月 ＬＧＢＴＱとアライのための法律家ネットワーク

(ＬＬＡＮ)理事(現任)

2020年５月 当社監査役 (非常勤)(現任)

2023年４月 アンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法

共同事業マネジング・パートナー(現任)

(注)４ －

監査役 草野　満代 1967年２月４日生

1989年４月 日本放送協会入局

1997年７月 有限会社草野事務所代表取締役(現任)

2019年４月 国土交通省社会資本整備審議会委員

2019年６月 公益財団法人日本スポーツ協会副会長

2020年４月 一般社団法人人文知応援フォーラム理事 (現任)

2020年５月 当社監査役(非常勤)(現任)

2023年６月 公益財団法人日本スポーツ協会監事

公益財団法人日本テニス協会理事(現任)

2024年６月 公益財団法人日本ＡＥＤ財団評議員(現任)

岐阜信用金庫員外監事(現任)

(注)４ －

計 478
 

 

(注)１ 取締役　川本明、小室淑恵の両氏は、社外取締役です。

２ 監査役　梅津立、草野満代の両氏は、社外監査役です。

３ 2026年２月期に係る定時株主総会終結の時から2027年２月期に係る定時株主総会終結の時までです。

４ 2024年２月期に係る定時株主総会終結の時から2028年２月期に係る定時株主総会終結の時までです。

 
② 社外取締役および社外監査役

当社の社外取締役は２名、社外監査役は２名です。当社と社外取締役および社外監査役との間には人的関係、

資本的関係、取引関係、その他利害関係はありません。当社のステークホルダーとの利益相反が生じるおそれの

ない、独立性の高い社外役員です。

当社は社外取締役および社外監査役を選任するための独立性に関する基本方針として、「社外役員の独立性基

準」を制定・公表しています。

 
「社外役員の独立性基準」について

当社は、社外役員（社外取締役および社外監査役）候補者が以下のいずれかに該当する場合、独立社外役員と

しての独立性を有しないものとみなします。
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１．当社の業務執行者（※１）が役員に就任している会社

当社の業務執行者が役員に就任している会社の業務執行者
 

２．主要な取引先関係

当社を主要な取引先とする者（※２）もしくはその業務執行者または当社の主要な取引先（※３）もし

くはその業務執行者
 

３．当社の監査法人

当社に係る会社法に基づく監査または金融商品取引法等に基づく監査を行う監査法人に所属する者
 

４．社外専門家関係

当社から役員報酬以外に多額（※４）の金銭その他の財産を得ている専門家（弁護士、会計士、税理

士、弁理士、司法書士、コンサルタント等をいい、当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場

合は当該団体に所属する者をいう）
 

５．寄付先関係

当社から多額（※５）の寄付を得ている者（当該寄付を得ている者が法人、組合等の団体である場合は

当該団体の業務執行者をいう）
 

６．大株主関係

当社の議決権の10％以上を実質的に有する者または当該者の業務執行者
 

７．過去該当者関係

過去５年間に上記１から５に該当していたことがある者
 

８．近親者関係

上記１から７のいずれか（重要でない者を除く）に該当する者の近親者

 
＜注記＞

(※１) 「業務執行者」とは、業務執行取締役、執行役員、支配人、従業員（顧問を含む）をいう。

(※２) 「当社を主要な取引先とする者」とは、直近事業年度においてその年間売上高の２％を超える支払いを

当社から受けていた者をいう。

(※３) 「当社の主要な取引先」とは、直近事業年度において、当社の年間売上高の２％を超える支払いを当社に

行っていた者、または当社に対する融資残高が当社の総資産額の２％を超える額を占めていた者をいう。

(※４) ここでいう「多額」とは、直近事業年度において得た財産の金額につき、当該財産を得ている者が個人

の場合は年間1,000万円、また、その者が法人、組合等の団体の場合は、当該団体の連結売上高または総

収入の２％を超える金額をいう。

(※５) ここでいう「多額」とは、直近事業年度において得た寄付の金額につき、年間1,000万円またはその総収

入金額の２％のいずれか高い方を超える金額をいう。

 

社外取締役にはコーポレート・ガバナンスの充実に資するべく、質疑や意見表明により取締役会の議論を活性

化させること、およびそれぞれの専門的な観点からの意見表明を通じて、取締役会としての適切な意思決定を促

すことを期待しており、また社外監査役には様々な分野での経験を当社の経営の監視機能強化に活かしていただ

くことを期待しています。

社外取締役の川本明氏については、長年にわたる行政での豊富な経験と学識経験者としての幅広い知識と見識

を当社の経営にいかしていただきたいため、選任しています。

社外取締役の小室淑恵氏については、経営者としての専門的見地と、政府関係の各種会議における有識者委員

等を歴任している経験と見識を当社の経営にいかしていただきたいため、選任しています。

社外監査役の梅津立氏については、弁護士としての豊富な経験と高い見識・専門性と資本市場取引における豊

富な知識を当社の監査にいかしていただきたいため、選任しています。

社外監査役の草野満代氏については、長年メディア業界で活躍している他、政府関係の各種会議における有識

者委員としての幅広い知識と見識を当社の監査にいかしていただきたいため、選任しています。

なお、社外取締役２名および社外監査役２名は、いずれも、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の要件

を満たしており、取引所に届出しています。
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(３)【監査の状況】

① 監査役監査の状況

有価証券報告書提出日現在、監査役会は、２名の常勤監査役(社内監査役)と、２名の非常勤監査役(社外監査

役)によって構成されています。そのうち、常勤監査役 小野木伸良は当社グループ会社での総務経理部門責任者

の経験を有しており、非常勤監査役　梅津立は弁護士として特に資本市場取引とファイナンス取引に精通してお

り、財務および会計に関する相当程度の知見を有しています。

「(１)コーポレート・ガバナンスの概要 ②企業統治の体制の概要、企業統治体制を採用する理由および内部

統制システムの整備状況等 イ.企業統治の体制の概要 (b)監査役・監査役会」をご参照ください。

なお当社は、2026年５月28日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「監査役１名選任の件」を

提案しており、当該議案が承認可決されますと、監査役会は引き続き４名の監査役（うち２名は社外監査役）で

構成されることになります。

 
当事業年度において、当社は監査役会を合計15回開催しており、各監査役の監査役会への出席状況は以下の

とおりです。
 

区　分 氏　名 監査役会出席状況

常勤監査役 清　家　彦三郎 全15回中15回 (100％)

常勤監査役 小野木　伸　良 全15回中15回 (100％)

非常勤監査役 梅　津　　　立 全15回中15回 (100％)

非常勤監査役 草　野　満　代 全15回中15回 (100％)
 

 

監査役会は、当事業年度の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況や結果についての報告に

基づき協議・検討するほか、会計監査人の監査の方法および結果の相当性等についての協議・検討を行いました。

また、代表取締役との定期的な意見交換や、会計監査人および内部監査部門との定期・非定期での意見交換等

を通して連携をはかることにより、監査の実効性を高めることに注力しました。

なお、主な検討事項として ①内部統制システム全般、②人財マネジメント状況、③サステナビリティ全般、

④事業リスクの共有等を重点項目に設定し検討を行っています。

常勤監査役の活動としては、監査の方針、職務の分担に従い、主要な事業所における業務および財産の状況の

調査、重要な会議への出席、重要な決裁書類の閲覧、重点店舗や製造工場の状況確認等を行うとともに、代表取

締役をはじめとする経営陣や子会社の取締役・監査役、内部監査部門、会計監査人等との意思疎通および情報の

交換をはかること等により、監査環境の整備に努めました。常勤監査役は、これらの監査状況を必要に応じて非

常勤監査役と共有しています。

非常勤監査役は、取締役会、監査役会、代表取締役との意見交換等において、それぞれの専門的知見や経歴か

ら客観的立場に立った質問や意見表明を行っています。

 
監査役の主な活動内容

活動内容 年間
回数

常勤
非常
勤 項目 内容

① 監査役会の開催
取締役会の議事運営、決議内容等についての監査、
常勤監査役からの子会社往査等説明と連絡事項

15回 ● ●

② 取締役会への出席 決議事項、報告に対する意見表明 11回 ● ●

③ 主要会議への出席
決算会議(各四半期)、グループ経営推進会議(上期/
下期)

６回 ●  

④ 取締役との個別意見交換
中期ビジョン、成長戦略、事業リスク等の説明に対する
意見交換(代表取締役２回、常務取締役、取締役各１回)

５回 ● ●

⑤ 会計監査人との定例会
監査計画説明、期中レビュー・監査経過説明(各四半
期)、監査結果説明(会社法、金融商品取引法）に対す
る意見交換

８回 ● ●
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活動内容 年間
回数

常勤
非常
勤 項目 内容

⑥ 内部監査との定例会
内部統制報告、子会社会議等報告に対する意見交換
(月例定例会)

12回 ●  

⑦ 重要資料の閲覧と検証 稟議書、重要な契約書、公表資料等の閲覧と検証 随時 ● ●

⑧ 国内主要子会社往査
事業の現況、組織・人財マネジメント、内部統制・
リスク等のヒアリング(主要10社/事業所訪問)

21回 ●  

⑨ 海外主要子会社往査
事業の現況、組織・人財マネジメント、内部統制・
リスク等のヒアリング(５拠点/事務所訪問及びオン
ライン)

８回 ●  

⑩ 棚卸立ち合い 棚卸実査(主要５拠点) ９回 ●  

⑪ 製造部門の状況確認
現況報告、内的リスク管理等説明、および視察に対する
意見交換(国内外製造工場、品質管理部門訪問)

４回 ●  

⑫ 販売部門の状況確認 全国重要店舗、新規店舗視察 随時 ●  
 

 
② 内部監査の状況

内部監査は、当社の内部監査室が、監査役、会計監査人と連携をとり当社および関係会社における業務および

財務計算に関する書類その他の情報が法令、定款、規定、マニュアルおよび社内通達等に従い、かつ効率的に業

務執行されているかの監査を行います。また、金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制の整備と運用状

況を把握、評価し、代表取締役および監査役会に報告しています。

 
③ 監査役と内部監査部門の連携状況

監査役会は、内部監査室より当期内部監査計画の概要および内部監査項目について事前に確認を行っていま

す。また、必要に応じて内部監査室による当社および関係会社の往査や監査講評に立ち会う他、常勤監査役と内

部監査室において月１回、内部監査計画の進捗や監査結果などの情報を共有する定例会を実施し、内部統制シス

テムに係る監査役監査に活用しています。

なお、内部監査室長は監査役会に出席し、相互連携することにより、監査役会の機能向上および内部監査の実

効性確保に寄与する体制を構築しています。

 
④ 監査役と会計監査人の連携状況

監査役会は、会計監査人より期中レビュー結果および監査結果(会社法、金融商品取引法）の報告、その他に

会計監査の基本方針、監査計画、監査チーム体制、重点監査項目、監査上の主要な検討事項（ＫＡＭ）、会計基

準、監査契約、独立性等についての確認・意見交換を行っています。監査役会の監査計画ならびに活動内容につ

いても共有し、適切な連携をはかっています。

 
⑤ 会計監査の状況

 

イ. 監査法人の名称

EY新日本有限責任監査法人

 

ロ. 継続監査期間

20年間

 

ハ. 業務を執行した公認会計士

指定有限責任社員　業務執行社員　 大屋 誠三郎

指定有限責任社員　業務執行社員　 井上 拓

 

ニ. 監査業務に係る補助者の構成

公認会計士 ９名、その他 24名

 

ホ. 監査法人の選定方針、理由および評価
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監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の実務指

針」を参考に、品質管理体制の適切性、監査チームの独立性・専門性、会計監査報酬の妥当性等の評価項目

を設定し、取締役、社内関係部署および会計監査人から必要な資料を入手するほか必要に応じて報告を受

け、会計監査人を評価し、再任の適否を検討しています。

会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に

基づき、会計監査人を解任します。また、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定します。

以上により検討した結果、監査役会は会計監査人の職務執行に問題はないと評価し、再任を決議しました。

 
⑥ 監査報酬の内容等
 

イ. 監査公認会計士等に対する報酬の内容

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 128 － 126 18

連結子会社 41 － 41 －

計 169 － 167 18
 

 

(前連結会計年度)

当社および連結子会社における非監査業務はありません。
 

(当連結会計年度)

当社における非監査業務は公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）である経理業務に

関するアドバイザリー業務等になります。

 
ロ. 監査公認会計士等と同一のネットワーク（Ernst&Young）に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 － － － －

連結子会社 38 4 34 1

計 38 4 34 1
 

 

(前連結会計年度)

連結子会社における非監査業務の内容は、法人税・消費税の税務申告書作成業務、税務アドバイザリー業

務等になります。
 

(当連結会計年度)

連結子会社における非監査業務の内容は、法人税・消費税の税務申告書作成業務、税務アドバイザリー業

務等になります。

 
ハ. その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

 

(前連結会計年度)

該当事項はありません。
 

(当連結会計年度)

該当事項はありません。
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ニ. 監査報酬の決定方針

監査日数や当社の規模、業務内容等を勘案し、監査法人の見積りに基づき、監査役会の同意を得て監査報

酬を決定しています。

 

ホ. 監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、当事業年度の監査計画の

内容や過年度の監査計画と実績の状況等を確認した結果、報酬額は妥当と判断し、会社法第399条第１項の同

意を行っています。

 
(４)【役員の報酬等】

① 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

イ. 役員の報酬等の決定に関する方針

当社の役員報酬は、固定報酬である基本報酬、譲渡制限付株式報酬、業績連動報酬である賞与で構成して

います。

なお、社外取締役および監査役の報酬は、独立性維持の観点から基本報酬のみとしています。

また、当社は取締役会の任意の諮問機関として委員の過半数を独立社外取締役で構成する指名報酬委員会

を2021年２月26日に設置しました。2021年３月以降の各取締役への配分については、指名報酬委員会におい

て取締役の指名・報酬等に関する事項についての審議、取締役会への答申を行った上で、取締役会にて決定

します。

 
＜基本報酬＞

取締役および監査役を対象として、常勤・非常勤、担当役割、職位、在任年数、個人別評価等を勘案して

あらかじめ定められた基準に従い決定しています。取締役については取締役会にて、監査役については監査

役の協議にて決定します。

 
＜譲渡制限付株式報酬＞

取締役（社外取締役を除く）を対象として、株価上昇および業績向上への意欲や士気を高めることを目的

として、従来の自社株取得目的報酬に替えて、2025年６月より支給しています。

 
＜賞与＞

取締役（社外取締役を除く）を対象として、当該事業年度の連結業績等に基づき支給しています。

 
当社の取締役の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の決定権限は取締役会が有しており、株

主総会で決議された報酬総額の範囲内において、担当職務、各期の業績、貢献度等を総合的に勘案して決定

しています。なお、社外取締役を除く取締役の個人別の報酬等については、内容を決定するにあたり、事前

に指名報酬委員会において、役員の報酬等の決定に関する方針との整合性を含めた多角的な審議検討を行っ

ています。取締役会は基本的にその答申を尊重しており、当該個人別の報酬等の内容は決定方針に沿うもの

であると判断しています。

監査役の報酬等は、株主総会で決議された報酬総額の範囲内において、常勤・非常勤の別、業務分担の状

況を考慮して、監査役の協議により決定しています。

 
ロ. 役員の報酬等に関する株主総会の決議

当社の取締役の報酬は、2007年５月24日開催の第60回定時株主総会の決議により定められた「年額５億円

以内（うち社外取締役３千万円以内)」の範囲内において、取締役会の決議により決定しています。決議時に

おける取締役の員数は７名です。

なお、2021年５月27日開催の第74回定時株主総会において、社外取締役の報酬額のみを、「年額３千万円

以内」から「年額５千万円以内」へ改定が決議されています。決議時における取締役の員数は７名です。

当社の監査役の基本報酬は、1995年５月25日開催の第48回定時株主総会の決議により定められた「年額

６千万円以内」の範囲内において、監査役の協議により決定しています。決議時における監査役の員数は

４名です。
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ハ. 業績連動報酬に係る指標および当該業績連動報酬の額の決定方法

業績連動報酬と位置付けている賞与は、単年度の業績を反映するという観点や、業績向上への意欲を高め

ること、管理目標達成への意識づけ強化、成果に対する考課の明確化等を目的としています。

賞与の額は全体的な業績に基づいた金額を基礎とし、年初に設定した各取締役の担当領域における管理会

計上の売上高、損益等の目標指標に対する達成度を総合的に勘案した業績考課に基づいて決定しています。

なお、業績考課については、取締役、監査役、執行役員等の出席する経営会議により決定しています。

 
② 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円)
対象となる

役員の員数

(名)

固定報酬 業績連動報酬

基本報酬
自社株取得

目的報酬

譲渡制限付

株式報酬
賞与

取締役
(社外取締役を除く)

285 130 12 53 88 5

監査役
(社外監査役を除く)

36 36 － － － 2

社外役員 40 40 － － － 4
 

(注)１ 当連結会計年度末現在の取締役は４名、監査役は２名、社外役員は４名です。

　　２ 取締役の人数には、2025年５月22日開催の第78回定時株主総会の終結をもって退任した取締役１名を含んで

います。

　　３ 自社株取得目的報酬については、2025年５月22日開催の第78回定時株主総会の決議により廃止しておりま

す。

 
③ 提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

氏名
連結報酬等の総額
(百万円)

役員区分 会社区分

連結報酬等の種類別の額(百万円)

固定報酬 業績連動報酬
左記のうち、
非金銭報酬等

保元 道宣 130 取締役 提出会社 92 37 36
 

(注) 連結報酬等の総額が１億円以上である者に限定して記載しています。

 
(５)【株式の保有状況】

① 投資株式の区分の基準および考え方

当社は、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外の目的である投資株式の区分について、株式

の価値の変動または株式に係る配当によって利益を受けることを目的とする投資を純投資目的である投資株式と

し、それ以外を純投資目的以外の目的である投資株式（政策保有株式）としています。

 
② 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ. 保有方針および保有の合理性を検証する方法ならびに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証

の内容
 

当社は、安定的・長期的な取引関係の構築や取引強化等の観点から、政策保有株式として、取引先の株式を

保有していますが、保有の意義が必ずしも十分でないと判断される銘柄については縮減を進めていくことを基

本方針としています。保有の合理性については、取引状況、配当利回り等を適宜、取締役会等に報告し検証し

ています。
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ｂ. 銘柄数および貸借対照表計上額

 
銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計上額の
合計額(百万円)

非上場株式 5 130

非上場株式以外の株式 5 10,353
 

 

(当事業年度において株式数が増加した銘柄)

 
銘柄数
(銘柄)

株式数の増加に係る取得
価額の合計額(百万円)

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 2 7 配当金再投資による増加
 

 
(当事業年度において株式数が減少した銘柄)

 
銘柄数
(銘柄)

株式数の減少に係る売却
価額の合計額(百万円)

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 1 1,932
 

 
ｃ. 特定投資株式およびみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

 

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度
保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果および
株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数(株) 株式数(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

株式会社ヤクルト本社

1,472,797 1,472,500

保有目的：当社グループの法人ビジネス
における主要な取引先であり、売上高お
よび利益において重要度が高く、同社と
の安定的な関係の維持・強化を図るため
に継続して保有しています。
取引金額や投資収益等から評価を行い、
将来的な取組を含めた総合的な判断によ
り保有効果を評価しています。
株式数増加理由：取引先持株会での配当
再投資によるものです。

有

3,850 4,455

株式会社松屋

1,341,000 1,341,000

保有目的：当社グループの国内事業にお
ける主要な取引先であり、同社との安定
的な営業関係取引の維持・強化及び相互
の取組による将来的な企業価値向上のた
めに保有しています。取引金額や投資収
益等から評価を行い、将来的な取組を含
めた総合的な判断により保有効果を評価
しています。

有

3,442 1,444

東レ株式会社

1,254,000 1,254,000
保有目的：当社グループの国内事業にお
ける仕入先であり、同社との安定的な関
係の維持・強化を図るため保有していま
す。取引金額や投資収益等から評価を行
い、将来的な取組を含めた総合的な判断
により保有効果を評価しています。

有

1,680 1,248

アツギ株式会社

612,300 612,300

保有目的：当社グループの国内事業にお
ける仕入先、ライセンスビジネスの取引
先であり、同社との安定的な関係の維
持・強化を図るため保有しています。取
引金額や投資収益等から評価を行い、将
来的な取組を含めた総合的な判断により
保有効果を評価しています。

無

674 673
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銘柄

当事業年度 前事業年度
保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果および
株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数(株) 株式数(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

株式会社髙島屋

356,702 352,148

保有目的：当社グループの国内事業にお
ける主要な取引先であり、安定的な営業
関係取引の維持・強化及び相互の取組に
よる将来的な企業価値向上のために保有
しています。取引金額や投資収益等から
評価を行い、将来的な取組を含めた総合
的な判断により保有効果を評価していま
す。
株式数増加理由：取引先持株会での配当
再投資によるものです。

有

705 433

三井不動産株式会社
－ 1,200,000 当事業年度において、保有株式の見直し

を行った結果、全株式を売却しました。
有

－ 1,560
 

 

(注)１．「－」は、当該銘柄を保有していないことを示しています。

２．当社は、特定投資株式における定量的な保有効果の記載が困難であるため記載していません。

また、保有の合理性について取引状況、配当利回り等を適宜、取締役会等に報告し検証しています。

 
③ 保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

 
④ 当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

該当事項はありません。

 
⑤ 当事業年度の前４事業年度及び当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更

したもの

該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

 

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(１) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28号。以

下、「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。

 
(２) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1963年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。

なお、当社は特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しています。

 
２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2025年３月１日から2026年２月28日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2025年３月１日から2026年２月28日まで）の財務諸表については、EY新日本

有限責任監査法人の監査を受けています。　

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っています。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入し、セミナーへ参加しています。
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１【連結財務諸表等】

(１)【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2025年２月28日)

当連結会計年度
(2026年２月28日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 13,505 19,715

  受取手形、売掛金及び契約資産 ※1  15,957 ※1  18,756

  商品及び製品 41,373 44,825

  仕掛品 666 580

  原材料及び貯蔵品 3,823 4,305

  その他 4,913 4,601

  貸倒引当金 △139 △258

  流動資産合計 80,101 92,525

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 42,113 41,891

    減価償却累計額 △22,667 △23,207

    建物及び構築物（純額） 19,445 18,683

   土地 22,145 18,910

   リース資産 10,374 10,469

    減価償却累計額 △7,609 △8,044

    リース資産（純額） 2,764 2,425

   その他 12,478 13,230

    減価償却累計額 △9,141 △9,830

    その他（純額） 3,337 3,399

   有形固定資産合計 47,693 43,418

  無形固定資産   

   のれん 5,835 4,818

   その他 7,010 6,763

   無形固定資産合計 12,846 11,581

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※2  13,789 ※2  13,446

   長期貸付金 2,564 2,562

   長期前払費用 518 360

   退職給付に係る資産 9,496 15,107

   繰延税金資産 3,582 2,717

   その他 8,725 7,596

   貸倒引当金 △98 △92

   投資その他の資産合計 38,577 41,698

  固定資産合計 99,117 96,698

 資産合計 179,218 189,223
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2025年２月28日)

当連結会計年度
(2026年２月28日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 10,250 11,385

  電子記録債務 9,527 7,170

  短期借入金 ※4  22,518 ※4  23,970

  1年内返済予定の長期借入金 ※4  4,796 ※4  7,112

  リース債務 831 655

  未払法人税等 1,129 3,379

  賞与引当金 1,049 1,091

  役員賞与引当金 145 145

  その他 ※5  12,479 ※5  13,750

  流動負債合計 62,728 68,661

 固定負債   

  長期借入金 ※4  21,268 ※4  15,250

  リース債務 2,661 2,185

  再評価に係る繰延税金負債 167 172

  退職給付に係る負債 2,679 2,546

  役員退職慰労引当金 28 22

  資産除去債務 3,090 3,358

  その他 2,307 3,437

  固定負債合計 32,202 26,974

 負債合計 94,931 95,635

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 30,079 30,079

  資本剰余金 50,335 37,390

  利益剰余金 24,515 26,224

  自己株式 △20,723 △4,694

  株主資本合計 84,206 89,000

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,689 2,551

  繰延ヘッジ損益 △2 17

  土地再評価差額金 ※3  △5,825 ※3  △5,806

  為替換算調整勘定 1,399 1,690

  退職給付に係る調整累計額 2,751 6,112

  その他の包括利益累計額合計 12 4,565

 新株予約権 68 21

 純資産合計 84,287 93,588

負債純資産合計 179,218 189,223
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2024年３月１日
　至 2025年２月28日)

当連結会計年度
(自 2025年３月１日
　至 2026年２月28日)

売上高 ※1  208,393 ※1  236,804

売上原価 ※2  94,818 ※2  107,388

売上総利益 113,575 129,415

販売費及び一般管理費   

 広告宣伝費 7,361 8,826

 報酬及び給料手当等 31,466 35,269

 賞与引当金繰入額 864 1,122

 役員賞与引当金繰入額 145 119

 退職給付費用 340 369

 役員退職慰労引当金繰入額 0 △0

 賃借料 28,361 32,173

 減価償却費 3,541 3,721

 のれん償却額 942 1,076

 その他 30,398 35,132

 販売費及び一般管理費合計 103,422 117,811

営業利益 10,153 11,604

営業外収益   

 受取利息 43 43

 受取配当金 281 225

 持分法による投資利益 180 34

 その他 298 293

 営業外収益合計 805 597

営業外費用   

 支払利息 414 528

 売場什器等除却損 31 72

 為替差損 109 25

 その他 318 398

 営業外費用合計 874 1,024

経常利益 10,084 11,176

特別利益   

 投資有価証券売却益 2,131 1,719

 固定資産売却益 ※3  1,012 ※3  3,517

 関係会社株式売却益 1,122 -

 リース解約益 617 -

 その他 - 17

 特別利益合計 4,885 5,254

特別損失   

 減損損失 ※5  906 ※5  2,621

 関係会社整理損 ※4  1,454 -

 段階取得に係る差損 1,088 -

 その他 713 269

 特別損失合計 4,162 2,891

税金等調整前当期純利益 10,807 13,539

法人税、住民税及び事業税 1,018 3,419

法人税等調整額 1,210 25

法人税等合計 2,228 3,445

当期純利益 8,578 10,094

非支配株主に帰属する当期純利益 61 -

親会社株主に帰属する当期純利益 8,516 10,094
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2024年３月１日
　至 2025年２月28日)

当連結会計年度
(自 2025年３月１日
　至 2026年２月28日)

当期純利益 8,578 10,094

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △746 846

 繰延ヘッジ損益 △7 19

 土地再評価差額金 12 2

 為替換算調整勘定 942 290

 退職給付に係る調整額 854 3,361

 持分法適用会社に対する持分相当額 9 16

 その他の包括利益合計 ※  1,065 ※  4,536

包括利益 9,643 14,631

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 9,581 14,631

 非支配株主に係る包括利益 61 -
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度 (自 2024年３月１日　至 2025年２月28日)

 (単位：百万円)

 

株主資本 その他の包括利益累計額

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ損益

当期首残高 30,079 50,342 21,165 △20,737 80,849 2,431 4

当期変動額        

剰余金の配当   △2,714  △2,714   

親会社株主に帰属する

当期純利益
  8,516  8,516   

自己株式の取得    △0 △0   

自己株式の処分  △7  14 7   

連結子会社の決算期変

更に伴う増減
  △2,451  △2,451   

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     △742 △7

当期変動額合計 - △7 3,349 13 3,356 △742 △7

当期末残高 30,079 50,335 24,515 △20,723 84,206 1,689 △2
 

 

 

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計
土地再評価

差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 △5,837 451 1,896 △1,052 76 5,122 84,995

当期変動額        

剰余金の配当       △2,714

親会社株主に帰属する

当期純利益
      8,516

自己株式の取得       △0

自己株式の処分       7

連結子会社の決算期変

更に伴う増減
      △2,451

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
12 948 854 1,065 △7 △5,122 △4,064

当期変動額合計 12 948 854 1,065 △7 △5,122 △708

当期末残高 △5,825 1,399 2,751 12 68 - 84,287
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当連結会計年度 (自 2025年３月１日　至 2026年２月28日)

 (単位：百万円)

 

株主資本 その他の包括利益累計額

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ損益

当期首残高 30,079 50,335 24,515 △20,723 84,206 1,689 △2

当期変動額        

剰余金の配当   △5,433  △5,433   

親会社株主に帰属する

当期純利益
  10,094  10,094   

自己株式の取得    △0 △0   

自己株式の処分  △114 △5 270 150   

自己株式の消却  △12,829 △2,929 15,759 -   

土地再評価差額金の取崩   △16  △16   

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     862 19

当期変動額合計 - △12,944 1,709 16,029 4,794 862 19

当期末残高 30,079 37,390 26,224 △4,694 89,000 2,551 17
 

 

 

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
土地再評価

差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 △5,825 1,399 2,751 12 68 84,287

当期変動額       

剰余金の配当      △5,433

親会社株主に帰属する

当期純利益
     10,094

自己株式の取得      △0

自己株式の処分      150

自己株式の消却      -

土地再評価差額金の取崩      △16

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
19 290 3,361 4,553 △47 4,506

当期変動額合計 19 290 3,361 4,553 △47 9,300

当期末残高 △5,806 1,690 6,112 4,565 21 93,588
 

 

EDINET提出書類

株式会社オンワードホールディングス(E02521)

有価証券報告書

 55/117



④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2024年３月１日
　至 2025年２月28日)

当連結会計年度
(自 2025年３月１日
　至 2026年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 10,807 13,539

 減価償却費 4,357 4,514

 減損損失 906 2,621

 のれん償却額 942 1,076

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △207 103

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △1,721 △5,611

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △73 △132

 受取利息及び受取配当金 △325 △269

 支払利息 414 528

 持分法による投資損益（△は益） △180 △34

 固定資産処分損益（△は益） △979 △3,474

 売場什器等除却損 31 72

 投資有価証券売却損益（△は益） △2,131 △1,719

 関係会社株式売却損益（△は益） △1,122 -

 売上債権の増減額（△は増加） 1,001 △2,698

 棚卸資産の増減額（△は増加） △4,128 △3,572

 仕入債務の増減額（△は減少） △5,640 △1,320

 退職給付に係る調整累計額の増減額(△は減少) 1,067 4,960

 その他 △435 1,001

 小計 2,580 9,584

 利息及び配当金の受取額 353 302

 利息の支払額 △357 △608

 法人税等の支払額 △1,077 △1,154

 法人税等の還付額 1,624 125

 営業活動によるキャッシュ・フロー 3,123 8,249

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △2,555 △3,579

 有形固定資産の売却による収入 1,509 7,228

 投資有価証券の取得による支出 △5 △7

 投資有価証券の売却による収入 2,988 3,414

 無形固定資産の取得による支出 △2,275 △1,832

 長期貸付けによる支出 △8,500 -

 長期貸付金の回収による収入 1,019 174

 長期前払費用の取得による支出 △179 △15

 差入保証金の差入による支出 △1,319 △539

 差入保証金の回収による収入 1,344 1,653

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

※2  828 -

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

※3  2,150 283

 その他 △396 △390

 投資活動によるキャッシュ・フロー △5,390 6,390
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2024年３月１日
　至 2025年２月28日)

当連結会計年度
(自 2025年３月１日
　至 2026年２月28日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 4,017 1,391

 長期借入れによる収入 14,131 1,500

 長期借入金の返済による支出 △5,535 △5,202

 自己株式の取得による支出 △0 △0

 配当金の支払額 △2,714 △5,433

 非支配株主への払戻による支出 △5,061 -

 非支配株主への配当金の支払額 △122 -

 その他 △1,101 △899

 財務活動によるキャッシュ・フロー 3,612 △8,644

現金及び現金同等物に係る換算差額 239 213

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,585 6,209

現金及び現金同等物の期首残高 14,133 13,505

連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物
の増減額（△は減少）

△2,213 -

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  13,505 ※1  19,715
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１. 連結の範囲に関する事項　

(１) 連結子会社の数および主要な連結子会社の名称

連結子会社数　40社
 

主要な連結子会社の名称

株式会社オンワード樫山

株式会社オンワードコーポレートデザイン

チャコット株式会社

株式会社クリエイティブヨーコ

株式会社アイランド

株式会社オンワードパーソナルスタイル

株式会社大和

株式会社KOKOBUY

株式会社ウィゴー

ジョゼフLTD.

 
当連結会計年度において、インティメイツ株式会社を清算したため、連結の範囲から除外しています。台灣

蔚果股份有限公司を設立したため、連結の範囲に含めています。

 
(２) 主要な非連結子会社の名称

株式会社ビエン
 

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、小規模であり合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためです。

 
２. 持分法の適用に関する事項

(１) 持分法を適用した非連結子会社・関連会社数、および持分法を適用した主要な関連会社の名称

持分法を適用した非連結子会社および関連会社数　 10社
 

持分法を適用した主要な関連会社の名称

株式会社サンマリノ

 
(２) 持分法を適用しない非連結子会社および関連会社のうち主要な会社の名称

株式会社ビエン
 

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、連結純損益および連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適用の範囲から除外しています。

 
(３) 持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る財務諸表また

は仮決算に基づく財務諸表を使用しています。

 
３. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりです。
 

12月31日決算会社

ジェイプレスINC.

恩瓦徳時尚貿易（中国）有限公司

他11社　
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連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っております。

 
４. 会計方針に関する事項

(１) 重要な資産の評価基準および評価方法

① 有価証券の評価基準および評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法により評価しています。

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)
 

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法により評価しています。
 

② デリバティブの評価基準および評価方法

時価法により評価しています。
 

③ 棚卸資産の評価基準および評価方法

主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）により評価しています。

 
(２) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

当社および国内連結子会社は主として定率法、海外連結子会社は定額法を採用しています。ただし、当社お

よび国内連結子会社は、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに2016年４月１日以

降取得した建物附属設備および構築物については定額法を採用しています。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりです。
 

建物及び構築物　　　　　３～50年

その他　　　　　　　　　２～20年
 

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しています。ただし、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５～10

年）に基づく定額法を採用しています。
 

③ 長期前払費用

定額法を採用しています。
 

④ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しています。

 
(３) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しています。
 

② 賞与引当金

従業員等に支給する賞与に備えるため、支給見込額に基づき計上しています。
 

③ 役員賞与引当金

当社および一部の国内連結子会社は、役員に支給する賞与に備えるため、支給見込額に基づき計上しています。
 

④ 役員退職慰労引当金

一部の国内連結子会社は、役員の退職金に備えるために内規に基づく期末要支給額を計上しています。
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(４) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっています。
 

② 数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年～10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しています。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年～10年）による定額法に

より費用処理しています。

 
(５) 重要な収益および費用の計上基準

当社および連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容およ

び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりです。
 

① 卸売販売に係る収益

卸売販売に係る収益は、製品の引渡および配送を履行義務として識別しています。卸売販売においては、顧

客による検収が完了した時点で履行義務が充足されるものの、製品出荷時点と重要な差異はないため、主に当

該製品の出荷時点で収益を認識しています。また、取引の対価は通常、履行義務を充足した時点から概ね３か

月以内に受領しており、重要な金融要素は含まれていません。
 

② 小売販売に係る収益

小売販売に係る収益は、製品の引渡を履行義務として識別しています。小売販売においては、通常製品の引渡

時点において履行義務が充足されるため、主に当該製品の引渡時点で収益を認識しています。また、取引の対価

は通常、履行義務を充足した時点から概ね１か月以内に受領しており、重要な金融要素は含まれていません。
 

③ サービス提供に係る収益

サービスの提供に係る収益は、主にライセンスの供与に対して受け取るロイヤリティ収入が含まれ、これら

の供与を履行義務として識別しています。これらは、売上高または使用量に基づくロイヤリティに該当し、契

約相手先の売上等を算定基礎として測定し、実際にライセンスが使用された時点か、売上高または使用量に基

づくロイヤリティに配分された履行義務が充足された時点のいずれか遅い時点で収益を認識しています。ま

た、取引の対価は通常、履行義務を充足した時点から概ね３か月以内に受領しており、重要な金融要素は含ま

れていません。

 
(６) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっています。
 

② ヘッジ手段とヘッジ対象

為替予約をヘッジ手段とし、外貨建ての金銭債権・債務および予定取引をヘッジ対象としています。
 

③ ヘッジ方針

外貨建輸出入取引に係る将来の外国為替相場変動リスクを回避して、外貨建債権・債務の円貨によるキャッ

シュ・フローを固定化することを目的として、取引先への受発注に対応し、決済日を基準として為替予約を

行っています。
 

④ ヘッジの有効性評価の方法

外貨建ての受注・発注金額に対し、同一通貨建てによる同一金額で同一期日の為替予約を付すことにより、

為替予約締結後の外国為替相場の変動による相関関係が確保されるようにしています。

 
(７) のれんの償却方法および償却期間

のれんの償却は、個別案件ごとに判断し20年以内の合理的な年数で均等償却しています。

 
(８) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
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連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は手許現金、要求払預金および取得日

から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない短期投資からなっています。

 
(９) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
 

グループ通算制度の適用

当社および一部の国内連結子会社は、グループ通算制度を適用しています。

 
(重要な会計上の見積り)

(繰延税金資産の回収可能性)

(１) 当連結会計年度の連結貸借対照表に計上した金額

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

 (2025年２月28日）

当連結会計年度

（2026年２月28日）

グループ通算制度を適用している当社および一部
の国内連結子会社において計上した繰延税金資産
(繰延税金負債との相殺前金額)

6,326 5,045

 

 
(２) その他の情報

① 金額の算出方法

繰延税金資産は、将来減算一時差異および税務上の繰越欠損金のうち将来の事業計画により見積もられ

た課税所得に基づき、回収可能性があると判断した金額を計上しています。
 

② 金額の算出に用いた主要な仮定

課税所得の見積りの基礎となる事業計画における主要な仮定は、主要な子会社の売上成長率および売上

総利益率です。
 

③ 翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するため、将来の不確実な経済状況および

会社の経営状況の影響を受け、その見積額の前提条件や仮定に変更が生じた場合には、翌連結会計年度の

損益および財政状態に重要な影響を与える可能性があります。

 
(会計方針の変更)

(「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用)

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」(企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正会

計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しています。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第28

号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(２)ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っています。なお、当該会計方針の変更による連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用していま

す。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結財務諸表となっていま

す。なお、当該会計方針の変更による前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

 
(未適用の会計基準等)

・「リースに関する会計基準」(企業会計基準第34号 2024年９月13日)

・「リースに関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第33号 2024年９月13日)

ほか、関連する企業会計基準、企業会計基準適用指針、実務対応報告及び移管指針の改正
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１．概要

国際的な会計基準と同様に、借手のすべてのリースについて資産・負債を計上する等の取扱いを定めるもの

です。
 

２．適用予定日

2029年２月期の期首から適用予定です。
 

３．当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中です。

 
(表示方法の変更)

(連結キャッシュ・フロー計算書)

前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「退職給付に係る

調整累計額の増減額」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しています。この表示方法の

変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組み替えを行っています。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「その他」に表示していた631百万円は、「退職給付に係る調整累計額の増減額」1,067百万円及び「そ

の他」△435百万円として組み替えています。

 
前連結会計年度において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「無形固定資産の

取得による支出」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しています。この表示方法の変更

を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組み替えを行っています。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「その他」に表示していた△2,671百万円は、「無形固定資産の取得による支出」△2,275百万円及び

「その他」△396百万円として組み替えています。

 
(連結貸借対照表関係)

※１　受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権および契約資産の金額は、それぞれ

以下のとおりです。

 
前連結会計年度
(2025年２月28日)

当連結会計年度
(2026年２月28日)

受取手形 463百万円 519百万円

売掛金 15,422百万円 18,163百万円

契約資産 72百万円 72百万円

計 15,957百万円 18,756百万円
 

 
※２　非連結子会社および関連会社に対するものは、次のとおりです。

 
前連結会計年度
(2025年２月28日)

当連結会計年度
(2026年２月28日)

投資有価証券（株式） 1,065百万円 1,142百万円
 

 
※３　土地再評価法の適用

「土地の再評価に関する法律」(1998年３月31日公布法律第34号）および「土地の再評価に関する法律の

一部を改正する法律」(2001年３月31日改正）に基づき、事業用土地の再評価を行い、当該再評価差額に係

る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評

価差額金」として純資産の部に計上しています。

 

・ 再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」(1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税
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法（1991年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価額の計算の基礎となる土地の価格を算定するた

めに、国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価格に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を

行って算出したほか、一部土地については同法律施行令第２条第３号に定める固定資産税評価額に合理的

な調整を行って算出しています。

 

・ 再評価を行った年月日

2002年２月28日
 

前連結会計年度末および当連結会計年度末において、再評価を行った土地の時価が再評価後の帳簿価額

を上回っているため、差額を記載していません。

 
※４　財務制限条項

当社は、一部の金融機関からの借入に対し、当社の連結および個別財務諸表の純資産額、経常損益につい

て、一定水準の維持の確保を内容とする財務制限条項が付されています。

前連結会計年度末および当連結会計年度末における財務制限条項の対象となる借入金残高は、以下のとお

りです。

 
前連結会計年度
(2025年２月28日)

当連結会計年度
(2026年２月28日)

短期借入金 15,600百万円 7,800百万円

長期借入金 9,889百万円 7,066百万円

(うち、１年内返済予定の長期借入金) 2,583百万円 1,543百万円
 

 
※５　収益認識関係

契約負債については、「流動負債」の「その他」に計上しています。契約負債の金額は、「第５ 経理の

状況　１ 連結財務諸表等（１)連結財務諸表　注記事項　収益認識関係　(３)当連結会計年度および翌連結

会計年度以降の収益の金額を理解するための情報」に記載しています。

 
(連結損益計算書関係)

※１　顧客との契約から生じる収益

売上高のうち顧客との契約から生じる収益の金額は、「第５ 経理の状況　１ 連結財務諸表等（１)連結財

務諸表　注記事項　収益認識関係（１)顧客との契約から生じる収益を分解した情報」に記載しています。

 
※２　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下げ額

 
前連結会計年度

(自 2024年３月１日
至 2025年２月28日)

当連結会計年度
(自 2025年３月１日
至 2026年２月28日)

売上原価 5,944百万円 5,356百万円
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※３　固定資産売却益の内容は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

(自 2024年３月１日
至 2025年２月28日)

当連結会計年度
(自 2025年３月１日
至 2026年２月28日)

土地 －百万円 3,323百万円

建物及び構築物 892百万円 193百万円

その他（無形固定資産） 120百万円 －百万円

計 1,012百万円 3,517百万円
 

 
※４　関係会社整理損

前連結会計年度 (自 2024年３月１日　至 2025年２月28日)

当社の連結子会社であったオンワードイタリアS.r.l.の清算が結了したことに伴い発生した為替換算調整

勘定の取崩等によるものです。

 
※５　減損損失の内容は、次のとおりです。

 

(前連結会計年度)

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しました。
 

場所 用途 種類 金額 (百万円)

国内 事業用資産
建物及び構築物 331
ソフトウェア 164
その他 131

英国 事業用資産
建物及び構築物 5
ソフトウェア                  25
その他 135

米国 事業用資産
ソフトウェア 1
その他 107

その他 事業用資産 その他 4
 

 

当社グループは基本的に店舗別にグルーピングを決定しています。

なお、賃貸用資産や遊休資産については個別の物件ごとにグルーピングしています。

帳簿価額と比較し著しく時価が下落した賃貸資産および遊休資産、また営業活動から生じる損益が継続し

てマイナスである事業用資産を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（906百万円）として特別

損失に計上しました。

なお、回収可能価額は、正味売却価額または使用価値により測定しており、正味売却価額は処分見込額に

より算定し、使用価値については将来キャッシュ・フローを5.2％で割り引いて算定しています。

 
(当連結会計年度)

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しました。
 

場所 用途 種類 金額 (百万円)

国内 事業用資産
建物及び構築物 884
ソフトウェア 400
その他 955

英国 事業用資産
建物及び構築物 28
ソフトウェア                  43
その他 166

米国 事業用資産
ソフトウェア 102
その他 38

その他 事業用資産
ソフトウェア 0

その他 0
 

 

当社グループは基本的に店舗別にグルーピングを決定しています。

なお、賃貸用資産や遊休資産については個別の物件ごとにグルーピングしています。

帳簿価額と比較し著しく時価が下落した賃貸資産および遊休資産、また営業活動から生じる損益が継続し
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てマイナスである事業用資産を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（2,621百万円）として特

別損失に計上しました。

なお、回収可能価額は、正味売却価額または使用価値により測定しており、正味売却価額は処分見込額に

より算定し、使用価値については将来キャッシュ・フローを5.3％で割り引いて算定しています。

 
(連結包括利益計算書関係)
 

※　その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額

 
前連結会計年度

(自 2024年３月１日
至 2025年２月28日)

当連結会計年度
(自 2025年３月１日
至 2026年２月28日)

 

その他有価証券評価差額金：     
　当期発生額 975百万円 3,066百万円

　組替調整額 △2,215百万円 △1,799百万円

　　法人税等及び税効果調整前 △1,239百万円 1,267百万円

　　法人税等及び税効果額 493百万円 △421百万円

　　その他有価証券評価差額金 △746百万円 846百万円

繰延ヘッジ損益：     
　当期発生額 △3百万円 24百万円

　組替調整額 △7百万円 3百万円

　　法人税等及び税効果調整前 △10百万円 28百万円

　　法人税等及び税効果額 3百万円 △8百万円

　　繰延ヘッジ損益 △7百万円 19百万円

土地再評価差額金：     
　　法人税等及び税効果額 12百万円 2百万円

　　土地再評価差額金 12百万円 2百万円

為替換算調整勘定：     
　当期発生額 1,202百万円 290百万円

　組替調整額 △259百万円 －百万円

　　為替換算調整勘定 942百万円 290百万円

退職給付に係る調整額：     
　当期発生額 1,349百万円 5,138百万円

　組替調整額 △281百万円 △177百万円

　　法人税等及び税効果調整前 1,067百万円 4,960百万円

　　法人税等及び税効果額 △212百万円 △1,599百万円

　　退職給付に係る調整額 854百万円 3,361百万円

持分法適用会社に対する持分相当額：     
　当期発生額 9百万円 16百万円

　　その他の包括利益合計 1,065百万円 4,536百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度 (自 2024年３月１日　至 2025年２月28日）

１. 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 157,921,669 － － 157,921,669

 

 
２. 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 22,193,554 1,311 14,700 22,180,165

 

 

(変動事由の概要)

増加数の主な内訳は、次のとおりです。

単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　   　　 　 1,311株

 
減少数の主な内訳は、次のとおりです。

ストックオプションの行使による減少　　　　   　　   14,700株

 
３. 新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
(百万円)

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結会計
年度末

提出会社
ストックオプション
としての新株予約権

－ － － － － 68

合計 － － － － 68
 

 
４. 配当に関する事項

(１) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2024年５月23日
普通株式 2,714 20.00 2024年２月29日 2024年５月24日

定時株主総会
 

 
(２) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年５月22日
普通株式 3,529 利益剰余金 26.00 2025年２月28日 2025年５月23日

定時株主総会
 

 
当連結会計年度 (自 2025年３月１日　至 2026年２月28日）

１. 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 157,921,669 － 16,000,000 141,921,669

 

 

(変動事由の概要)

減少数の主な内訳は、次のとおりです。
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取締役会決議による自己株式の消却による減少      　　16,000,000株

 
２. 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 22,180,165 746 16,274,340 5,906,571

 

 

(変動事由の概要)

増加数の主な内訳は、次のとおりです。

単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　      　　 　   746株

 
減少数の主な内訳は、次のとおりです。

ストックオプションの行使による減少　　　　　　          20,000株

譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少 　  254,340株

取締役会決議による自己株式の消却による減少      　　16,000,000株

 
３. 新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
(百万円)

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結会計
年度末

提出会社
ストックオプション
としての新株予約権

－ － － － － 21

合計 － － － － 21
 

 
４. 配当に関する事項

(１) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年５月22日
普通株式 3,529 26.00 2025年２月28日 2025年５月23日

定時株主総会

2025年10月２日

取締役会
普通株式 1,904 14.00 2025年８月31日 2025年11月10日

 

 
(２) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2026年５月28日開催予定の定時株主総会の議案として、次のとおり付議する予定です。

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2026年５月28日
普通株式 2,176 利益剰余金 16.00 2026年２月28日 2026年５月29日

定時株主総会
 

 

EDINET提出書類

株式会社オンワードホールディングス(E02521)

有価証券報告書

 67/117



 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりです。

 
前連結会計年度

(自 2024年３月１日
至 2025年２月28日)

当連結会計年度
(自 2025年３月１日
至 2026年２月28日)

現金及び預金勘定 13,505百万円 19,715百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 －百万円 －百万円

現金及び現金同等物 13,505百万円 19,715百万円
 

 

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産および負債の主な内訳

前連結会計年度 (自 2024年３月１日　至 2025年２月28日)

株式の取得により新たに株式会社ウィゴーを連結したことに伴う連結開始時の資産および負債の内訳並び

に同社株式の取得価額と同社取得のための支出（純額）との関係は次のとおりです。
 

流動資産 6,641百万円
固定資産 4,816百万円
のれん 3,384百万円
流動負債 △4,943百万円
固定負債 △9,271百万円
株式の取得価額 627百万円
支配獲得時までの取得価額 △127百万円
現金及び現金同等物 △1,328百万円
差引：取得のための支出(△は収入) △828百万円

 

 
※３　株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資産および負債の主な内訳

前連結会計年度 (自 2024年３月１日　至 2025年２月28日)

株式の売却によりオンワードゴルフリゾートグアム INC.およびオンワードマンギラオグアム INC.が連結

子会社でなくなったことに伴う売却時の資産および負債の内訳並びに同社株式の売却価額と売却による収入

との関係は次のとおりです。
 

流動資産 318百万円
固定資産 4,155百万円
流動負債 △1,428百万円
固定負債 △17百万円
その他の包括利益累計額 △1,500百万円
株式売却に伴う付随費用 130百万円
株式売却益 1,122百万円
株式の売却価額 2,780百万円
現金及び現金同等物 △120百万円
未収入金 △491百万円
株式売却に伴う付随費用 △130百万円
未払金 111百万円
差引：売却による収入 2,150百万円

 

 
(リース取引関係)

(借主側)

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

主として、物流施設（「建物及び構築物」）です。
 

② リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しています。

 

EDINET提出書類

株式会社オンワードホールディングス(E02521)

有価証券報告書

 68/117



 

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
（2025年２月28日）

当連結会計年度
 （2026年２月28日）

１年内 560 560

１年超 3,085 2,524

合計 3,646 3,085
 

 
(金融商品関係)

１. 金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を

調達しています。

デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針です。

 
（２）金融商品の内容およびそのリスク

営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産は、顧客の信用リスクにさらされています。また、外貨建

ての営業債権は為替の変動リスクにさらされていますが、先物為替予約を利用してヘッジしています。投資

有価証券は、主に取引先企業との業務に関連する株式であり、市場価格の変動リスクにさらされています。

　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、１年以内の支払期日です。また、外貨建ての営業

債務は為替の変動リスクにさらされていますが、先物為替予約を利用しヘッジしています。借入金の使途は

運転資金（主として短期）および設備投資資金（長期）であり、一部の長期借入金は金利の変動リスクにさ

らされています。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物

為替予約取引および通貨オプション取引です。

 
（３）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは与信管理規定に従い、受取手形、売掛金及び契約資産に係る顧客の信用リスクについて主

要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとに期日および残高を管理するとともに、財務状況

等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減をはかっています。

デリバティブ取引の契約先は、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行ってい

ます。

 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社グループは、外貨建ての債権債務について為替の変動リスクに対して、主として先物為替予約を利用

してヘッジしています。投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、取引先企

業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しています。

デリバティブ取引については、内部管理規定に従い実需の範囲で行い、取引残高、評価損益等の状況を月

次で把握しています。

 

③ 資金調達に係る流動リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは適時に資金繰計画を作成、更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスク

を管理しています。
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（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することもあります。

 
２. 金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりです。

 
前連結会計年度 (2025年２月28日)

(単位：百万円)

 
連結貸借対照表
計上額

時価 差額

　① 投資有価証券（※２）    
その他有価証券 12,393 12,393 －

資産計 12,393 12,393 －

　② 長期借入金    
(１年内返済予定のものを含む) 26,064 26,011 △53

負債計 26,064 26,011 △53

　③ デリバティブ取引 (※３) △11 △11 －
 

(※１）現金及び預金、受取手形、売掛金及び契約資産、支払手形及び買掛金、電子記録債務、短期借入金は短期

間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しています。
 

(※２) 市場価額のない株式等は、「① 投資有価証券」には含まれていません。当該金融商品の連結貸借対照表

計上額は以下のとおりです。
 

区分 前連結会計年度(百万円)

非上場株式 1,396
 

 

(※３) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については、△で示しています。

 
当連結会計年度 (2026年２月28日)

(単位：百万円)

 
連結貸借対照表

計上額
時価 差額

　① 投資有価証券（※２）    
その他有価証券 11,972 11,972 －

資産計 11,972 11,972 －

　② 長期借入金    
(１年内返済予定のものを含む) 22,362 22,260 △101

負債計 22,362 22,260 △101

　③ デリバティブ取引 (※３) 26 26 －
 

(※１）現金及び預金、受取手形、売掛金及び契約資産、支払手形及び買掛金、電子記録債務、短期借入金は短期

間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しています。
 

(※２) 市場価額のない株式等は、「① 投資有価証券」には含まれていません。当該金融商品の連結貸借対照表

計上額は以下のとおりです。
 

区分 当連結会計年度(百万円)

非上場株式 1,473
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(※３) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については、△で示しています。

 
(注)１. 金銭債権および満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

 

前連結会計年度 (2025年２月28日)
(単位：百万円)

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 13,505 － － －

受取手形 463 － － －

売掛金 15,422 － － －

合計 29,391 － － －
 

 
当連結会計年度 (2026年２月28日)

(単位：百万円)

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 19,715 － － －

受取手形 519 － － －

売掛金 18,163 － － －

合計 38,398 － － －
 

 
(注)２. 長期借入金およびその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

 

前連結会計年度 (2025年２月28日)
(単位：百万円)

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 22,518 － － － － －

長期借入金 4,796 6,852 5,625 5,062 3,728 －
 

 
当連結会計年度 (2026年２月28日)

(単位：百万円)

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 23,970 － － － － －

長期借入金 7,112 6,125 5,396 3,728 － －
 

 
３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しています。
 

レベル１の時価：同一資産または負債の活発な市場における相場価格により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

 
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しています。
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(１) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

前連結会計年度 (2025年２月28日)

区分
時価(百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

　その他有価証券 12,393 － － 12,393

デリバティブ取引 － △11 － △11

資産計 12,393 △11 － 12,381
 

 
当連結会計年度 (2026年２月28日)

区分
時価(百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

　その他有価証券 11,972 － － 11,972

デリバティブ取引 － 26 － 26

資産計 11,972 26 － 11,999
 

 
(２) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前連結会計年度 (2025年２月28日)

区分
時価(百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 26,011 － 26,011

負債計 － 26,011 － 26,011
 

 
当連結会計年度 (2026年２月28日)

区分
時価(百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 22,260 － 22,260

負債計 － 22,260 － 22,260
 

(注) 時価の算定に用いた評価技法および時価の算定に係るインプットの説明

① 投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しています。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価

をレベル１の時価に分類しています。
 

② 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借り入れを行った場合に想定される利率

で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しています。
 

③ デリバティブ取引

デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関から提示された時価もしくは為替レート等を用い

て算定しており、レベル２の時価に分類しています。

 

EDINET提出書類

株式会社オンワードホールディングス(E02521)

有価証券報告書

 72/117



 

(有価証券関係)

１. その他有価証券

前連結会計年度 (2025年２月28日)

(単位：百万円)

区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

株式 7,922 4,724 3,198

その他 － － －

小計 7,922 4,724 3,198

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

株式 4,470 5,285 △814

その他 － － －

小計 4,470 5,285 △814
 

合計 12,393 10,009 2,383
 

 

(注) 非上場株式（連結貸借対照表計上額331百万円）については、市場価格がないため、上表の「その他有価証

券」には含めていません。

 
当連結会計年度 (2026年２月28日)

(単位：百万円)

区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

株式 8,118 3,048 5,070

その他 － － －

小計 8,118 3,048 5,070

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

株式 3,853 5,273 △1,419

その他 － － －

小計 3,853 5,273 △1,419
 

合計 11,972 8,321 3,651
 

 

(注) 非上場株式（連結貸借対照表計上額331百万円）については、市場価格がないため、上表の「その他有価証

券」には含めていません。

 
２. 連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度 (自 2024年３月１日　至 2025年２月28日)

(単位：百万円)

種　類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株　式 3,071 2,131 －
 

 

当連結会計年度 (自 2025年３月１日　至 2026年２月28日)

(単位：百万円)

種　類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株　式 3,494 1,719 －
 

 
３. 減損処理を行った有価証券

該当事項はありません。
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(デリバティブ取引関係)

１. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(通貨関連)

前連結会計年度 (2025年２月28日)

(単位：百万円)

区分  取引の種類 契約額等
契約額等のうち
１年超

時価 評価損益

市場取引以外の取引

為替予約取引     

買建     

米ドル 218 － △8 △8

合計 218 － △8 △8
 

 
当連結会計年度 (2026年２月28日)

(単位：百万円)

区分  取引の種類 契約額等
契約額等のうち
１年超

時価 評価損益

市場取引以外の取引

為替予約取引     

買建     

米ドル 321 － 1 1

合計 321 － 1 1
 

 

(金利関連)

前連結会計年度 (2025年２月28日)

該当事項はありません。
 

当連結会計年度 (2026年２月28日)

該当事項はありません。

 

２. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(通貨関連)

前連結会計年度 (2025年２月28日)

(単位：百万円)

ヘッジ会計の方法
 デリバティブ取引

の種類等
主なヘッジ対象 契約額等

契約額等のうち
１年超

時価

原則的処理方法

為替予約取引

買掛金

   

買建    

米ドル 1,716 － △3

合計 1,716 － △3
 

 
当連結会計年度 (2026年２月28日)

(単位：百万円)

ヘッジ会計の方法
 デリバティブ取引

の種類等
主なヘッジ対象 契約額等

契約額等のうち
１年超

時価

原則的処理方法

為替予約取引

買掛金

   

買建    

米ドル 1,634 － 24

合計 1,634 － 24
 

 
(退職給付関係)

１. 採用している退職給付制度の概要

当社および連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度および確定拠

出制度を採用しています。
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確定給付型企業年金制度（全て積立型制度です。）では、給与と勤務期間に基づいた一時金または年金を支

給しています。また、一部の確定給付企業年金制度には退職給付信託が設定されています。

退職一時金制度（非積立型制度ですが、退職給付信託を設定した結果、積立型制度となっているものがあり

ます。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しています。

なお、一部の連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債および退職給付費用

を計算しています。

 
２. 確定給付制度

(１) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2024年３月１日
　至　2025年２月28日)

当連結会計年度
(自　2025年３月１日
　至　2026年２月28日)

退職給付債務の期首残高 9,806 9,423

勤務費用 587 515

利息費用 27 25

過去勤務費用の発生額 △121 －

数理計算上の差異の発生額 55 △623

退職給付の支払額 △985 △945

その他 51 △0

退職給付債務の期末残高 9,423 8,395
 

 
(２) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2024年３月１日
　至　2025年２月28日)

当連結会計年度
(自　2025年３月１日
　至　2026年２月28日)

年金資産の期首残高 14,829 16,239

期待運用収益 309 363

数理計算上の差異の発生額 1,283 4,514

事業主からの拠出額 227 221

退職給付の支払額 △410 △382

年金資産の期末残高 16,239 20,956
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(３) 退職給付債務および年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債および退職給付

に係る資産の調整表
(単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2025年２月28日)

当連結会計年度
(2026年２月28日)

積立型制度の退職給付債務 9,311 8,278

年金資産 △16,239 △20,956

 △6,928 △12,677

非積立型制度の退職給付債務 111 117

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △6,816 △12,560

   

退職給付に係る負債 2,679 2,546

退職給付に係る資産 △9,496 △15,107

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △6,816 △12,560
 

 
(４) 退職給付費用およびその内訳項目の金額　

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2024年３月１日
　至　2025年２月28日)

当連結会計年度
(自　2025年３月１日
　至　2026年２月28日)

勤務費用 587 515

利息費用 27 25

期待運用収益 △309 △363

過去勤務費用の費用処理額 △12 △24

数理計算上の差異の費用処理額 △269 △153

その他 15 26

確定給付制度に係る退職給付費用 39 27
 

 
(５) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりです。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2024年３月１日
　至　2025年２月28日)

当連結会計年度
(自　2025年３月１日
　至　2026年２月28日)

過去勤務費用 109 △24

数理計算上の差異 958 4,985

合計 1,067 4,960
 

 
(６) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりです。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2025年２月28日)

当連結会計年度
(2026年２月28日)

未認識過去勤務費用 109 84

未認識数理計算上の差異 3,856 8,841

合計 3,965 8,926
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(７) 年金資産に関する事項

① 年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。

 
前連結会計年度
(2025年２月28日)

当連結会計年度
(2026年２月28日)

生命保険一般勘定　　 13％ 10％

株式 68％ 74％

債券 3％ 3％

短期資金 16％ 13％

合計 100％ 100％
 

(注) 年金資産合計には、確定給付企業年金制度および退職一時金制度に対して設定した退職給付信託が前連結

会計年度76％、当連結会計年度81％含まれています。

 
② 長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在および予想される年金資産の配分と、年金資産を

構成する多様な資産からの現在および将来期待される長期の収益率を考慮しています。

 
(８) 数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎

 
前連結会計年度

(自　2024年３月１日
　至　2025年２月28日)

当連結会計年度
(自　2025年３月１日
　至　2026年２月28日)

割引率 0.3％～0.7％ 2.0％～2.2％

長期期待運用収益率 1.9％～2.5％ 2.0％～2.5％
 

(注) 当連結会計年度の期首時点の計算において適用した割引率は0.3％～0.7％でありましたが、期末時点におい

て割引率の再検討を行った結果、割引率の変更により退職給付債務の額に重要な影響を及ぼすと判断し、割

引率を2.0％～2.2％に変更しております。

 
３. 確定拠出制度

当社および連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は前連結会計年度275百万円、当連結会計年度284百万円

です。
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(ストックオプション等関係)

１. ストックオプションにかかる費用計上額および科目名

該当事項はありません。

 
２. ストックオプションの内容、規模およびその変動状況

(１) ストックオプションの内容

 
2008年ストックオプション

(第４回)

2009年ストックオプション

(第５回)

付与対象者の区分及び人数
当社子会社の取締役　　　12名
当社子会社の執行役員　　21名

当社子会社の取締役　　　11名
当社子会社の執行役員　　19名

株式の種類別のストック

オプションの付与数
普通株式　91,100株 普通株式　268,900株

付与日 2008年６月20日 2009年３月18日

権利確定条件

当社子会社の取締役及び当社子会社
の執行役員の地位を喪失した日の翌
日から１年経過した日から５年を経
過する日までの間に限り、新株予約
権を行使できるものとする。

当社子会社の取締役及び当社子会社
の執行役員の地位を喪失した日の翌
日から１年経過した日から５年を経
過する日までの間に限り、新株予約
権を行使できるものとする。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはない。 対象勤務期間の定めはない。

権利行使期間 2008年６月21日～2038年２月28日 2009年３月19日～2039年２月28日
 

 

 
2010年ストックオプション

(第７回)

2011年ストックオプション

(第９回)

付与対象者の区分及び人数
当社子会社の取締役　　　８名
当社子会社の執行役員　　22名

当社の執行役員　　　　　１名
当社子会社の取締役　　　12名
当社子会社の執行役員　　18名

株式の種類別のストック

オプションの付与数
普通株式　194,600株 普通株式　199,900株

付与日 2010年３月19日 2011年３月18日

権利確定条件

当社子会社の取締役及び当社子会社
の執行役員の地位を喪失した日の翌
日から１年経過した日から５年を経
過する日までの間に限り、新株予約
権を行使できるものとする。

当社の執行役員、当社子会社の取締
役及び当社子会社の執行役員の地位
を喪失した日の翌日から１年経過し
た日から５年を経過する日までの間
に限り、新株予約権を行使できるも
のとする。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはない。 対象勤務期間の定めはない。

権利行使期間 2010年３月20日～2040年２月29日 2011年３月19日～2041年２月28日
 

 

EDINET提出書類

株式会社オンワードホールディングス(E02521)

有価証券報告書

 78/117



 

 
2012年ストックオプション

(第11回)

2013年ストックオプション

(第13回)

付与対象者の区分及び人数
当社の執行役員　　　　　１名
当社子会社の取締役　　　９名
当社子会社の執行役員　　18名

当社の執行役員　　　　　14名
当社子会社の取締役　　　６名
当社子会社の執行役員　　９名

株式の種類別のストック

オプションの付与数
普通株式　234,700株 普通株式　151,300株

付与日 2012年３月19日 2013年３月18日

権利確定条件

当社の執行役員、当社子会社の取締
役及び当社子会社の執行役員の地位
を喪失した日の翌日から１年経過し
た日から５年を経過する日までの間
に限り、新株予約権を行使できるも
のとする。

当社の執行役員、当社子会社の取締
役及び当社子会社の執行役員の地位
を喪失した日の翌日から１年経過し
た日から５年を経過する日までの間
に限り、新株予約権を行使できるも
のとする。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはない。 対象勤務期間の定めはない。

権利行使期間 2012年３月20日～2042年２月28日 2013年３月19日～2043年２月28日
 

 

 
2014年ストックオプション

(第15回)

2014年ストックオプション

(第16回)

付与対象者の区分及び人数
当社の執行役員　　　　　12名
当社子会社の取締役　　　５名
当社子会社の執行役員　　９名

当社の取締役　５名

株式の種類別のストック

オプションの付与数
普通株式　146,100株 普通株式　122,900株

付与日 2014年３月20日 2014年６月20日

権利確定条件

当社の執行役員、当社子会社の取締
役及び当社子会社の執行役員の地位
を喪失した日の翌日から１年経過し
た日から５年を経過する日までの間
に限り、新株予約権を行使できるも
のとする。

当社の取締役の地位を喪失した日の
翌日から１年経過した日から５年を
経過する日までの間に限り、新株予
約権を行使できるものとする。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはない。 対象勤務期間の定めはない。

権利行使期間 2014年３月21日～2044年２月29日 2014年６月21日～2044年６月20日
 

 
(２) ストックオプションの規模およびその変動状況

ストックオプションの数については、株式数に換算して記載しています。

 

① ストックオプションの数

 
2008年ストックオプション

(第４回)

2009年ストックオプション

(第５回)

権利確定前　　　　　(株)   

　前連結会計年度末 5,000 15,900

　付与 － －

　失効 1,600 5,100

　権利確定 3,400 10,800

　未確定残 － －

権利確定後　　　　　(株)   
　前連結会計年度末 － －

　権利確定 3,400 10,800

　権利行使 3,400 10,800

　失効 － －

　未行使残 － －
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2010年ストックオプション

(第７回)

2011年ストックオプション

(第９回)

権利確定前　　　　　(株)   

　前連結会計年度末 16,200 19,000

　付与 － －

　失効 7,800 11,300

　権利確定 8,400 7,700

　未確定残 － －

権利確定後　　　　　(株)   

　前連結会計年度末 － －

　権利確定 8,400 7,700

　権利行使 5,800 －

　失効 － －

　未行使残 2,600 7,700
 

 

 
2012年ストックオプション

(第11回)

2013年ストックオプション

(第13回)

権利確定前　　　　　(株)   

　前連結会計年度末 26,200 26,200

　付与 － －

　失効 13,100 16,200

　権利確定 9,000 6,900

　未確定残 4,100 3,100

権利確定後　　　　　(株)   

　前連結会計年度末 － －

　権利確定 9,000 6,900

　権利行使 － －

　失効 － －

　未行使残 9,000 6,900
 

 

 
2014年ストックオプション

(第15回)

2014年ストックオプション

(第16回)

権利確定前　　　　　(株)   

　前連結会計年度末 25,100 7,900

　付与 － －

　失効 13,200 7,900

　権利確定 8,200 －

　未確定残 3,700 －

権利確定後　　　　　(株)   

　前連結会計年度末 － －

　権利確定 8,200 －

　権利行使 － －

　失効 － －

　未行使残 8,200 －
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② 単価情報

 
2008年ストックオプション

(第４回)

2009年ストックオプション

(第５回)

権利行使価格 (円) 1 1

行使時平均株価 (円) 548 626

公正な評価単価(付与日) (円) 905 362
 

 

 
2010年ストックオプション

(第７回)
2011年ストックオプション

(第９回)

権利行使価格 (円) 1 1

行使時平均株価 (円) 749 －

公正な評価単価(付与日) (円) 475 444
 

 

 
2012年ストックオプション

(第11回)

2013年ストックオプション

(第13回)

権利行使価格 (円) 1 1

行使時平均株価 (円) － －

公正な評価単価(付与日) (円) 444 572
 

 

 
2014年ストックオプション

(第15回)

2014年ストックオプション

(第16回)

権利行使価格 (円) 1 1

行使時平均株価 (円) － －

公正な評価単価(付与日) (円) 466 526
 

 

３. ストックオプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し

ています。

 
（譲渡制限付株式報酬）

当社は、2025年5月22日開催の第78回定時株主総会にて、2015年６月より株式報酬型ストックオプション制度に替

えて支給していた自社株取得目的報酬から、譲渡制限付株式報酬制度への移行を決議しています。交付済みである

株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権のうち、譲渡制限付株式報酬支給対象等において未行使のもの

については権利放棄することとし、同数の譲渡制限付株式を交付することを決議しています。

なお、当該取引は会社法第202条の２に基づいて、取締役等の報酬等として金銭の払込み等を要しないで株式の発

行等をする取引ではないため、「取締役の報酬等として株式を無償交付する取引に関する取扱い」（実務対応報告第

41号2021年１月28日）の適用はありません。

 

１．譲渡制限付株式報酬にかかる費用計上額及び科目名

（単位:百万円）

 
前連結会計年度

（自　2024年３月１日
　　至　2025年２月28日）

当連結会計年度
（自　2025年３月１日
　　至　2026年２月28日）

販売費及び一般管理費 － 122
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２．譲渡制限付株式報酬の内容及びその変動状況

（１）譲渡制限付株式の内容

 2025年譲渡制限付株式報酬

付与対象者の区分及び人数

当社の取締役(社外取締役を除く。)　４名
当社の取締役を兼務しない執行役員　６名
当社子会社の取締役　　９名
当社子会社の執行役員　７名

株式の種類及び付与数 普通株式　254,340株（注)１

付与日 2025年６月20日

譲渡制限期間
2025年6月20日から当社又は当社子会社の取締役、取締役を兼務しない執行役
員、監査役、使用人、顧問又は相談役その他これに準ずる地位のいずれの地
位をも退任又は退職した直後の時点までの間

解除条件

対象取締役等が職務執行開始日からその後最初に到来する定時株主総会の終
結時点の直前時（ただし、対象取締役等が取締役を兼務しない執行役員の場
合には、付与日の属する事業年度の開始日から当該事業年度の末日）までの
期間中、継続して、当社又は当社子会社の取締役、取締役を兼務しない執行
役員、監査役、使用人、顧問又は相談役その他これに準ずる地位のいずれか
の地位にあったことを条件として、割り当てられた譲渡制限付株式の全部に
ついて、譲渡制限期間の満了時点で譲渡制限を解除する。

 

（注）１．2025年譲渡制限付株式報酬については、株式報酬型ストックオプションからの移行措置として、対象の

取締役等が放棄した新株予約権の目的である株式数と同数の譲渡制限付株式を付与しています。

 
（２）譲渡制限付株式の規模及びその変動状況

① 株式数

 2025年譲渡制限付株式報酬

前連結会計年度末 （株） －

　付与 （株） 254,340

　失効(無償取得) （株） －

　譲渡制限解除 （株） －

　譲渡制限残 （株） 254,340
 

 

② 単価情報

 2025年譲渡制限付株式報酬

付与日における公正な評価単価
（円）

552
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(税効果会計関係)

１. 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(１) 繰延税金資産     

 
前連結会計年度
(2025年２月28日)

当連結会計年度
(2026年２月28日)

繰越欠損金 39,805百万円 39,147百万円

減損損失 3,661百万円 3,960百万円

退職給付に係る負債 3,123百万円 3,330百万円

棚卸評価損 1,286百万円 1,259百万円

資産除去債務 985百万円 1,105百万円

貸倒引当金 415百万円 91百万円

賞与引当金 354百万円 371百万円

関係会社株式評価損 52百万円 54百万円

役員退職慰労引当金 8百万円 7百万円

投資有価証券評価損 7百万円 5百万円

その他 1,873百万円 2,118百万円

繰延税金資産小計 51,575百万円 51,452百万円

税務上の繰越欠損金に係る
評価性引当額 (注)２

△37,012百万円 △36,206百万円

将来減算一時差異等の合計に係る
評価性引当額

△5,772百万円 △6,024百万円

評価性引当額小計 (注)１ △42,785百万円 △42,230百万円

繰延税金資産合計 8,790百万円 9,221百万円

     

(２) 繰延税金負債     

 
前連結会計年度
(2025年２月28日)

当連結会計年度
(2026年２月28日)

退職給付に係る資産 △3,284百万円 △5,222百万円

その他有価証券評価差額金 △727百万円 △1,149百万円

資産除去債務に対応する除去費用 △658百万円 △751百万円

退職給付信託設定益 △43百万円 △44百万円

固定資産圧縮積立金 △32百万円 △32百万円

その他 △621百万円 △656百万円

繰延税金負債合計 △5,368百万円 △7,856百万円

繰延税金資産の純額 3,421百万円 1,364百万円
 

 

(注)１．評価性引当額が554百万円減少しています。この減少の主な原因は、繰越欠損金に係る評価性引当額が減

少したことによるものです。

 
(注)２．税務上の繰越欠損金およびその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前連結会計年度（2025年２月28日）

 
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

合計
(百万円)

税務上の繰越欠損金 (※１) 938 720 640 387 13,754 23,363 39,805

評価性引当額 △885 △720 △640 △387 △11,722 △22,655 △37,012

繰延税金資産 53 － － － 2,032 707 (※２)2,792
 

 

(※１) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額です。

(※２) 税務上の繰越欠損金39,805百万円(法定実効税率を乗じた額)について、繰延税金資産2,792百万円を計上し

ています。当該税務上の繰越欠損金については、将来の課税所得の見込みにより回収可能と判断した部分に

ついては評価性引当額を認識していません。
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当連結会計年度（2026年２月28日）

 
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

合計
(百万円)

税務上の繰越欠損金 (※１) 663 587 381 12,107 6,434 18,972 39,147

評価性引当額 △516 △583 △381 △9,842 △6,320 △18,561 △36,206

繰延税金資産 146 3 － 2,265 113 411 (※２)2,940
 

 

(※１) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額です。

(※２) 税務上の繰越欠損金39,147百万円(法定実効税率を乗じた額)について、繰延税金資産2,940百万円を計上し

ています。当該税務上の繰越欠損金については、将来の課税所得の見込みにより回収可能と判断した部分に

ついては評価性引当額を認識していません。

 
(表示方法の変更)

　前連結会計年度において、「繰延税金資産」の「その他」に含めていた「資産除去債務」は、金額的重要性が増

したため、当連結会計年度より独立掲記しています。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の注

記の組み替えを行っています。

 
　前連結会計年度において、「繰延税金負債」の「その他」に含めていた「資産除去債務に対応する除去費用」

は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しています。この表示方法の変更を反映させるた

め、前連結会計年度の注記の組み替えを行っています。

 
２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前連結会計年度
(2025年２月28日)

当連結会計年度
(2026年２月28日)

法定実効税率 30.6％ 30.6％

(調整)     

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.1％ 1.3％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.3％ △0.3％

住民税均等割 2.1％ 2.1％

のれん償却額 2.7％ 2.4％

評価性引当額の増減 △20.2％ △11.7％

関係会社株式売却損益の連結修正 △15.8％ －％

連結子会社清算による影響 16.5％ △1.7％

実効税率の差異 1.3％ 2.0％

その他 1.6％ 0.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 20.6％ 25.4％
 

 
３. 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

当社及び一部の国内連結子会社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の

会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税

の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

 
４．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したことに伴

い、2026年４月１日以後開始する連結会計年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

これに伴い、2027年３月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及

び繰延税金負債については、法定実効税率を30.6％から31.5％に変更し計算しています。

なお、この税率変更による影響は軽微です。
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(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

（１）当該資産除去債務の概要

主として建物等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等です。

 
（２）当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を建物等の耐用年数と見積り、割引率は耐用年数に応じた国債の利回りを使用して資産除去

債務の金額を計算しています。

 
（３）当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自 2024年３月１日
　　至 2025年２月28日）

当連結会計年度
（自 2025年３月１日
　　至 2026年２月28日）

期首残高 2,700百万円 3,128百万円

有形固定資産の取得等に伴う増加額 197百万円 403百万円

時の経過による調整額 19百万円 23百万円

資産除去債務の履行による減少額 △179百万円 △164百万円

その他の増減額（△は減少） 390百万円 －百万円

期末残高 3,128百万円 3,390百万円
 

 
(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しています。

 

EDINET提出書類

株式会社オンワードホールディングス(E02521)

有価証券報告書

 85/117



 

(収益認識関係)

前連結会計年度 (自 2024年３月１日　至 2025年２月28日)

(１) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループは国内および海外において、紳士服、婦人服等の繊維製品の企画、製造および販売を主な事

業内容とし、さらにコスメティック事業やバレエ・ダンス、リゾートといったウェルネス事業およびペット

関連用品等の事業を行っています。

また、当社グループの事業を地域別に「国内事業」、「海外事業」と２区分し、報告セグメントとしてい

ます。

主たる収益の分解と報告セグメントとの関連は以下のとおりです。
 

   
売上高
(百万円)

構成比
(％)

国内事業

リアル
小売 103,760 49.8

卸売 43,640 20.9

ＥＣ 40,786 19.6

計 188,187 90.3

海外事業 18,534 8.9

顧客との契約から生じる収益 206,722 99.2

その他の収益 1,670 0.8

売上高合計 208,393 100.0
 

 

(注)１ 国内事業－リアルの「小売」には百貨店、路面店、ショッピングセンター、アウトレットモールなどの売

上を含めています。

　　２ 売上高の数値は連結消去後のものになります。

　　３ 「その他の収益」には、リース取引により生じた収益を含めています。

 
（２）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「第５ 経理の状況　１ 連結財務諸表等（１)連結財務諸表　注記事項　連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項　４.会計方針に関する事項　（５)重要な収益および費用の計上基準」に記載のとお

りです。

 
（３）当連結会計年度および翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

① 顧客との契約から生じた債権および債務の残高等

顧客との契約から生じた契約資産および契約負債の残高は以下のとおりです。
 

契約資産

期首残高　　　　　  73百万円

期末残高　　　　　  72百万円
 

契約負債

期首残高　　　   3,009百万円

期末残高　　　   3,246百万円
 

連結貸借対照表上、契約資産は「受取手形、売掛金及び契約資産」に計上しています。契約負債は「流

動負債」の「その他」に計上しています。契約負債は収益の認識に伴い取り崩しています。期首現在の契

約負債残高は、概ね当連結会計年度に認識された収益の額に含まれています。

なお、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から当連結会計年度に認識した収益の額に

重要性はありません。

 

② 残存履行義務に配分した取引価格

当社グループにおいては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を

適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しています。また、顧客との契約から生じる対価の中

に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
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当連結会計年度 (自 2025年３月１日　至 2026年２月28日)

(１) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループは国内および海外において、紳士服、婦人服等の繊維製品の企画、製造および販売を主な事

業内容とし、さらにコスメティック事業やバレエ・ダンス事業、ペット関連用品の事業、ギフト関連の事業

等を行っています。

また、当社グループの事業を地域別に「国内事業」、「海外事業」と２区分し、報告セグメントとしてい

ます。

主たる収益の分解と報告セグメントとの関連は以下のとおりです。
 

   
売上高
(百万円)

構成比
(％)

国内事業

リアル
小売 121,476 51.3

卸売 48,881 20.6

ＥＣ 45,940 19.4

計 216,298 91.3

海外事業 18,927 8.0

顧客との契約から生じる収益 235,226 99.3

その他の収益 1,577 0.7

売上高合計 236,804 100.0
 

 

(注)１ 国内事業－リアルの「小売」には百貨店、路面店、ショッピングセンター、アウトレットモールなどの売

上を含めています。

　　２ 売上高の数値は連結消去後のものになります。

　　３ 「その他の収益」には、リース取引により生じた収益を含めています。

 
（２）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「第５ 経理の状況　１ 連結財務諸表等（１)連結財務諸表　注記事項　連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項　４.会計方針に関する事項　（５)重要な収益および費用の計上基準」に記載のとお

りです。

 
（３）当連結会計年度および翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

① 顧客との契約から生じた債権および債務の残高等

顧客との契約から生じた契約資産および契約負債の残高は以下のとおりです。
 

契約資産

期首残高　　　　　  72百万円

期末残高　　　　　  72百万円
 

契約負債

期首残高　　　   3,246百万円

期末残高　　　   2,871百万円
 

連結貸借対照表上、契約資産は「受取手形、売掛金及び契約資産」に計上しています。契約負債は「流

動負債」の「その他」に計上しています。契約負債は収益の認識に伴い取り崩しています。期首現在の契

約負債残高は、概ね当連結会計年度に認識された収益の額に含まれています。

なお、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から当連結会計年度に認識した収益の額に

重要性はありません。

 

② 残存履行義務に配分した取引価格

当社グループにおいては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を

適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しています。また、顧客との契約から生じる対価の中

に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１. 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものです。

当社グループは国内および海外において、紳士服、婦人服等の繊維製品の企画、製造および販売を主な事

業内容とし、さらにコスメティック事業やバレエ・ダンス事業、ペット関連用品の事業、ギフト関連の事業

等を行っています。

また、当社グループの事業を地域別に「国内事業」、「海外事業」と２区分し、報告セグメントとしてい

ます。

 

２. 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一です。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値です。セグメント間の内部売上高又は振替高は、市場実

勢価格に基づいています。

 

３. 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報
 

前連結会計年度 (自 2024年３月１日 至 2025年２月28日)

（単位：百万円)

 国内事業 海外事業 計
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額
(注)３

売上高      

外部顧客への売上高 189,858 18,534 208,393 － 208,393

セグメント間の内部売上高
又は振替高 1,645 3,222 4,868 △4,868 －

計 191,504 21,757 213,261 △4,868 208,393

セグメント利益又は損失(△) 10,803 △233 10,570 △416 10,153

セグメント資産 137,776 14,509 152,286 26,932 179,218

その他の項目      

減価償却費 (注)２ 3,468 497 3,965 391 4,357

持分法適用会社への投資額 757 － 757 － 757

有形固定資産及び無形固定
資産の増加額 (注)２ 4,972 487 5,460 103 5,564

 

 

(注)１. 調整額は、以下のとおりです。

(１) セグメント利益又は損失(△)の調整額△416百万円には、のれんの償却額△942百万円およびセグメント
間取引消去4,264百万円、各報告セグメントに配分していない全社費用△3,738百万円が含まれていま
す。全社費用は主にセグメントに帰属しない一般管理費です。

(２) セグメント資産の調整額26,932百万円の主なものは、のれんの未償却残高5,835百万円、純粋持株会社
である当社の有形固定資産12,808百万円、投資有価証券9,946百万円となります。

２. 減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加額には長期前払費用(什器)が含まれています。

３. セグメント利益又は損失(△)は、連結損益計算書の営業利益と一致しています。
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当連結会計年度 (自 2025年３月１日 至 2026年２月28日)

（単位：百万円)

 国内事業 海外事業 計
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額
(注)３

売上高      

外部顧客への売上高 217,876 18,927 236,804 － 236,804

セグメント間の内部売上高
又は振替高 1,069 3,627 4,697 △4,697 －

計 218,946 22,555 241,501 △4,697 236,804

セグメント利益又は損失(△) 12,700 △322 12,377 △773 11,604

セグメント資産 151,131 16,671 167,802 21,420 189,223

その他の項目      

減価償却費 (注)２ 3,754 384 4,138 376 4,514

持分法適用会社への投資額 834 － 834 － 834

有形固定資産及び無形固定
資産の増加額 (注)２ 5,269 621 5,890 229 6,119

 

 

(注)１. 調整額は、以下のとおりです。

(１) セグメント利益又は損失(△)の調整額△773百万円には、のれんの償却額△1,076百万円およびセグメン
ト間取引消去4,189百万円、各報告セグメントに配分していない全社費用△3,886百万円が含まれていま
す。全社費用は主にセグメントに帰属しない一般管理費です。

(２) セグメント資産の調整額21,420百万円の主なものは、のれんの未償却残高4,818百万円、純粋持株会社
である当社の有形固定資産12,550百万円、投資有価証券10,484百万円となります。

２. 減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加額には長期前払費用(什器)が含まれています。

３. セグメント利益又は損失(△)は、連結損益計算書の営業利益と一致しています。

 
【関連情報】

前連結会計年度 (自 2024年３月１日　至 2025年２月28日)

１. 製品およびサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しています。

 

２. 地域ごとの情報

(１) 売上高

   (単位：百万円)

日本 欧州 その他 合計

190,031 8,919 9,442 208,393
 

 
(２) 有形固定資産

    (単位：百万円)

日本 米国 欧州 その他 合計

43,835 204 898 2,756 47,693
 

 
３. 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありま

せん。
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当連結会計年度 (自 2025年３月１日　至 2026年２月28日)

１. 製品およびサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しています。

 

２. 地域ごとの情報

(１) 売上高

   (単位：百万円)

日本 欧州 その他 合計

217,087 9,849 9,866 236,804
 

 

(２) 有形固定資産

    (単位：百万円)

日本 米国 欧州 その他 合計

39,615 202 895 2,705 43,418
 

 
３. 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありま

せん。

 
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度 (自 2024年３月１日　至 2025年２月28日)

(単位：百万円)

 国内事業 海外事業 全社・消去 合計

減損損失 589 279 36 906
 

 

当連結会計年度 (自 2025年３月１日　至 2026年２月28日)

(単位：百万円)

 国内事業 海外事業 全社・消去 合計

減損損失 2,240 380 － 2,621
 

 
【報告セグメントごとののれんの償却額および未償却残高に関する情報】

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しています。

 
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度 (自 2024年３月１日　至 2025年２月28日)

１. 関連当事者との取引

(１) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　① 連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

種類
会社等の名称

又は氏名
所在地

資本金

又は出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

非連結子会社
株式会社

ビエン

東京都

港区
10

不動産

管理業

(所有)

直接100.0
資金の貸付 資金の貸付 －

長期

貸付金
2,500

 

(注) 取引条件および取引条件の決定方針等

貸付金の金利については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。

 
　② 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

該当事項はありません。

 
(２) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

 
２. 親会社又は重要な関連会社に関する注記

(１) 親会社情報

該当事項はありません。

 

(２) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。

 
当連結会計年度 (自 2025年３月１日　至 2026年２月28日)

１. 関連当事者との取引

(１) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　① 連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

種類
会社等の名称

又は氏名
所在地

資本金

又は出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

非連結子会社
株式会社

ビエン

東京都

港区
10

不動産

管理業

(所有)

直接100.0
資金の貸付 資金の貸付 －

長期

貸付金
2,500

 

(注) 取引条件および取引条件の決定方針等

貸付金の金利については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。
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　② 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類
会社等の名称

又は氏名
所在地

資本金

又は出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

役員 保元 道宣 － －
当社

代表取締役社長

(所有)

直接0.25
－

金銭報酬債権

の現物出資に

伴う自己株式

の処分

48 － －

役員 樋口 剛宏 － －
当社

常務取締役

(所有)

直接0.04
－

金銭報酬債権

の現物出資に

伴う自己株式

の処分

11 － －

連結子会社役員 末松 和幸 － －
㈱オンワード樫山

代表取締役会長

(所有)

直接0.05
－

金銭報酬債権

の現物出資に

伴う自己株式

の処分

19 － －

 

(注) 取引条件および取引条件決定方針等

譲渡制限付株式報酬制度に伴う金銭報酬債権の現物出資によるものです。

自己株式の処分価額は、2025年５月21日（本自己株式処分の取締役会決議日の前営業日）の東京証券取引所に

おける、当社の普通株式の終値に基づいて決定しています。

 
(２) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

 
２. 親会社又は重要な関連会社に関する注記

(１) 親会社情報

該当事項はありません。

 

(２) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 
前連結会計年度

 (自 2024年３月１日
  至 2025年２月28日)

当連結会計年度
(自 2025年３月１日
 至 2026年２月28日)

１株当たり純資産 620.43円 687.91円

１株当たり当期純利益 62.74円 74.27円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 62.67円 74.22円
 

 
(注)１．１株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

項目
前連結会計年度

(自　2024年３月１日
　至　2025年２月28日)

当連結会計年度
(自　2025年３月１日
　至　2026年２月28日)

１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 8,516 10,094

普通株主に帰属しない金額 (百万円)　 － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益（百万円）

8,516 10,094

普通株式の期中平均株式数 (千株) 135,739 135,927

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益調整額 (百万円) － －

普通株式増加数 (千株) 144 78

(うち新株予約権 (千株)) (144) (78)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

－ －
 

 
２. １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。　　　

項目
前連結会計年度

(自　2024年３月１日
　至　2025年２月28日)

当連結会計年度
(自　2025年３月１日
　至　2026年２月28日)

純資産の部の合計額 (百万円) 84,287 93,588

純資産の部の合計額から控除する金額 (百万円) 68 21

(うち新株予約権 (百万円)) (68) (21)

普通株式に係る期末の純資産額 (百万円) 84,218 93,566

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末普通株式数 (千株)

135,741 136,015
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(重要な後発事象)

(取得による企業結合)

　当社は、2025年12月18日開催の取締役会において、株式会社コスメ・デ・ボーテの全株式を取得し、連結子会社

化することを決議し、同日付で株式譲渡契約を締結し、2026年３月２日付で全株式を取得しました。

 
(１) 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：株式会社コスメ・デ・ボーテ

事業の内容：化粧品、化粧品雑貨の企画開発および輸入販売

② 企業結合を行った主な理由

当社は、中長期経営計画「ONWARD VISION 2030」において、「生活者の新たな価値観に沿った『ウェルネ

ス領域』の成長加速」を事業戦略として掲げています。

この方針のもと、当社は、ジェルネイル等のネイル関連事業を展開するコスメ・デ・ボーテ社の全株式を

取得し、完全子会社化することを決定しました。

当社の既存事業とのシナジー効果を追求しながら、コスメ・デ・ボーテ社の更なる成長を目指してまいり

ます。

③ 企業結合日

2026年３月２日

④ 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

⑤ 結合後企業の名称

変更はありません。

⑥ 取得した議決権比率

100％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

 
(２) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　     　現金　 4,500百万円

取得原価　 4,500百万円
 

 
(３) 主な取得関連費用の内容および金額

現時点では確定していません。

 
(４) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

現時点では確定していません。

 
(５) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額ならびにその主な内訳

現時点では確定していません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 
【借入金等明細表】

区分
当期首残高

(百万円)

当期末残高

(百万円)

平均利率

(％)
返済期限

短期借入金 22,518 23,970 1.0 －

１年以内に返済予定の長期借入金 4,796 7,112 1.0 －

１年以内に返済予定のリース債務 831 655 0.1 －

長期借入金
(１年以内に返済予定のものを除く)

21,268 15,250 1.1 2027年～2029年

リース債務
(１年以内に返済予定のものを除く)

2,661 2,185 0.1 2027年～2033年

合計 52,075 49,173 － －
 

 

(注)１ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しています。

２ 長期借入金、リース債務(１年以内に返済予定のものを除く)およびその他有利子負債(１年以内に返済予

定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりです。
 

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 6,125 5,396 3,728 －

リース債務 500 373 289 276
 

 
【資産除去債務明細表】

明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されているため、記載

を省略しています。
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(２)【その他】

当連結会計年度における半期情報等

 中間連結会計期間 当連結会計年度

売上高 (百万円) 112,636 236,804

税金等調整前

中間(当期)純利益
(百万円) 6,500 13,539

親会社株主に帰属する

中間(当期)純利益
(百万円) 4,822 10,094

１株当たり

中間(当期)純利益
(円) 35.50 74.27
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２【財務諸表等】

(１)【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2025年２月28日)
当事業年度

(2026年２月28日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,083 5,624

  短期貸付金 ※1  1,383 ※1  3,225

  未収入金 ※1  5,087 ※1  4,432

  未収還付法人税等 27 -

  その他 ※1  218 ※1  366

  貸倒引当金 △293 △526

  流動資産合計 9,507 13,122

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 4,137 3,891

   構築物 14 17

   工具、器具及び備品 132 127

   土地 8,524 8,514

   その他 0 0

   有形固定資産合計 12,808 12,550

  無形固定資産   

   商標権 1,176 1,024

   ソフトウエア 298 246

   その他 2 87

   無形固定資産合計 1,477 1,358

  投資その他の資産   

   投資有価証券 9,946 10,484

   関係会社株式 74,133 72,523

   長期貸付金 ※1  45,897 ※1  51,470

   長期前払費用 166 77

   繰延税金資産 2,147 1,515

   その他 907 801

   貸倒引当金 △4,188 △3,333

   投資その他の資産合計 129,010 133,538

  固定資産合計 143,297 147,448

 資産合計 152,804 160,571
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2025年２月28日)
当事業年度

(2026年２月28日)

負債の部   

 流動負債   

  短期借入金 ※1,※3  30,644 ※1,※3  39,854

  1年内返済予定の長期借入金 ※3  4,796 ※3  7,112

  未払金 ※1  695 ※1  507

  未払費用 ※1  439 ※1  394

  未払法人税等 - 75

  賞与引当金 54 58

  役員賞与引当金 57 62

  その他 150 184

  流動負債合計 36,838 48,248

 固定負債   

  長期借入金 ※3  21,268 ※3  15,250

  再評価に係る繰延税金負債 73 75

  関係会社投資損失引当金 3,279 3,212

  預り保証金 ※1  885 ※1  885

  その他 325 328

  固定負債合計 25,832 19,752

 負債合計 62,671 68,000

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 30,079 30,079

  資本剰余金   

   資本準備金 38,550 38,550

   その他資本剰余金 12,944 -

   資本剰余金合計 51,494 38,550

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    買換資産圧縮積立金 21 21

    繰越利益剰余金 35,661 33,778

   利益剰余金合計 35,683 33,799

  自己株式 △21,846 △5,817

  株主資本合計 95,411 96,612

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 336 1,596

  繰延ヘッジ損益 △1 -

  土地再評価差額金 △5,681 △5,659

  評価・換算差額等合計 △5,346 △4,063

 新株予約権 68 21

 純資産合計 90,133 92,570

負債純資産合計 152,804 160,571
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 2024年３月１日
　至 2025年２月28日)

当事業年度
(自 2025年３月１日
　至 2026年２月28日)

営業収益   

 グループ運営収入 3,937 3,958

 関係会社配当金収入 5,800 4,800

 不動産賃貸収入 1,306 1,303

 ロイヤリティ収入 2 0

 営業収益合計 ※1  11,047 ※1  10,063

営業費用 ※1,※2  4,141 ※1,※2  4,215

営業利益 6,905 5,847

営業外収益   

 受取利息及び配当金 698 776

 貸倒引当金戻入額 278 -

 為替差益 - 134

 その他 15 91

 営業外収益合計 ※1  993 ※1  1,003

営業外費用   

 支払利息 ※1  405 ※1  569

 為替差損 1 -

 貸倒引当金繰入額 - 561

 その他 101 203

 営業外費用合計 508 1,335

経常利益 7,390 5,514

特別利益   

 投資有価証券売却益 865 571

 固定資産売却益 - ※3  247

 関係会社投資損失引当金戻入額 181 -

 その他 92 2

 特別利益合計 1,139 821

特別損失   

 関係会社整理損 ※1  258 -

 関係会社株式評価損 3,827 1,109

 その他 139 ※1  30

 特別損失合計 4,226 1,140

税引前当期純利益 4,303 5,196

法人税、住民税及び事業税 ※1  △1,774 ※1  △1,358

法人税等調整額 963 53

法人税等合計 △810 △1,305

当期純利益 5,114 6,501
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度 (自 2024年３月１日　至 2025年２月28日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金
資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計買換資産

圧縮積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 30,079 38,550 12,951 51,501 21 33,262 33,283

当期変動額        

剰余金の配当      △2,714 △2,714

当期純利益      5,114 5,114

自己株式の取得        

自己株式の処分   △7 △7    

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
       

当期変動額合計 - - △7 △7 - 2,399 2,399

当期末残高 30,079 38,550 12,944 51,494 21 35,661 35,683
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △21,860 93,004 491 - △5,681 △5,189 76 87,891

当期変動額         

剰余金の配当  △2,714      △2,714

当期純利益  5,114      5,114

自己株式の取得 △0 △0      △0

自己株式の処分 14 7      7

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  △155 △1 - △157 △7 △164

当期変動額合計 13 2,406 △155 △1 - △157 △7 2,241

当期末残高 △21,846 95,411 336 △1 △5,681 △5,346 68 90,133
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当事業年度 (自 2025年３月１日　至 2026年２月28日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金
資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計買換資産

圧縮積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 30,079 38,550 12,944 51,494 21 35,661 35,683

当期変動額        

剰余金の配当      △5,433 △5,433

当期純利益      6,501 6,501

自己株式の取得        

自己株式の処分   △114 △114  △5 △5

自己株式の消却   △12,829 △12,829  △2,929 △2,929

土地再評価差額金の取崩      △16 △16

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
       

当期変動額合計 - - △12,944 △12,944 - △1,883 △1,883

当期末残高 30,079 38,550 - 38,550 21 33,778 33,799
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △21,846 95,411 336 △1 △5,681 △5,346 68 90,133

当期変動額         

剰余金の配当  △5,433      △5,433

当期純利益  6,501      6,501

自己株式の取得 △0 △0      △0

自己株式の処分 270 150      150

自己株式の消却 15,759 -      -

土地再評価差額金の取崩  △16      △16

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  1,259 1 21 1,283 △47 1,236

当期変動額合計 16,029 1,201 1,259 1 21 1,283 △47 2,437

当期末残高 △5,817 96,612 1,596 - △5,659 △4,063 21 92,570
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１. 有価証券の評価基準および評価方法

(１) 子会社株式および関連会社株式

移動平均法による原価法により評価しています。

 
(２) その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法により評価しています。

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)
 

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法により評価しています。

 
２. 固定資産の減価償却の方法

(１) 有形固定資産

定率法を採用しています。ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに2016

年４月１日以降取得した建物附属設備および構築物については、定額法を採用しています。

 
(２) 無形固定資産

定額法を採用しています。ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５～

10年）に基づく定額法を採用しています。

 
３. 引当金の計上基準

(１) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しています。

 
(２) 賞与引当金

従業員等に支給する賞与に備えるため、支給見込額に基づき計上しています。

 
(３) 役員賞与引当金

役員に支給する賞与に備えるため、支給見込額に基づき計上しています。

 
(４) 関係会社投資損失引当金

関係会社への投資に対する損失に備えるため、投資先の財政状態等を勘案し損失負担見込額を計上しています。

 
４. 重要な収益および費用の計上基準

当社の収益は、主に子会社からのグループ運営収入および受取配当金です。グループ運営収入については、

子会社への契約内容に応じた受託業務を提供することが履行義務であり、業務を実施した時点で当社の履行義

務が充足されることから、当該時点で収益および費用を認識しています。受取配当金については、配当金の効

力発生日をもって認識しています。なお、取引の対価に重要な金融要素は含まれていません。

 
５. その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用しています。
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(重要な会計上の見積り)

(繰延税金資産の回収可能性）

（１）当事業年度の貸借対照表に計上した金額

(単位：百万円)

 
前事業年度

 (2025年２月28日）
当事業年度

（2026年２月28日）

繰延税金資産

(繰延税金負債との相殺前)
2,449 2,404

 

 
（２）その他の情報

繰延税金資産は、将来減算一時差異および税務上の繰越欠損金のうち将来の事業計画により見積もられた

課税所得に基づき、回収可能性があると判断した金額を計上しています。

繰延税金資産の回収可能性の判断に用いられる主要な仮定や翌事業年度の貸借対照表に与える影響につい

ては、「第５　経理の状況　１ 連結財務諸表等　(１)連結財務諸表　注記事項　重要な会計上の見積り」

の内容と同一です。

 
(会計方針の変更)

(「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用)

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」(企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正会

計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しています。

法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い

に従っています。なお、当該会計方針の変更による財務諸表への影響はありません。

 
(貸借対照表関係)

※１　関係会社に対する金銭債権および金銭債務

 
前事業年度

(2025年２月28日)
当事業年度

(2026年２月28日)

短期金銭債権 6,029百万円 7,516百万円

長期金銭債権 45,897百万円 51,470百万円

短期金銭債務 9,136百万円 16,546百万円

長期金銭債務 60百万円 60百万円
 

 
※２　保証債務

下記の会社の金融機関からの借入債務等についての保証を行っています。

 
前事業年度

(2025年２月28日)
当事業年度

(2026年２月28日)

ジョゼフLTD. 66百万円 82百万円
樫山(大連)有限公司 23百万円 227百万円

計 89百万円 309百万円
 

 
※３　財務制限条項

当社は、一部の金融機関からの借入に対し、当社の連結および個別財務諸表の純資産額、経常損益につい

て、一定水準の維持の確保を内容とする財務制限条項が付されています。

前事業年度末および当事業年度末における財務制限条項の対象となる借入金残高は、以下のとおりです。

 
前事業年度

(2025年２月28日)
当事業年度

(2026年２月28日)

短期借入金 15,600百万円 7,800百万円

長期借入金 9,889百万円 7,066百万円

(うち、１年内返済予定の長期借入金) 2,583百万円 1,543百万円
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(損益計算書関係)

※１　関係会社との営業取引および営業取引以外の取引の取引高の総額

 
前事業年度

(自 2024年３月１日
至 2025年２月28日)

当事業年度
(自 2025年３月１日
至 2026年２月28日)

営業収益 10,003百万円 9,070百万円

資産購入高 14百万円 －百万円

経費支払高 356百万円 279百万円

営業取引以外の取引による取引高 3,346百万円 3,342百万円
 

 
※２　営業費用の主要な費目および金額は次のとおりです。なお、全額が一般管理費に属するものです。

 
前事業年度

(自 2024年３月１日
至 2025年２月28日)

当事業年度
(自 2025年３月１日
至 2026年２月28日)

役員報酬 225百万円 220百万円

給料手当 1,006百万円 948百万円

賞与引当金繰入額 54百万円 58百万円

広告宣伝費 95百万円 78百万円

賃貸費用 402百万円 329百万円

減価償却費 413百万円 398百万円
 

 
※３　固定資産売却益の内訳

 
前事業年度

(自 2024年３月１日
至 2025年２月28日)

当事業年度
(自 2025年３月１日
至 2026年２月28日)

建物及び構築物 －百万円 104百万円

土地 －百万円 142百万円
 

 
(有価証券関係)

子会社株式および関連会社株式

前事業年度（2025年２月28日）

子会社株式および関連会社株式は、市場価格のない株式等のため、子会社株式および関連会社株式の時価を記

載していません。

なお、市場価格のない株式等の子会社および関連会社株式の貸借対照表計上額は次のとおりです。

(単位：百万円)

種類
前事業年度

（2025年２月28日）

子会社株式 73,814

関連会社株式 319

計 74,133
 

 
当事業年度（2026年２月28日）

子会社株式および関連会社株式は、市場価格のない株式等のため、子会社株式および関連会社株式の時価を記

載していません。

なお、市場価格のない株式等の子会社および関連会社株式の貸借対照表計上額は次のとおりです。

(単位：百万円)

種類
当事業年度

（2026年２月28日）

子会社株式 72,204

関連会社株式 319

計 72,523
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(１) 繰延税金資産

 
前事業年度

(2025年２月28日)
当事業年度

(2026年２月28日)

繰越欠損金 22,170百万円 19,817百万円

関係会社株式評価損 11,424百万円 12,110百万円

貸倒引当金 1,372百万円 1,216百万円

投資損失引当金 1,004百万円 1,012百万円

減損損失 976百万円 929百万円

その他 505百万円 493百万円

繰延税金資産小計 37,454百万円 35,580百万円

　税務上の繰越欠損金に係る
　評価性引当額

△20,363百万円 △17,705百万円

　将来減算一時差異等の合計に
　係る評価性引当額

△14,641百万円 △15,470百万円

評価性引当額小計 △35,004百万円 △33,175百万円

繰延税金資産合計 2,449百万円 2,404百万円
 

 

(２) 繰延税金負債

 
前事業年度

(2025年２月28日)
当事業年度

(2026年２月28日)

その他有価証券評価差額金 △148百万円 △734百万円

資産除去債務に対応する除去費用 △100百万円 △100百万円

退職給付信託設定益 △43百万円 △44百万円

買換資産圧縮積立金 △9百万円 △9百万円

繰延税金負債合計 △301百万円 △889百万円

繰延税金資産の純額 2,147百万円 1,515百万円
 

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

(2025年２月28日)
当事業年度

(2026年２月28日)

法定実効税率 30.6％ 30.6％

(調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.3％ 0.7％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △41.6％ △28.7％

評価性引当額の増減 △0.2％ △27.3％

子会社清算に伴う繰越欠損金の引継ぎ △10.9％ －％

法人税、住民税、事業税の欠損金等による差異 △1.5％ △1.0％

その他 2.4％ 0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △19.0％ △25.1％
 

 
３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したことに伴

い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

これに伴い、2027年３月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及び

繰延税金負債については、法定実効税率を30.6％から31.5％に変更し計算しています。

なお、この税率変更による財務諸表に与える影響は軽微です。
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(収益認識関係)

収益を理解するための基礎となる情報については「第５ 経理の状況　１ 連結財務諸表等　（１)連結財務諸表　

注記事項　収益認識関係」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しています。

 
(重要な後発事象)

取得による企業結合

連結財務諸表「注記事項（重要な後発事象）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しています。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

(単位：百万円)

資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 減価償却累計額

有形固定資産       

　建物 4,137 42 71 216 3,891 4,262

　構築物 14 5 － 2 17 126

　工具、器具及び備品 132 14 0 20 127 485

 土地
8,524

－
9

－
8,514

－
〔△5,607〕 〔24〕 〔△5,583〕

その他 0 － － － 0 103

有形固定資産合計 12,808 61 81 238 12,550 4,977

無形固定資産       

　商標権 1,176 － － 151 1,024 1,214

　ソフトウェア 298 77 － 129 246 1,345

　その他 2 170 85 0 87 3

無形固定資産合計 1,477 247 85 281 1,358 2,563
 

(注)「当期首残高」、「当期減少額」および「当期末残高」欄の〔　〕内は内書きで、土地の再評価に関する法律

(1998年法律第34号)により行った土地の再評価実施前の帳簿価額との差額です。

 
【引当金明細表】

(単位：百万円)

区分 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 4,482 656 1,279 3,860

賞与引当金 54 58 54 58

役員賞与引当金 57 62 57 62

関係会社投資損失引当金 3,279 － 67 3,212
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(２)【主な資産および負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しています。

 
(３)【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 ５月中

基準日 ２月末日

剰余金の配当の基準日
８月末日（中間配当）
２月末日（期末配当）

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り
及び買増し

 

取扱場所

(特別口座)

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部

株主名簿管理人
(特別口座)

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告による。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告
をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのＵＲＬは次のとおりです。
https://www.onward-hd.co.jp/

株主に対する特典
２月末日時点で１単元(100株)以上所有の株主に当社ＥＣサイト取扱商品の買物割引
券かつ10単元(1,000株)以上所有の株主に当社グループ製品贈呈
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第７【提出会社の参考情報】

 

１【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

     

(１)

有価証券報告書及び　　
その添付書類並びに

有価証券報告書の確認書

事業年度
(第78期)

自　2024年３月１日

至　2025年２月28日

2025年５月23日

関東財務局長に提出

(２)
内部統制報告書及び　　
その添付書類

事業年度　
(第78期)

自　2024年３月１日

至　2025年２月28日

2025年５月23日

関東財務局長に提出

(３)
半期報告書及び　　　　
半期報告書の確認書

第79期

 中

自　2025年３月１日

至　2025年８月31日

2025年10月14日

関東財務局長に提出

(４) 臨時報告書
金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容
等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号
の２の規定に基づく臨時報告書です。

2025年５月22日

関東財務局長に提出

  

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容
等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号
(特定子会社の異動)の規定に基づく臨時報告書
です。

2025年５月22日

関東財務局長に提出

  

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容
等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号
の２（株主総会における議決権行使の結果）の
規定に基づく臨時報告書です。

2025年５月23日

関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

2026年５月27日

株式会社オンワードホールディングス

取締役会　御中

 

　EY新日本有限責任監査法人
 　　東　京　事　務　所

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大　屋　　誠　三　郎  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 井　上　　　　拓　  

 

 

＜連結財務諸表監査＞
 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社オンワードホールディングスの2025年３月１日から2026年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について

監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社オンワードホールディングス及び連結子会社の2026年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定(社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。)に従って、会社及び連

結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の

基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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グループ通算制度を適用している会社における繰延税金資産の回収可能性

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

注記事項（重要な会計上の見積り）に記載されてい

るとおり、会社は、2026年２月28日現在、グループ通

算制度を適用しており、会社及び一部の国内連結子会

社（あわせて、以下「通算グループ」という。）にお

いて、繰延税金資産（繰延税金負債との相殺前）を

5,045百万円計上している。

会社は、通算グループの将来減算一時差異に対し

て、翌連結会計年度の収益力に基づく課税所得の見積

りに基づき、繰延税金資産の回収可能性を判断してい

る。

通算グループにおける翌連結会計年度の収益力に基

づく課税所得の見積りは、翌連結会計年度の事業計画

を基礎としており、その主要な仮定は、主要な子会社

の売上成長率及び売上総利益率である。

通算グループにおける繰延税金資産の回収可能性の

判断において、翌連結会計年度の事業計画における主

要な仮定は、不確実性を伴い経営者による判断を必要

とすることから、当監査法人は当該事項を監査上の主

要な検討事項に該当するものと判断した。

当監査法人は、通算グループの繰延税金資産の回収可

能性を検討するに当たり、主として以下の監査手続を実

施した。

・「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第26号）に基づく企業分類の妥

当性を検討した。

・将来減算一時差異の残高について、その解消見込年

度のスケジューリングの妥当性を検討した。

・翌連結会計年度の課税所得の見積りを評価するた

め、その基礎となる翌連結会計年度の事業計画につい

て、取締役会によって承認された直近の予算との整合性

を検討した。

・経営者の見積プロセスの有効性を評価するために、

過年度における事業計画とその後の実績を比較した。

・翌連結会計年度の事業計画に含まれる主要な仮定で

ある主要な子会社の売上成長率及び売上総利益率につい

ては過去実績と比較するとともに、売上成長率について

は外部情報との整合性を検討した。

 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告

書以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会

の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他

の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載

内容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま

た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報

告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸

表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家

としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸

表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎

となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠

を入手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及

び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を

行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講

じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容に

ついて報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要である

と判断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事

項の公表が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利

益が公共の利益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記

載しない。

 
＜内部統制監査＞
 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社オンワードホール

ディングスの2025年２月28日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、株式会社オンワードホールディングスが2026年２月28日現在の財務報告に係る内部統制は有効であ

ると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部

統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監

査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定(社会的影響度の高い事業体の

財務諸表監査に適用される規定を含む。)に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのそ

の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。
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内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報

告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性が

ある。

 
内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかに

ついて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明するこ

とにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過

程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施

する。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択

及び適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての

内部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するため

に、内部統制の監査を計画し実施する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責

任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結

果、識別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその

他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講

じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容に

ついて報告を行う。

 
＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報

酬及び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等 (３)【監

査の状況】に記載されている。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以  上

 
 

※１　上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しています。

　２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 
2026年５月27日

株式会社オンワードホールディングス

取締役会　御中
 

　EY新日本有限責任監査法人
 　　東　京　事　務　所

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大　屋　　誠　三　郎  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 井　上　　　　拓  

 

 
＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社オンワードホールディングスの2025年３月１日から2026年２月28日までの第79期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表に

ついて監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社オンワードホールディングスの2026年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準にお

ける当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定(社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。)に従って、会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる

十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であ

ると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成に

おいて対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 
　繰延税金資産の回収可能性

　連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項(グループ通算制度を適用している会社におけ

る繰延税金資産の回収可能性)と同一の内容であるため、記載を省略している。

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告

書以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会

の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報

告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうか

を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家

としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や

会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講

じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容に

ついて報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した

事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁

止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益

を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 
＜報酬関連情報＞

　　報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
 

※１　上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しています。

　２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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